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教育基本法 
 
公 布 ： 昭和 22年 ３月 31日 

全部改正 ： 平成 18年 12月 22日 

施 行 ： 平成 18年 12月 22日 

 

我々日本国民は、たゆまぬ努力によって築いてき

た民主的で文化的な国家を更に発展させるとともに、

世界の平和と人類の福祉の向上に貢献することを願

うものである。 

我々は、この理想を実現するため、個人の尊厳を

重んじ、真理と正義を希求し、公共の精神を尊び、

豊かな人間性と創造性を備えた人間の育成を期する

とともに、伝統を継承し、新しい文化の創造を目指

す教育を推進する。 

ここに、我々は、日本国憲法の精神にのっとり、

我が国の未来を切り拓く教育の基本を確立し、その

振興を図るため、この法律を制定する。 

第一章 教育の目的及び理念 

(教育の目的) 

第一条 教育は、人格の完成を目指し、平和で民主

的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備

えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われ

なければならない。 

(教育の目標) 

第二条 教育は、その目的を実現するため、学問の

自由を尊重しつつ、次に掲げる目標を達成するよ

う行われるものとする。 

一 幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める

態度を養い、豊かな情操と道徳心を培うととも

に、健やかな身体を養うこと。 

二 個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、

創造性を培い、自主及び自律の精神を養うとと

もに、職業及び生活との関連を重視し、勤労を

重んずる態度を養うこと。 

三 正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力

を重んずるとともに、公共の精神に基づき、主

体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与す

る態度を養うこと。 

四 生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に

寄与する態度を養うこと。 

五 伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんでき

た我が国と郷土を愛するとともに、他国を尊重

し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養

うこと。 

(生涯学習の理念) 

第三条 国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊か

な人生を送ることができるよう、その生涯にわた

って、あらゆる機会に、あらゆる場所において学

習することができ、その成果を適切に生かすこと

のできる社会の実現が図られなければならない。 

(教育の機会均等) 

第四条 すべて国民は、ひとしく、その能力に応じ

た教育を受ける機会を与えられなければならず、

人種、信条、性別、社会的身分、経済的地位又は

門地によって、教育上差別されない。 

２ 国及び地方公共団体は、障害のある者が、その

障害の状態に応じ、十分な教育を受けられるよう、

教育上必要な支援を講じなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわ

らず、経済的理由によって修学が困難な者に対し

て、奨学の措置を講じなければならない。 

第二章 教育の実施に関する基本 

(義務教育) 

第五条 国民は、その保護する子に、別に法律で定

めるところにより、普通教育を受けさせる義務を

負う。 

２ 義務教育として行われる普通教育は、各個人の

有する能力を伸ばしつつ社会において自立的に生

きる基礎を培い、また、国家及び社会の形成者と

して必要とされる基本的な資質を養うことを目的

として行われるものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、義務教育の機会を保障

し、その水準を確保するため、適切な役割分担及

び相互の協力の下、その実施に責任を負う。 

４ 国又は地方公共団体の設置する学校における義

務教育については、授業料を徴収しない。 

(学校教育) 

第六条 法律に定める学校は、公の性質を有するも 
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のであって、国、地方公共団体及び法律に定める

法人のみが、これを設置することができる。 

２ 前項の学校においては、教育の目標が達成され

るよう、教育を受ける者の心身の発達に応じて、

体系的な教育が組織的に行われなければならない。

この場合において、教育を受ける者が、学校生活

を営む上で必要な規律を重んずるとともに、自ら

進んで学習に取り組む意欲を高めることを重視し

て行われなければならない。 

(大学) 

第七条 大学は、学術の中心として、高い教養と専

門的能力を培うとともに、深く真理を探究して新

たな知見を創造し、これらの成果を広く社会に提

供することにより、社会の発展に寄与するものと

する。 

２ 大学については、自主性、自律性その他の大学

における教育及び研究の特性が尊重されなければ

ならない。 

(私立学校) 

第八条 私立学校の有する公の性質及び学校教育に

おいて果たす重要な役割にかんがみ、国及び地方

公共団体は、その自主性を尊重しつつ、助成その

他の適当な方法によって私立学校教育の振興に努

めなければならない。 

(教員) 

第九条 法律に定める学校の教員は、自己の崇高な

使命を深く自覚し、絶えず研究と修養に励み、そ

の職責の遂行に努めなければならない。 

２ 前項の教員については、その使命と職責の重要

性にかんがみ、その身分は尊重され、待遇の適正

が期せられるとともに、養成と研修の充実が図ら

れなければならない。 

(家庭教育) 

第十条 父母その他の保護者は、子の教育について

第一義的責任を有するものであって、生活のため

に必要な習慣を身に付けさせるとともに、自立心

を育成し、心身の調和のとれた発達を図るよう努

めるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、家庭教育の自主性を尊

重しつつ、保護者に対する学習の機会及び情報の

提供その他の家庭教育を支援するために必要な施

策を講ずるよう努めなければならない。 

(幼児期の教育) 

第十一条 幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成

の基礎を培う重要なものであることにかんがみ、

国及び地方公共団体は、幼児の健やかな成長に資

する良好な環境の整備その他適当な方法によって、

その振興に努めなければならない。 

(社会教育) 

第十二条 個人の要望や社会の要請にこたえ、社会

において行われる教育は、国及び地方公共団体に 

よって奨励されなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民

館その他の社会教育施設の設置、学校の施設の利

用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方

法によって社会教育の振興に努めなければならな

い。 

(学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力) 

第十三条 学校、家庭及び地域住民その他の関係者

は、教育におけるそれぞれの役割と責任を自覚す

るとともに、相互の連携及び協力に努めるものと

する。 

(政治教育) 

第十四条 良識ある公民として必要な政治的教養は、

教育上尊重されなければならない。 

２ 法律に定める学校は、特定の政党を支持し、又

はこれに反対するための政治教育その他政治的活

動をしてはならない。 

(宗教教育) 

第十五条 宗教に関する寛容の態度、宗教に関する

一般的な教養及び宗教の社会生活における地位は、

教育上尊重されなければならない。 

２ 国及び地方公共団体が設置する学校は、特定の

宗教のための宗教教育その他宗教的活動をしては

ならない。 

第三章 教育行政 

(教育行政) 

第十六条 教育は、不当な支配に服することなく、

この法律及び他の法律の定めるところにより行わ

れるべきものであり、教育行政は、国と地方公共

団体との適切な役割分担及び相互の協力の下、公

正かつ適正に行われなければならない。 

２ 国は、全国的な教育の機会均等と教育水準の維

持向上を図るため、教育に関する施策を総合的に

策定し、実施しなければならない。 

３ 地方公共団体は、その地域における教育の振興

を図るため、その実情に応じた教育に関する施策

を策定し、実施しなければならない。 

４ 国及び地方公共団体は、教育が円滑かつ継続的

に実施されるよう、必要な財政上の措置を講じな

ければならない。 

(教育振興基本計画) 

第十七条 政府は、教育の振興に関する施策の総合

的かつ計画的な推進を図るため、教育の振興に関

する施策についての基本的な方針及び講ずべき施

策その他必要な事項について、基本的な計画を定

め、これを国会に報告するとともに、公表しなけ

ればならない。 

２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地

域の実情に応じ、当該地方公共団体における教育

の振興のための施策に関する基本的な計画を定め

るよう努めなければならない。 
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第四章 法令の制定 

第十八条 この法律に規定する諸条項を実施するた

め、必要な法令が制定されなければならない。 

 

社会教育法 

 

公 布 ： 昭和 24年 ６月 10日 

改 正 ： 令和 ４年 ６月 17日 

施 行 ： 令和 ７年 ６月 １日 

 

第一章 総則 

(この法律の目的) 

第一条 この法律は、教育基本法(平成十八年法律第

百二十号)の精神に則り、社会教育に関する国及び

地方公共団体の任務を明らかにすることを目的と

する。 

(社会教育の定義) 

第二条 この法律において「社会教育」とは、学校

教育法(昭和二十二年法律第二十六号)又は就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号）

に基づき、学校の教育課程として行われる教育活

動を除き、主として青少年及び成人に対して行わ

れる組織的な教育活動(体育及びレクリエーシヨ

ンの活動を含む｡)をいう。 

(国及び地方公共団体の任務) 

第三条 国及び地方公共団体は、この法律及び他の

法令の定めるところにより、社会教育の奨励に必

要な施設の設置及び運営、集会の開催、資料の作

製、頒布その他の方法により、すべての国民があ

らゆる機会、あらゆる場所を利用して、自ら実際

生活に即する文化的教養を高め得るような環境を

醸成するように努めなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の任務を行うに当

たつては、国民の学習に対する多様な需要を踏ま

え、これに適切に対応するために必要な学習の機

会の提供及びその奨励を行うことにより、生涯学

習の振興に寄与することとなるよう努めるものと

する。 

３ 国及び地方公共団体は、第一項の任務を行うに

当たつては、社会教育が学校教育及び家庭教育と

の密接な関連性を有することにかんがみ、学校教

育との連携の確保に努め、及び家庭教育の向上に

資することとなるよう必要な配慮をするとともに、

学校、家庭及び地域住民その他の関係者相互間の

連携及び協力の促進に資することとなるよう努め

るものとする。 

(国の地方公共団体に対する援助) 

第四条 前条第一項の任務を達成するために、国は、

この法律及び他の法令の定めるところにより、地

方公共団体に対し、予算の範囲内において、財政

的援助並びに物資の提供及びそのあつせんを行う。 

(市町村の教育委員会の事務) 

第五条 市(特別区を含む。以下同じ｡)町村の教育委

員会は、社会教育に関し、当該地方の必要に応じ、

予算の範囲内において、次の事務を行う。 

一 社会教育に必要な援助を行うこと。 

二 社会教育委員の委嘱に関すること。 

三 公民館の設置及び管理に関すること。 

四 所管に属する図書館、博物館、青年の家その

他の社会教育施設の設置及び管理に関すること。 

五 所管に属する学校の行う社会教育のための講

座の開設及びその奨励に関すること。 

六 講座の開設及び討論会、講習会、講演会、展

示会その他の集会の開催並びにこれらの奨励に

関すること。 

七 家庭教育に関する学習の機会を提供するため

の講座の開設及び集会の開催並びに家庭教育に

関する情報の提供並びにこれらの奨励に関する

こと。 

八 職業教育及び産業に関する科学技術指導のた

めの集会の開催並びにその奨励に関すること。 

九 生活の科学化の指導のための集会の開催及び

その奨励に関すること。 

十 情報化の進展に対応して情報の収集及び利用

を円滑かつ適正に行うために必要な知識又は技

能に関する学習の機会を提供するための講座の

開設及び集会の開催並びにこれらの奨励に関す

ること。 

十一 運動会、競技会その他体育指導のための集

会の開催及びその奨励に関すること。 

十二 音楽、演劇、美術その他芸術の発表会等の

開催及びその奨励に関すること。 

十三 主として学齢児童及び学齢生徒(それぞれ

学校教育法第十八条に規定する学齢児童及び学

齢生徒をいう。)に対し、学校の授業の終了後又

は休業日において学校、社会教育施設その他適

切な施設を利用して行う学習その他の活動の機

会を提供する事業の実施並びにその奨励に関す

ること。 

十四 青少年に対しボランティア活動など社会奉

仕体験活動、自然体験活動その他の体験活動の

機会を提供する事業の実施及びその奨励に関す

ること。 

十五 社会教育における学習の機会を利用して行

つた学習の成果を活用して学校、社会教育施設

その他地域において行う教育活動その他の活動

の機会を提供する事業の実施及びその奨励に関

すること。 

十六 社会教育に関する情報の収集、整理及び提
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供に関すること。 

十七 視聴覚教育、体育及びレクリエーションに

必要な設備、器材及び資料の提供に関すること。 

十八 情報の交換及び調査研究に関すること。 

十九 その他第三条第一項の任務を達成するため

に必要な事務 

２ 市町村の教育委員会は、前項第十三号から第十

五号までに規定する活動であって地域住民その他

の関係者(以下この項及び第九条の七第二項にお

いて「地域住民等」という｡)が学校と協働して行

うもの(以下「地域学校協働活動」という｡)の機会

を提供する事業を実施するに当たっては、地域住

民等の積極的な参加を得て当該地域学校協働活動

が学校との適切な連携の下に円滑かつ効果的に実

施されるよう、地域住民等と学校との連携協力体

制の整備、地域学校協働活動に関する普及啓発そ

の他の必要な措置を講ずるものとする。 

３ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭

和三十一年法律第百六十二号)第二十三条第一項

の条例の定めるところによりその長が同項第一号

に掲げる事務(以下「特定事務」という｡)を管理し、

及び執行することとされた地方公共団体（以下「特

定地方公共団体」という｡)である市町村にあつて

は、第一項の規定にかかわらず、同項第三号及び

第四号の事務のうち特定事務に関するものは、そ

の長が行うものとする。 

(都道府県の教育委員会の事務) 

第六条 都道府県の教育委員会は、社会教育に関し、

当該地方の必要に応じ、予算の範囲内において、

前条第一項各号の事務(同項第三号の事務を除

く｡)を行うほか、次の事務を行う。 

一 公民館及び図書館の設置及び管理に関し、必

要な指導及び調査を行うこと。 

二 社会教育を行う者の研修に必要な施設の設置

及び運営、講習会の開催、資料の配布等に関す

ること。 

三 社会教育施設の設置及び運営に必要な物資の

提供及びそのあつせんに関すること。 

四 市町村の教育委員会との連絡に関すること。 

五 その他法令によりその職務権限に属する事項 

２ 前条第二項の規定は、都道府県の教育委員会が

地域学校協働活動の機会を提供する事業を実施す

る場合に準用する。 

３ 特定地方公共団体である都道府県にあつては、

第一項の規定にかかわらず、前条第一項第四号の

事務のうち特定事務に関するものは、その長が行

うものとする。 

(教育委員会と地方公共団体の長との関係) 

第七条 地方公共団体の長は、その所掌に関する必

要な広報宣伝で視聴覚教育の手段を利用すること

その他教育の施設及び手段によることを適当とす

るものにつき、教育委員会に対し、その実施を依

頼し、又は実施の協力を求めることができる。 

２ 前項の規定は、他の行政庁がその所掌に関する

必要な広報宣伝につき、教育委員会(特定地方公共

団体にあつては、その長又は教育委員会)に対し、

その実施を依頼し、又は実施の協力を求める場合

に準用する。 

第八条 教育委員会は、社会教育に関する事務を行

うために必要があるときは、当該地方公共団体の

長及び関係行政庁に対し、必要な資料の提供その

他の協力を求めることができる。 

第八条の二 特定地方公共団体の長は、特定事務の

うち当該特定地方公共団体の教育委員会の所管に

属する学校、社会教育施設その他の施設における

教育活動と密接な関連を有するものとして当該特

定地方公共団体の規則で定めるものを管理し、及

び執行するに当たつては、当該教育委員会の意見

を聴かなければならない。 

２ 特定地方公共団体の長は、前項の規則を制定し、

又は改廃しようとするときは、あらかじめ、当該

特定地方公共団体の教育委員会の意見を聴かなけ

ればならない。 

第八条の三 特定地方公共団体の教育委員会は、特

定事務の管理及び執行について、その職務に関し

て必要と認めるときは、当該特定地方公共団体の

長に対し、意見を述べることができる。  

(図書館及び博物館) 

第九条 図書館及び博物館は、社会教育のための機

関とする。 

２ 図書館及び博物館に関し必要な事項は、別に法

律をもつて定める。 

第二章 社会教育主事等 

(社会教育主事及び社会教育主事補の設置) 

第九条の二 都道府県及び市町村の教育委員会の事

務局に、社会教育主事を置く。 

２ 都道府県及び市町村の教育委員会の事務局に、

社会教育主事補を置くことができる。 

(社会教育主事及び社会教育主事補の職務) 

第九条の三 社会教育主事は、社会教育を行う者に

専門的技術的な助言と指導を与える。ただし、命

令及び監督をしてはならない。 

２ 社会教育主事は、学校が社会教育関係団体、地

域住民その他の関係者の協力を得て教育活動を行

う場合には、その求めに応じて、必要な助言を行

うことができる。 

３ 社会教育主事補は、社会教育主事の職務を助け

る。 

(社会教育主事の資格) 

第九条の四 次の各号のいずれかに該当する者は、

社会教育主事となる資格を有する。 

一 大学に二年以上在学して六十二単位以上を修
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得し、又は高等専門学校を卒業し、かつ、次に

掲げる期間を通算した期間が三年以上になる者

で、次条の規定による社会教育主事の講習を修

了したもの 

イ 社会教育主事補の職にあつた期間 

ロ 官公署、学校、社会教育施設又は社会教育

関係団体における職で司書、学芸員その他の

社会教育主事補の職と同等以上の職として文

部科学大臣の指定するものにあつた期間 

ハ 官公署、学校、社会教育施設又は社会教育

関係団体が実施する社会教育に関係のある事

業における業務であつて、社会教育主事とし

て必要な知識又は技能の習得に資するものと

して文部科学大臣が指定するものに従事した

期間(イ又はロに掲げる期間に該当する期間

を除く｡) 

二 教育職員の普通免許状を有し、かつ、五年以

上文部科学大臣の指定する教育に関する職にあ

つた者で、次条の規定による社会教育主事の講

習を修了したもの 

三 大学に二年以上在学して、六十二単位以上を

修得し、かつ、大学において文部科学省令で定

める社会教育に関する科目の単位を修得した者

で、第一号イからハまでに掲げる期間を通算し

た期間が一年以上になるもの 

四 次条の規定による社会教育主事の講習を修了

した者(第一号及び第二号に掲げる者を除く｡)

で、社会教育に関する専門的事項について前三

号に掲げる者に相当する教養と経験があると都

道府県の教育委員会が認定したもの 

(社会教育主事の講習) 

第九条の五 社会教育主事の講習は、文部科学大臣

の委嘱を受けた大学その他の教育機関が行う。 

２ 受講資格その他社会教育主事の講習に関し必要

な事項は、文部科学省令で定める。 

(社会教育主事及び社会教育主事補の研修) 

第九条の六 社会教育主事及び社会教育主事補の研

修は、任命権者が行うもののほか、文部科学大臣

及び都道府県が行う。 

(地域学校協働活動推進員) 

第九条の七 教育委員会は、地域学校協働活動の円

滑かつ効果的な実施を図るため、社会的信望があ

り、かつ、地域学校協働活動の推進に熱意と識見

を有する者のうちから、地域学校協働活動推進員

を委嘱することができる。 

２ 地域学校協働活動推進員は、地域学校協働活動

に関する事項につき、教育委員会の施策に協力し

て、地域住民等と学校との間の情報の共有を図る

とともに、地域学校協働活動を行う地域住民等に

対する助言その他援助を行う。 

第三章 社会教育関係団体 

(社会教育関係団体の定義) 

第十条 この法律で「社会教育関係団体」とは、法

人であると否とを問わず、公の支配に属しない団

体で社会教育に関する事業を行うことを主たる目

的とするものをいう。 

(文部科学大臣及び教育委員会との関係) 

第十一条 文部科学大臣及び教育委員会は、社会教

育関係団体の求めに応じ、これに対し、専門的技

術的指導又は助言を与えることができる。 

２ 文部科学大臣及び教育委員会は、社会教育関係

団体の求めに応じ、これに対し、社会教育に関す

る事業に必要な物資の確保につき援助を行う。 

(国及び地方公共団体との関係) 

第十二条 国及び地方公共団体は、社会教育関係団

体に対し、いかなる方法によつても、不当に統制

的支配を及ぼし、又はその事業に干渉を加えては

ならない。 

(審議会等への諮問) 

第十三条 国又は地方公共団体が社会教育関係団体

に対し補助金を交付しようとする場合には、あら

かじめ、国にあつては文部科学大臣が審議会等(国

家行政組織法(昭和二十三年法律第百二十号)第八

条に規定する機関をいう。第五十一条第三項にお

いて同じ｡)で政令で定めるものの、地方公共団体

にあつては教育委員会が社会教育委員の会議(社

会教育委員が置かれていない場合には、条例で定

めるところにより社会教育に係る補助金の交付に

関する事項を調査審議する審議会その他の合議制

の機関)の意見を聴いて行わなければならない。 

(報告) 

第十四条 文部科学大臣及び教育委員会は、社会教

育関係団体に対し、指導資料の作製及び調査研究

のために必要な報告を求めることができる。 

第四章 社会教育委員 

(社会教育委員の設置) 

第十五条 都道府県及び市町村に社会教育委員を置

くことができる。 

２ 社会教育委員は、教育委員会が委嘱する。 

第十六条 削除 

(社会教育委員の職務) 

第十七条 社会教育委員は、社会教育に関し教育委

員会に助言するため、次の職務を行う。 

一 社会教育に関する諸計画を立案すること。 

二 定時又は臨時に会議を開き、教育委員会の諮

問に応じ、これに対して、意見を述べること。 

三 前二号の職務を行うために必要な研究調査を

行うこと。 

２ 社会教育委員は、教育委員会の会議に出席して

社会教育に関し意見を述べることができる。 

３ 市町村の社会教育委員は、当該市町村の教育委

員会から委嘱を受けた青少年教育に関する特定の
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事項について、社会教育関係団体、社会教育指導

者その他関係者に対し、助言と指導を与えること

ができる。 

(社会教育委員の委嘱の基準等) 

第十八条 社会教育委員の委嘱の基準、定数及び任

期その他社会教育委員に関し必要な事項は、当該

地方公共団体の条例で定める。この場合において、

社会教育委員の委嘱の基準については、文部科学

省令で定める基準を参酌するものとする。 

第十九条 削除 

第五章 公民館 

(目的) 

第二十条 公民館は、市町村その他一定区域内の住

民のために、実際生活に即する教育、学術及び文

化に関する各種の事業を行い、もつて住民の教養

の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文

化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的

とする。 

(公民館の設置者) 

第二十一条 公民館は、市町村が設置する。 

２ 前項の場合を除くほか、公民館は、公民館の設

置を目的とする一般社団法人又は一般財団法人

(以下この章において「法人」という｡)でなければ

設置することができない。 

３ 公民館の事業の運営上必要があるときは、公民

館に分館を設けることができる。 

(公民館の事業) 

第二十二条 公民館は、第二十条の目的達成のため

に、おおむね、左の事業を行う。但し、この法律

及び他の法令によつて禁じられたものは、この限

りでない。 

一 定期講座を開設すること。 

二 討論会、講習会、講演会、実習会、展示会等

を開催すること。 

三 図書、記録、模型、資料等を備え、その利用

を図ること。 

四 体育、レクリエーシヨン等に関する集会を開

催すること。 

五 各種の団体、機関等の連絡を図ること。 

六 その施設を住民の集会その他の公共的利用に

供すること。 

(公民館の運営方針) 

第二十三条 公民館は、次の行為を行つてはならな

い。 

一 もつぱら営利を目的として事業を行い、特定

の営利事務に公民館の名称を利用させその他営

利事業を援助すること。 

二 特定の政党の利害に関する事業を行い、又は

公私の選挙に関し、特定の候補者を支持するこ

と。 

２ 市町村の設置する公民館は、特定の宗教を支持

し、又は特定の教派、宗派若しくは教団を支援し

てはならない。 

(公民館の基準) 

第二十三条の二 文部科学大臣は、公民館の健全な

発達を図るために、公民館の設置及び運営上必要

な基準を定めるものとする。 

２ 文部科学大臣及び都道府県の教育委員会は、市

町村の設置する公民館が前項の基準に従つて設置

され及び運営されるように、当該市町村に対し、

指導、助言その他の援助に努めるものとする。 

(公民館の設置) 

第二十四条 市町村が公民館を設置しようとすると

きは、条例で、公民館の設置及び管理に関する事

項を定めなければならない。 

第二十五条及び第二十六条 削除 

(公民館の職員) 

第二十七条 公民館に館長を置き、主事その他必要

な職員を置くことができる。 

２ 館長は、公民館の行う各種の事業の企画実施そ

の他必要な事務を行い、所属職員を監督する。 

３ 主事は、館長の命を受け、公民館の事業の実施

にあたる。 

第二十八条 市町村の設置する公民館の館長、主事

その他必要な職員は、当該市町村の教育委員会（特

定地方公共団体である市町村の長がその設置、管

理及び廃止に関する事務を管理し、及び執行する

こととされた公民館（第三十条第一項及び第四十

条第一項において「特定公民館」という。）の館長、

主事その他必要な職員にあつては、当該市町村の

長）が任命する。 

(公民館の職員の研修) 

第二十八条の二 第九条の六の規定は、公民館の職

員の研修について準用する。 

(公民館運営審議会) 

第二十九条 公民館に公民館運営審議会を置くこと

ができる。 

２ 公民館運営審議会は、館長の諮問に応じ、公民

館における各種の事業の企画実施につき調査審議

するものとする。 

第三十条 市町村の設置する公民館にあつては、公

民館運営審議会の委員は、当該市町村の教育委員

会（特定公民館に置く公民館運営審議会の委員に

あつては、当該市町村の長）が委嘱する。 

２ 前項の公民館運営審議会の委員の委嘱の基準、

定数及び任期その他当該公民館運営審議会に関し

必要な事項は、当該市町村の条例で定める。この

場合において、委員の委嘱の基準については、文

部科学省令で定める基準を参酌するものとする。 

第三十一条 法人の設置する公民館に公民館運営審

議会を置く場合にあつては、その委員は、当該法

人の役員をもつて充てるものとする。 
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(運営の状況に関する評価等) 

第三十二条 公民館は、当該公民館の運営の状況に

ついて評価を行うとともに、その結果に基づき公

民館の運営の改善を図るため必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

(運営の状況に関する情報の提供) 

第三十二条の二 公民館は、当該公民館の事業に関

する地域住民その他の関係者の理解を深めるとと

もに、これらの者との連携及び協力の推進に資す

るため、当該公民館の運営の状況に関する情報を

積極的に提供するよう努めなければならない。 

(基金) 

第三十三条 公民館を設置する市町村にあつては、

公民館の維持運営のために、地方自治法(昭和二十

二年法律第六十七号)第二百四十一条の基金を設

けることができる。 

(特別会計) 

第三十四条 公民館を設置する市町村にあつては、

公民館の維持運営のために、特別会計を設けるこ

とができる。 

(公民館の補助) 

第三十五条 国は、公民館を設置する市町村に対し、

予算の範囲内において、公民館の施設、設備に要

する経費その他必要な経費の一部を補助すること

ができる。 

２ 前項の補助金の交付に関し必要な事項は、政令

で定める。 

第三十六条 削除 

第三十七条 都道府県が地方自治法第二百三十二条

の二の規定により、公民館の運営に要する経費を

補助する場合において、文部科学大臣は、政令の

定めるところにより、その補助金の額、補助の比

率、補助の方法その他必要な事項につき報告を求

めることができる。 

第三十八条 国庫の補助を受けた市町村は、左に掲

げる場合においては、その受けた補助金を国庫に

返還しなければならない。 

一 公民館がこの法律若しくはこの法律に基く命

令又はこれらに基いてした処分に違反したとき。 

二 公民館がその事業の全部若しくは一部を廃止

し、又は第二十条に掲げる目的以外の用途に利

用されるようになつたとき。 

三 補助金交付の条件に違反したとき。 

四 虚偽の方法で補助金の交付を受けたとき。 

(法人の設置する公民館の指導) 

第三十九条 文部科学大臣及び都道府県の教育委員

会は、法人の設置する公民館の運営その他に関し、

その求めに応じて、必要な指導及び助言を与える

ことができる。 

(公民館の事業又は行為の停止) 

第四十条 公民館が第二十三条の規定に違反する行

為を行つたときは、市町村の設置する公民館にあ

つては当該市町村の教育委員会（特定公民館にあ

つては、当該市町村の長）、法人の設置する公民館

にあつては都道府県の教育委員会は、その事業又

は行為の停止を命ずることができる。 

２ 前項の規定による法人の設置する公民館の事業

又は行為の停止命令に関し必要な事項は、都道府

県の条例で定めることができる。 

(罰則) 

第四十一条 前条第一項の規定による公民館の事業

又は行為の停止命令に違反する行為をした者は、

一年以下の拘禁刑又は三万円以下の罰金に処する。 

(公民館類似施設) 

第四十二条 公民館に類似する施設は、何人もこれ

を設置することができる。 

２ 前項の施設の運営その他に関しては、第三十九

条の規定を準用する。 

第六章 学校施設の利用 

(適用範囲) 

第四十三条 社会教育のためにする国立学校(学校

教育法第一条に規定する学校(以下この条におい

て「第一条学校」という。)及び就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律第二条第七項に規定する幼保連携型認定こ

ども園(以下「幼保連携型認定こども園」という。)

であつて国(国立大学法人法(平成十五年法律第百

十二号)第二条第一項に規定する国立大学法人(次

条第二項において「国立大学法人」という。)及び

独立行政法人国立高等専門学校機構を含む。)が設

置するものをいう。以下同じ。)又は公立学校(第

一条学校及び幼保連携型認定こども園であつて地

方公共団体(地方独立行政法人法(平成十五年法律

第百十八号)第六十八条第一項に規定する公立大

学法人(次条第二項及び第四十八条第一項におい

て「公立大学法人」という。)を含む。)が設置す

るものをいう。以下同じ。)の施設の利用に関して

は、この章の定めるところによる。 

(学校施設の利用) 

第四十四条 学校(国立学校又は公立学校をいう。以

下この章において同じ｡)の管理機関は、学校教育

上支障がないと認める限り、その管理する学校の

施設を社会教育のために利用に供するように努め

なければならない。 

２ 前項において「学校の管理機関」とは、国立学校

にあつては設置者である国立大学法人の学長若し

くは理事長又は独立行政法人国立高等専門学校機

構の理事長、公立学校のうち、大学及び幼保連携

型認定こども園にあつては設置者である地方公共

団体の長又は公立大学法人の理事長、大学及び幼

保連携型認定こども園以外の公立学校にあつては

設置者である地方公共団体に設置されている教育
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委員会又は公立大学法人の理事長をいう。 

(学校施設利用の許可) 

第四十五条 社会教育のために学校の施設を利用

しようとする者は、当該学校の管理機関の許可を

受けなければならない。 

２ 前項の規定により、学校の管理機関が学校施設

の利用を許可しようとするときは、あらかじめ、

学校の長の意見を聞かなければならない。 

第四十六条 国又は地方公共団体が社会教育のため

に、学校の施設を利用しようとするときは、前条

の規定にかかわらず、当該学校の管理機関と協議

するものとする。 

第四十七条 第四十五条の規定による学校施設の利

用が一時的である場合には、学校の管理機関は、

同条第一項の許可に関する権限を学校の長に委任

することができる。 

２ 前項の権限の委任その他学校施設の利用に関し

必要な事項は、学校の管理機関が定める。 

(社会教育の講座) 

第四十八条 文部科学大臣は国立学校に対し、地方

公共団体の長は当該地方公共団体が設置する大学

若しくは幼保連携型認定こども園又は当該

地方公共団体が設立する公立大学法人が

設置する公立学校に対し、地方公共団体に設

置されている教育委員会は当該地方公共団体が設

置する大学及び幼保連携型認定こども園以

外の公立学校に対し、その教育組織及び学校

の施設の状況に応じ、文化講座、専門講座、夏期

講座、社会学級講座等学校施設の利用による社会

教育のための講座の開設を求めることができる。 

２ 文化講座は、成人の一般的教養に関し、専門講

座は、成人の専門的学術知識に関し、夏期講座は、

夏期休暇中、成人の一般的教養又は専門的学術知

識に関し、それぞれ大学、高等専門学校又は高等

学校において開設する。 

３ 社会学級講座は、成人の一般的教養に関し、小

学校、中学校又は義務教育学校において開設する。 

４ 第一項の規定する講座を担当する講師の報酬そ

の他必要な経費は、予算の範囲内において、国又

は地方公共団体が負担する。 

第七章 通信教育 

(適用範囲) 

第四十九条 学校教育法第五十四条、第七十条第一

項、第八十二条及び第八十四条の規定により行う

ものを除き、通信による教育に関しては、この章

の定めるところによる。 

(通信教育の定義) 

第五十条 この法律において「通信教育」とは、通

信の方法により一定の教育計画の下に、教材、補

助教材等を受講者に送付し、これに基き、設問解

答、添削指導、質疑応答等を行う教育をいう。 

２ 通信教育を行う者は、その計画実現のために、

必要な指導者を置かなければならない。 

(通信教育の認定) 

第五十一条 文部科学大臣は、学校又は一般社団法

人若しくは一般財団法人の行う通信教育で社会教

育上奨励すべきものについて、通信教育の認定(以

下「認定」という。)を与えることができる。 

２ 認定を受けようとする者は、文部科学大臣の定

めるところにより、文部科学大臣に申請しなけれ

ばならない。 

３ 文部科学大臣が、第一項の規定により、認定を

与えようとするときは、あらかじめ、第十三条の

政令で定める審議会等に諮問しなければならない。 

(認定手数料) 

第五十二条 文部科学大臣は、認定を申請する者か

ら実費の範囲内において文部科学省令で定める額

の手数料を徴収することができる。ただし、国立

学校又は公立学校が行う通信教育に関しては、こ

の限りでない。 

第五十三条 削除 

(郵便料金の特別取扱) 

第五十四条 認定を受けた通信教育に要する郵便料

金については、郵便法(昭和二十二年法律第百六十

五号)の定めるところにより、特別の取扱を受ける

ものとする。 

(通信教育の廃止) 

第五十五条 認定を受けた通信教育を廃止しようと

するとき、又はその条件を変更しようとするとき

は、文部科学大臣の定めるところにより、その許

可を受けなければならない。 

２ 前項の許可に関しては、第五十一条第三項の規

定を準用する。 

(報告及び措置) 

第五十六条 文部科学大臣は、認定を受けた者に対

し、必要な報告を求め、又は必要な措置を命ずる

ことができる。 

(認定の取消) 

第五十七条 認定を受けた者がこの法律若しくはこ

の法律に基く命令又はこれらに基いてした処分に

違反したときは、文部科学大臣は、認定を取り消

すことができる。 

２ 前項の認定の取消に関しては、第五十一条第三

項の規定を準用する 

 

社会教育法施行令(抄) 
 
公 布 ： 昭和 24年 ７月 22日 

改 正 ： 令和 元年 ６月 ７日 

施 行 ： 令和 元年 ６月 ７日 
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附則 (昭和34・４・30・政令第１５７号抄) 

(町村の社会教育主事の設置に関する経過規定) 

２ 社会教育法等の一部を改正する法律(昭和三十

四年法律第百五十八号)の施行の際、現に社会教

育主事の置かれていない町村にあつては、次の各

号に掲げる区分に従い、当該各号に定める間、社

会教育主事を置かないことができる。 

一 人口一万五千以上の町村にあつては、昭和三

十七年三月三十一日までの間 

二 人口一万以上一万五千未満の町村にあつて

は、昭和三十八年三月三十一日までの間 

三 人口一万未満の町村にあつては、当分の間 

 

図書館法 

 
公 布 ： 昭和 25年 ４月 30日 

改 正 ： 令和 ５年 12月 13日 

施 行 ： 令和 ７年 ４月 １日 

 

第一章 総則 

(この法律の目的) 

第一条 この法律は、社会教育法(昭和二十四年法律

第二百七号)の精神に基き、図書館の設置及び運営

に関して必要な事項を定め、その健全な発達を図

り、もつて国民の教育と文化の発展に寄与するこ

とを目的とする。 

(定義) 

第二条 この法律において「図書館」とは、図書、

記録その他必要な資料を収集し、整理し、保存し

て、一般公衆の利用に供し、その教養、調査研究、

レクリエーシヨン等に資することを目的とする施

設で、地方公共団体、日本赤十字社又は一般社団

法人若しくは一般財団法人が設置するもの(学校

に附属する図書館又は図書室を除く｡)をいう。 

２ 前項の図書館のうち、地方公共団体の設置する

図書館を公立図書館といい、日本赤十字社又は一

般社団法人若しくは一般財団法人の設置する図書

館を私立図書館という。 

(図書館奉仕) 

第三条 図書館は、図書館奉仕のため、土地の事情

及び一般公衆の希望に沿い、更に学校教育を援助

し、及び家庭教育の向上に資することとなるよう

に留意し、おおむね次に掲げる事項の実施に努め

なければならない。 

一 郷土資料、地方行政資料、美術品、レコード

及びフィルムの収集にも十分留意して、図書、

記録、視聴覚教育の資料その他必要な資料(電磁

的記録(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によつては認識することができない方式で作ら

れた記録をいう｡)を含む。以下「図書館資料」

という｡)を収集し、一般公衆の利用に供するこ

と。 

二 図書館資料の分類排列を適切にし、及びその

目録を整備すること。 

三 図書館の職員が図書館資料について十分な知

識を持ち、その利用のための相談に応ずるよう

にすること。 

四 他の図書館、国立国会図書館、地方公共団体

の議会に附置する図書室及び学校に附属する図

書館又は図書室と緊密に連絡し、協力し、図書

館資料の相互貸借を行うこと。 

五 分館、閲覧所、配本所等を設置し、及び自動

車文庫、貸出文庫の巡回を行うこと。 

六 読書会、研究会、鑑賞会、映写会、資料展示

会等を主催し、及びこれらの開催を奨励するこ

と。 

七 時事に関する情報及び参考資料を紹介し、及

び提供すること。 

八 社会教育における学習の機会を利用して行つ

た学習の成果を活用して行う教育活動その他の

活動の機会を提供し、及びその提供を奨励する

こと。 

九 学校、博物館、公民館、研究所等と緊密に連

絡し、協力すること。 

(司書及び司書補) 

第四条 図書館に置かれる専門的職員を司書及び司

書補と称する。 

２ 司書は、図書館の専門的事務に従事する。 

３ 司書補は、司書の職務を助ける。 

(司書及び司書補の資格) 

第五条 次の各号のいずれかに該当する者は、司書

となる資格を有する。 

一 大学を卒業した者(専門職大学の前期課程を

修了した者を含む。次号において同じ。)で大学

において文部科学省令で定める図書館に関する

科目を履修したもの 

二 大学又は高等専門学校を卒業した者で次条の

規定による司書の講習を修了したもの 

三 次に掲げる職にあつた期間が通算して三年以

上になる者で次条の規定による司書の講習を修

了したもの 

イ 司書補の職 

ロ 国立国会図書館又は大学若しくは高等専門

学校の附属図書館における職で司書補の職に

相当するもの 

ハ ロに掲げるもののほか、官公署、学校又は

社会教育施設における職で社会教育主事、学

芸員その他の司書補の職と同等以上の職とし

て文部科学大臣が指定するもの 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、司書補と
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なる資格を有する。 

一 司書の資格を有する者 

二 学校教育法(昭和二十二年法律第二十六号)第

九十条第一項の規定により大学に入学すること

のできる者で次条の規定による司書補の講習を

修了したもの 

(司書及び司書補の講習) 

第六条 司書及び司書補の講習は、大学が、文部科

学大臣の委嘱を受けて行う。 

２ 司書及び司書補の講習に関し、履修すべき科目、

単位その他必要な事項は、文部科学省令で定める。

ただし、その履修すべき単位数は、十五単位を下

ることができない。 

(司書及び司書補の研修) 

第七条 文部科学大臣及び都道府県の教育委員会は、

司書及び司書補に対し、その資質の向上のために

必要な研修を行うよう努めるものとする。 

(設置及び運営上望ましい基準) 

第七条の二 文部科学大臣は、図書館の健全な発達

を図るために、図書館の設置及び運営上望ましい

基準を定め、これを公表するものとする。 

(運営の状況に関する評価等) 

第七条の三 図書館は、当該図書館の運営の状況に

ついて評価を行うとともに、その結果に基づき図

書館の運営の改善を図るため必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

(運営の状況に関する情報の提供) 

第七条の四 図書館は、当該図書館の図書館奉仕に

関する地域住民その他の関係者の理解を深めると

ともに、これらの者との連携及び協力の推進に資

するため、当該図書館の運営の状況に関する情報

を積極的に提供するよう努めなければならない。 

(協力の依頼) 

第八条 都道府県の教育委員会は、当該都道府県内

の図書館奉仕を促進するために、市(特別区を含む。

以下同じ｡)町村の教育委員会(地方教育行政の組

織及び運営に関する法律(昭和三十一年法律第百

六十二号)第二十三条第一項の条例の定めるとこ

ろによりその長が図書館の設置、管理及び廃止に

関する事務を管理し、及び執行することとされた

地方公共団体(第十三条第一項において「特定地方

公共団体」という｡)である市町村にあつては、そ

の長又は教育委員会)に対し、総合目録の作製、貸

出文庫の巡回、図書館資料の相互貸借等に関して

協力を求めることができる。 

(公の出版物の収集) 

第九条 政府は、都道府県の設置する図書館に対し、

一般公衆に対する広報の用に供せられる独立行政

法人国立印刷局の刊行物を二部提供するものとす

る。 

２ 国及び地方公共団体の機関は、公立図書館の求

めに応じ、これに対して、それぞれの発行する刊

行物その他の資料を無償で提供することができる。 

  第二章 公立図書館 

(設置) 

第十条 公立図書館の設置に関する事項は、当該図

書館を設置する地方公共団体の条例で定めなけれ

ばならない。 

第十一条及び第十二条 削除 

(職員) 

第十三条 公立図書館に館長並びに当該図書館を設

置する地方公共団体の教育委員会(特定地方公共

団体の長がその設置、管理及び廃止に関する事務

を管理し、及び執行することとされた図書館(第十

五条において「特定図書館」という｡)にあつては、

当該特定地方公共団体の長)が必要と認める専門

的職員、事務職員及び技術職員を置く。 

２ 館長は、館務を掌理し、所属職員を監督して、

図書館奉仕の機能の達成に努めなければならない。 

(図書館協議会) 

第十四条 公立図書館に図書館協議会を置くことが

できる。 

２ 図書館協議会は、図書館の運営に関し館長の諮

問に応ずるとともに、図書館の行う図書館奉仕に

つき、館長に対して意見を述べる機関とする。 

第十五条 図書館協議会の委員は、当該図書館を設

置する地方公共団体の教育委員会(特定図書館に

置く図書館協議会の委員にあつては、当該地方公

共団体の長)が任命する。 

第十六条 図書館協議会の設置、その委員の任命の

基準、定数及び任期その他図書館協議会に関し必

要な事項については、当該図書館を設置する地方

公共団体の条例で定めなければならない。この場

合において、委員の任命の基準については、文部

科学省令で定める基準を参酌するものとする。 

(入館料等) 

第十七条 公立図書館は、入館料その他図書館資料

の利用に対するいかなる対価をも徴収してはなら

ない。 

第十八条及び第十九条 削除 

(図書館の補助) 

第二十条 国は、図書館を設置する地方公共団体に

対し、予算の範囲内において、図書館の施設、設

備に要する経費その他必要な経費の一部を補助す

ることができる。 

２ 前項の補助金の交付に関し必要な事項は、政令

で定める。 

第二十一条及び第二十二条 削除 

第二十三条 国は、第二十条の規定による補助金の

交付をした場合において、左の各号の一に該当す

るときは、当該年度におけるその後の補助金の交

付をやめるとともに、既に交付した当該年度の補

- 48 -



 

 

助金を返還させなければならない。 

一 図書館がこの法律の規定に違反したとき。 

二 地方公共団体が補助金の交付の条件に違反し

たとき。 

三 地方公共団体が虚偽の方法で補助金の交付を

受けたとき。 

第三章 私立図書館 

第二十四条 削除 

(都道府県の教育委員会との関係) 

第二十五条 都道府県の教育委員会は、私立図書館

に対し、指導資料の作製及び調査研究のために必

要な報告を求めることができる。 

２ 都道府県の教育委員会は、私立図書館に対し、

その求めに応じて、私立図書館の設置及び運営に

関して、専門的、技術的の指導又は助言を与える

ことができる。 

(国及び地方公共団体との関係) 

第二十六条 国及び地方公共団体は、私立図書館の

事業に干渉を加え、又は図書館を設置する法人に

対し、補助金を交付してはならない。 

第二十七条 国及び地方公共団体は、私立図書館に

対し、その求めに応じて、必要な物資の確保につ

き、援助を与えることができる。 

(入館料等) 

第二十八条 私立図書館は、入館料その他図書館資

料の利用に対する対価を徴収することができる。 

(図書館同種施設) 

第二十九条 図書館と同種の施設は、何人もこれを

設置することができる。 

２ 第二十五条第二項の規定は、前項の施設につい

て準用する。 

 

博物館法 

 
公 布 ： 昭和 26年 12月 １日 

改 正 ： 令和 ４年 ４月 15日 

施 行 ： 令和 ５年 ４月 １日 

 

第一章 総則 

(目的) 

第一条 この法律は、社会教育法(昭和二十四年法律

第二百七号)及び文化芸術基本法(平成十三年法律

第百四十八号)の精神に基づき、博物館の設置及び

運営に関して必要な事項を定め、その健全な発達

を図り、もつて国民の教育、学術及び文化の発展

に寄与することを目的とする。 

 (定義) 

第二条 この法律において「博物館」とは、歴史、

芸術、民俗、産業、自然科学等に関する資料を収

集し、保管(育成を含む。以下同じ。)し、展示し

て教育的配慮の下に一般公衆の利用に供し、その

教養、調査研究、レクリエーション等に資するた

めに必要な事業を行い、併せてこれらの資料に関

する調査研究をすることを目的とする機関(社会

教育法による公民館及び図書館法(昭和二十五年

法律第百十八号)による図書館を除く。)のうち、

次章の規定による登録を受けたものをいう。 

２ この法律において「公立博物館」とは、地方公

共団体又は地方独立行政法人(地方独立行政法人

法(平成十五年法律第百十八号)第二条第一項に規

定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。)の設

置する博物館をいう。 

３ この法律において「私立博物館」とは、博物館

のうち、公立博物館以外のものをいう。 

４ この法律において「博物館資料」とは、博物館

が収集し、保管し、又は展示する資料(電磁的記録

(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつて

は認識することができない方式で作られた記録を

いう。次条第一項第三号において同じ。)を含む。)

をいう。 

(博物館の事業) 

第三条 博物館は、前条第一項に規定する目的を達

成するため、おおむね次に掲げる事業を行う。 

一 実物、標本、模写、模型、文献、図表、写真、

フィルム、レコード等の博物館資料を豊富に収

集し、保管し、及び展示すること。 

二 分館を設置し、又は博物館資料を当該博物館

外で展示すること。 

三 博物館資料に係る電磁的記録を作成し、公開

すること。 

四 一般公衆に対して、博物館資料の利用に関し

必要な説明、助言、指導等を行い、又は研究室、

実験室、工作室、図書室等を設置してこれを利

用させること。 

五 博物館資料に関する専門的、技術的な調査研

究を行うこと。 

六 博物館資料の保管及び展示等に関する技術的

研究を行うこと。 

七 博物館資料に関する案内書、解説書、目録、

図録、年報、調査研究の報告書等を作成し、及

び頒布すること。 

八 博物館資料に関する講演会、講習会、映写会、

研究会等を主催し、及びその開催を援助するこ

と。 

九 当該博物館の所在地又はその周辺にある文化

財保護法(昭和二十五年法律第二百十四号)の適

用を受ける文化財について、解説書又は目録を

作成する等一般公衆の当該文化財の利用の便を

図ること。 

十 社会教育における学習の機会を利用して行つ
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た学習の成果を活用して行う教育活動その他の

活動の機会を提供し、及びその提供を奨励する

こと。 

十一 学芸員その他の博物館の事業に従事する人

材の養成及び研修を行うこと。 

十二 学校、図書館、研究所、公民館等の教育、

学術又は文化に関する諸施設と協力し、その活

動を援助すること。 

２ 博物館は、前項各号に掲げる事業の充実を図る

ため、他の博物館、第三十一条第二項に規定する

指定施設その他これらに類する施設との間におい

て、資料の相互貸借、職員の交流、刊行物及び情

報の交換その他の活動を通じ、相互に連携を図り

ながら協力するよう努めるものとする。 

３ 博物館は、第一項各号に掲げる事業の成果を活

用するとともに、地方公共団体、学校、社会教育

施設その他の関係機関及び民間団体と相互に連携

を図りながら協力し、当該博物館が所在する地域

における教育、学術及び文化の振興、文化観光(有

形又は無形の文化的所産その他の文化に関する資

源(以下この項において「文化資源」という。)の

観覧、文化資源に関する体験活動その他の活動を

通じて文化についての理解を深めることを目的と

する観光をいう。)その他の活動の推進を図り、も

つて地域の活力の向上に寄与するよう努めるもの

とする。 

 (館長、学芸員その他の職員) 

第四条 博物館に、館長を置く。 

２ 館長は、館務を掌理し、所属職員を監督して、

博物館の任務の達成に努める。 

３ 博物館に、専門的職員として学芸員を置く。 

４ 学芸員は、博物館資料の収集、保管、展示及び

調査研究その他これと関連する事業についての専

門的事項をつかさどる。 

５ 博物館に、館長及び学芸員のほか、学芸員補そ

の他の職員を置くことができる。 

６ 学芸員補は、学芸員の職務を助ける。 

 (学芸員の資格) 

第五条 次の各号のいずれかに該当する者は、学芸

員となる資格を有する。 

一 学士の学位(学校教育法(昭和二十二年法律第

二十六号)第百四条第二項に規定する文部科学

大臣の定める学位(専門職大学を卒業した者に

対して授与されるものに限る。)を含む。)を有

する者で、大学において文部科学省令で定める

博物館に関する科目の単位を修得したもの 

二 次条各号のいずれかに該当する者で、三年以

上学芸員補の職にあつたもの 

三 文部科学大臣が、文部科学省令で定めるとこ

ろにより、前二号に掲げる者と同等以上の学力

及び経験を有する者と認めた者 

２ 前項第二号の学芸員補の職には、官公署、学校

又は社会教育施設(博物館の事業に類する事業を

行う施設を含む。)における職で、社会教育主事、

司書その他の学芸員補の職と同等以上の職として

文部科学大臣が指定するものを含むものとする。 

(学芸員補の資格) 

第六条 次の各号のいずれかに該当する者は、学芸

員補となる資格を有する。 

一 短期大学士の学位(学校教育法第百四条第二

項に規定する文部科学大臣の定める学位(専門

職大学を卒業した者に対して授与されるものを

除く。)及び同条第六項に規定する文部科学大臣

の定める学位を含む。)を有する者で、前条第一

項第一号の文部科学省令で定める博物館に関す

る科目の単位を修得したもの 

二 前号に掲げる者と同等以上の学力及び経験を

有する者として文部科学省令で定める者 

(館長、学芸員及び学芸員補等の研修) 

第七条 文部科学大臣及び都道府県の教育委員会は、

館長、学芸員及び学芸員補その他の職員に対し、

その資質の向上のために必要な研修を行うよう努

めるものとする。 

(設置及び運営上望ましい基準) 

第八条 文部科学大臣は、博物館の健全な発達を図

るために、博物館の設置及び運営上望ましい基準

を定め、これを公表するものとする。 

(運営の状況に関する評価等) 

第九条 博物館は、当該博物館の運営の状況につい

て評価を行うとともに、その結果に基づき博物館

の運営の改善を図るため必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。 

(運営の状況に関する情報の提供) 

第十条 博物館は、当該博物館の事業に関する地域

住民その他の関係者の理解を深めるとともに、こ

れらの者との連携及び協力の推進に資するため、

当該博物館の運営の状況に関する情報を積極的に

提供するよう努めなければならない。 

第二章 登録 

(登録) 

第十一条 博物館を設置しようとする者は、当該博

物館について、当該博物館の所在する都道府県の

教育委員会(当該博物館(都道府県が設置するもの

を除く。)が指定都市(地方自治法(昭和二十二年法

律第六十七号)第二百五十二条の十九第一項の指

定都市をいう。以下同じ。)の区域内に所在する場

合にあつては、当該指定都市の教育委員会。第三

十一条第一項第二号を除き、以下同じ。)の登録を

受けるものとする。 

(登録の申請) 

第十二条 前条の登録(以下「登録」という。)を受

けようとする者は、都道府県の教育委員会の定め
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るところにより、次に掲げる事項を記載した登録

申請書を都道府県の教育委員会に提出しなければ

ならない。 

一 登録を受けようとする博物館の設置者の名称

及び住所 

二 登録を受けようとする博物館の名称及び所在     

 地 

三 その他都道府県の教育委員会の定める事項 

２ 前項の登録申請書には、次に掲げる書類を添付

しなければならない。 

一 館則(博物館の規則のうち、目的、開館日、運

営組織その他の博物館の運営上必要な事項を定

めたものをいう。)の写し 

二 次条第一項各号に掲げる基準に適合している

ことを証する書類 

三 その他都道府県の教育委員会の定める書類 

(登録の審査) 

第十三条 都道府県の教育委員会は、登録の申請に

係る博物館が次の各号のいずれにも該当すると認

めるときは、当該博物館の登録をしなければなら

ない。 

一 当該申請に係る博物館の設置者が次のイ又は

ロに掲げる法人のいずれかに該当すること。 

イ 地方公共団体又は地方独立行政法人 

ロ 次に掲げる要件のいずれにも該当する法人

(イに掲げる法人並びに国及び独立行政法人

(独立行政法人通則法(平成十一年法律第百三

号)第二条第一項に規定する独立行政法人を

いう。第三十一条第一項及び第六項において

同じ。)を除く。) 

(１) 博物館を運営するために必要な経済的

基礎を有すること。 

(２) 当該申請に係る博物館の運営を担当す

る役員が博物館を運営するために必要な

知識又は経験を有すること。 

(３) 当該申請に係る博物館の運営を担当す

る役員が社会的信望を有すること。 

二 当該申請に係る博物館の設置者が、第十九条

第一項の規定により登録を取り消され、その取

消しの日から二年を経過しない者でないこと。 

三 博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物

館資料に関する調査研究を行う体制が、第三条

第一項各号に掲げる事業を行うために必要なも

のとして都道府県の教育委員会の定める基準に

適合するものであること。 

四 学芸員その他の職員の配置が、第三条第一項

各号に掲げる事業を行うために必要なものとし

て都道府県の教育委員会の定める基準に適合す

るものであること。 

五 施設及び設備が、第三条第一項各号に掲げる

事業を行うために必要なものとして都道府県の

教育委員会の定める基準に適合するものである

こと。 

六 一年を通じて百五十日以上開館すること。 

２ 都道府県の教育委員会が前項第三号から第五号

までの基準を定めるに当たつては、文部科学省令

で定める基準を参酌するものとする。 

３ 都道府県の教育委員会は、登録を行うときは、

あらかじめ、博物館に関し学識経験を有する者の

意見を聴かなければならない。 

(登録の実施等) 

第十四条 登録は、都道府県の教育委員会が、次に

掲げる事項を博物館登録原簿に記載してするもの

とする。 

一 第十二条第一項第一号及び第二号に掲げる事   

 項 

二 登録の年月日 

２ 都道府県の教育委員会は、登録をしたときは、

遅滞なく、その旨を当該登録の申請をした者に通

知するとともに、前項各号に掲げる事項をインタ

ーネットの利用その他の方法により公表しなけれ

ばならない。 

(変更の届出) 

第十五条 博物館の設置者は、第十二条第一項第一

号又は第二号に掲げる事項を変更するときは、あ

らかじめ、その旨を都道府県の教育委員会に届け

出なければならない。 

２ 都道府県の教育委員会は、前項の規定による届

出があつたときは、当該届出に係る登録事項の変

更登録をするとともに、その旨をインターネット

の利用その他の方法により公表しなければならな

い。 

(都道府県の教育委員会への定期報告) 

第十六条 博物館の設置者は、当該博物館の運営の

状況について、都道府県の教育委員会の定めると

ころにより、定期的に、都道府県の教育委員会に

報告しなければならない。 

(報告又は資料の提出) 

第十七条 都道府県の教育委員会は、その登録に係

る博物館の適正な運営を確保するため必要がある

と認めるときは、当該博物館の設置者に対し、そ

の運営の状況に関し報告又は資料の提出を求める

ことができる。 

(勧告及び命令) 

第十八条 都道府県の教育委員会は、その登録に係

る博物館が第十三条第一項各号のいずれかに該当

しなくなつたと認めるときは、当該博物館の設置

者に対し、必要な措置をとるべきことを勧告する

ことができる。 

２ 都道府県の教育委員会は、前項の規定による勧

告を受けた博物館の設置者が、正当な理由がなく

てその勧告に係る措置をとらなかつたときは、当
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該博物館の設置者に対し、期限を定めて、その勧

告に係る措置をとるべきことを命ずることができ

る。 

３ 第十三条第三項の規定は、第一項の規定による

勧告及び前項の規定による命令について準用する。 

(登録の取消し) 

第十九条 都道府県の教育委員会は、その登録に係

る博物館の設置者が次の各号のいずれかに該当す

るときは、当該博物館の登録を取り消すことがで

きる。 

一 偽りその他不正の手段により登録を受けたと

き。 

二 第十五条第一項の規定による届出をせず、又

は虚偽の届出をしたとき。 

三 第十六条の規定に違反したとき。 

四 第十七条の報告若しくは資料の提出をせず、

又は虚偽の報告若しくは資料の提出をしたとき。 

五 前条第二項の規定による命令に違反したとき。 

２ 第十三条第三項の規定は、前項の規定による登

録の取消しについて準用する。 

３ 都道府県の教育委員会は、第一項の規定により

登録の取消しをしたときは、速やかにその旨を、

当該登録に係る博物館の設置者に対し通知すると

ともに、インターネットの利用その他の方法によ

り公表しなければならない。 

(博物館の廃止) 

第二十条 博物館の設置者は、博物館を廃止したと

きは、速やかにその旨を都道府県の教育委員会に

届け出なければならない。 

２ 都道府県の教育委員会は、前項の規定による届

出があつたときは、当該届出に係る博物館の登録

を抹消するとともに、その旨をインターネットの

利用その他の方法により公表しなければならない。 

(都道府県又は指定都市の設置する博物館に関す

る特例) 

第二十一条 第十五条第一項、第十六条から第十八

条まで及び前条第一項の規定は、都道府県又は指

定都市の設置する博物館については、適用しない。 

２ 都道府県又は指定都市の設置する博物館につい

ての第十五条第二項、第十九条第一項及び第三項

並びに前条第二項の規定の適用については、第十

五条第二項中「前項の規定による届出があつたと

きは、当該届出に係る登録事項」とあるのは「そ

の設置する博物館について第十二条第一項第一号

又は第二号に掲げる事項に変更があるときは、当

該事項」と、第十九条第一項中「登録に係る博物

館の設置者が次の各号のいずれかに該当する」と

あるのは「設置する博物館が第十三条第一項第三

号から第六号までのいずれかに該当しなくなつた

と認める」と、同条第三項中「その旨を、当該登

録に係る博物館の設置者に対し通知するととも

に、」とあるのは「その旨を」と、前条第二項中「前

項の規定による届出があつたときは、当該届出に

係る」とあるのは「その設置する博物館を廃止し

たときは、当該」とする。 

(規則への委任) 

第二十二条 この章に定めるものを除くほか、博物

館の登録に関し必要な事項は、都道府県の教育委

員会の規則で定める。 

第三章 公立博物館 

(博物館協議会) 

第二十三条 公立博物館に、博物館協議会を置くこ

とができる。 

２ 博物館協議会は、博物館の運営に関し館長の諮

問に応ずるとともに、館長に対して意見を述べる

機関とする。 

第二十四条 博物館協議会の委員は、地方公共団体

の設置する博物館にあつては当該博物館を設置す

る地方公共団体の教育委員会(地方教育行政の組

織及び運営に関する法律(昭和三十一年法律第百

六十二号)第二十三条第一項の条例の定めるとこ

ろにより地方公共団体の長が当該博物館の設置、

管理及び廃止に関する事務を管理し、及び執行す

ることとされている場合にあつては、当該地方公

共団体の長)が、地方独立行政法人の設置する博物

館にあつては当該地方独立行政法人の理事長がそ

れぞれ任命する。 

第二十五条 博物館協議会の設置、その委員の任命

の基準、定数及び任期その他博物館協議会に関し

必要な事項は、地方公共団体の設置する博物館に

あつては当該博物館を設置する地方公共団体の条

例で、地方独立行政法人の設置する博物館にあつ

ては当該地方独立行政法人の規程でそれぞれ定め

なければならない。この場合において、委員の任

命の基準については、文部科学省令で定める基準

を参酌するものとする。 

(入館料等) 

第二十六条 公立博物館は、入館料その他博物館資

料の利用に対する対価を徴収してはならない。た

だし、博物館の維持運営のためにやむを得ない事

情のある場合は、必要な対価を徴収することがで

きる。 

(博物館の補助) 

第二十七条 国は、博物館を設置する地方公共団体

又は地方独立行政法人に対し、予算の範囲内にお

いて、博物館の施設、設備に要する経費その他必

要な経費の一部を補助することができる。 

２ 前項の補助金の交付に関し必要な事項は、政令

で定める。 

(補助金の交付中止及び補助金の返還) 

第二十八条 国は、博物館を設置する地方公共団体

又は地方独立行政法人に対し前条の規定による補
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助金の交付をした場合において、次の各号のいず

れかに該当するときは、当該年度におけるその後

の補助金の交付をやめるとともに、第一号の場合

の取消しが第十九条第一項第一号に該当すること

によるものである場合には、既に交付した補助金

を、第三号又は第四号に該当する場合には、既に

交付した当該年度の補助金を返還させなければな

らない。 

一 当該博物館について、第十九条第一項の規定

による登録の取消しがあつたとき。 

二 地方公共団体又は地方独立行政法人が当該博

物館を廃止したとき。 

三 地方公共団体又は地方独立行政法人が補助金

の交付の条件に違反したとき。 

四 地方公共団体又は地方独立行政法人が虚偽の

方法で補助金の交付を受けたとき。 

第四章 私立博物館 

(都道府県の教育委員会との関係) 

第二十九条 都道府県の教育委員会は、博物館に関

する指導資料の作成及び調査研究のために、私立

博物館に対し必要な報告を求めることができる。 

２ 都道府県の教育委員会は、私立博物館に対し、

その求めに応じて、私立博物館の設置及び運営に

関して、専門的、技術的の指導又は助言を与える

ことができる。 

(国及び地方公共団体との関係) 

第三十条 国及び地方公共団体は、私立博物館に対

し、その求めに応じて、必要な物資の確保につき

援助を与えることができる。 

第五章 博物館に相当する施設 

第三十一条 次の各号に掲げる者は、文部科学省令

で定めるところにより、博物館の事業に類する事

業を行う施設であつて当該各号に定めるものを、

博物館に相当する施設として指定することができ

る。 

一 文部科学大臣 国又は独立行政法人が設置す

るもの 

二 都道府県の教育委員会 国及び独立行政法人

以外の者が設置するもののうち、当該都道府県

の区域内に所在するもの(指定都市の区域内に

所在するもの(都道府県が設置するものを除

く。)を除く。) 

三 指定都市の教育委員会 国、独立行政法人及

び都道府県以外の者が設置するもののうち、当

該指定都市の区域内に所在するもの 

２ 前項の規定による指定をした者は、当該指定を

した施設(以下この条において「指定施設」とい

う。)が博物館の事業に類する事業を行う施設に該

当しなくなつたと認めるときその他の文部科学省

令で定める事由に該当するときは、文部科学省令

で定めるところにより、当該指定施設についての

前項の規定による指定を取り消すことができる。 

３ 第一項の規定による指定をした者は、当該指定

をしたとき又は前項の規定による指定の取消しを

したときは、その旨をインターネットの利用その

他の方法により公表しなければならない。 

４ 第一項の規定による指定をした者は、指定施設

の設置者に対し、その求めに応じて、当該指定施

設の運営に関して、専門的、技術的な指導又は助

言を与えることができる。 

５ 指定施設は、その事業を行うに当たつては、第

三条第二項及び第三項の規定の趣旨を踏まえ、博

物館、他の指定施設、地方公共団体、学校、社会

教育施設その他の関係機関及び民間団体と相互に

連携を図りながら協力するよう努めるものとする。 

６ 国又は独立行政法人が設置する指定施設は、博

物館及び他の指定施設における公開の用に供する

ための資料の貸出し、職員の研修の実施その他の

博物館及び他の指定施設の事業の充実のために必

要な協力を行うよう努めるものとする。 

 

スポーツ基本法 

 
公 布 ： 昭和 36年 ６月 16日 

全部改正 ： 平成 23年 ６月 24日 

改 正 ： 平成 30年 ６月 20日 

施 行 ： 令和 ５年 １月 １日 

 

スポーツは、世界共通の人類の文化である。 

スポーツは、心身の健全な発達、健康及び体力の

保持増進、精神的な充足感の獲得、自律心その他の

精神の涵かん養等のために個人又は集団で行われる

運動競技その他の身体活動であり、今日、国民が生

涯にわたり心身ともに健康で文化的な生活を営む上

で不可欠のものとなっている。スポーツを通じて幸

福で豊かな生活を営むことは、全ての人々の権利で

あり、全ての国民がその自発性の下に、各々の関心、

適性等に応じて、安全かつ公正な環境の下で日常的

にスポーツに親しみ、スポーツを楽しみ、又はスポ

ーツを支える活動に参画することのできる機会が確

保されなければならない。 

スポーツは、次代を担う青少年の体力を向上させ

るとともに、他者を尊重しこれと協同する精神、公

正さと規律を尊ぶ態度や克己心を培い、実践的な思

考力や判断力を育む等人格の形成に大きな影響を及

ぼすものである。 

また、スポーツは、人と人との交流及び地域と地

域との交流を促進し、地域の一体感や活力を醸成す

るものであり、人間関係の希薄化等の問題を抱える

地域社会の再生に寄与するものである。さらに、ス
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ポーツは、心身の健康の保持増進にも重要な役割を

果たすものであり、健康で活力に満ちた長寿社会の

実現に不可欠である。 

スポーツ選手の不断の努力は、人間の可能性の極

限を追求する有意義な営みであり、こうした努力に

基づく国際競技大会における日本人選手の活躍は、

国民に誇りと喜び、夢と感動を与え、国民のスポー

ツへの関心を高めるものである。これらを通じて、

スポーツは、我が国社会に活力を生み出し、国民経

済の発展に広く寄与するものである。また、スポー

ツの国際的な交流や貢献が、国際相互理解を促進し、

国際平和に大きく貢献するなど、スポーツは、我が

国の国際的地位の向上にも極めて重要な役割を果た

すものである。 

そして、地域におけるスポーツを推進する中から

優れたスポーツ選手が育まれ、そのスポーツ選手が

地域におけるスポーツの推進に寄与することは、ス

ポーツに係る多様な主体の連携と協働による我が国

のスポーツの発展を支える好循環をもたらすもので

ある。 

このような国民生活における多面にわたるスポ

ーツの果たす役割の重要性に鑑み、スポーツ立国を

実現することは、二十一世紀の我が国の発展のため

に不可欠な重要課題である。 

ここに、スポーツ立国の実現を目指し、国家戦略

として、スポーツに関する施策を総合的かつ計画的

に推進するため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

(目的) 

第一条 この法律は、スポーツに関し、基本理念を

定め、並びに国及び地方公共団体の責務並びにス

ポーツ団体の努力等を明らかにするとともに、ス

ポーツに関する施策の基本となる事項を定めるこ

とにより、スポーツに関する施策を総合的かつ計

画的に推進し、もって国民の心身の健全な発達、

明るく豊かな国民生活の形成、活力ある社会の実

現及び国際社会の調和ある発展に寄与することを

目的とする。 

(基本理念) 

第二条 スポーツは、これを通じて幸福で豊かな生

活を営むことが人々の権利であることに鑑み、国

民が生涯にわたりあらゆる機会とあらゆる場所に

おいて、自主的かつ自律的にその適性及び健康状

態に応じて行うことができるようにすることを旨

として、推進されなければならない。 

２ スポーツは、とりわけ心身の成長の過程にある

青少年のスポーツが、体力を向上させ、公正さと

規律を尊ぶ態度や克己心を培う等人格の形成に大

きな影響を及ぼすものであり、国民の生涯にわた

る健全な心と身体を培い、豊かな人間性を育む基

礎となるものであるとの認識の下に、学校、スポ

ーツ団体(スポーツの振興のための事業を行うこ

とを主たる目的とする団体をいう。以下同じ｡)、

家庭及び地域における活動の相互の連携を図りな

がら推進されなければならない。 

３ スポーツは、人々がその居住する地域において、

主体的に協働することにより身近に親しむことが

できるようにするとともに、これを通じて、当該

地域における全ての世代の人々の交流が促進され、

かつ、地域間の交流の基盤が形成されるものとな

るよう推進されなければならない。 

４ スポーツは、スポーツを行う者の心身の健康の

保持増進及び安全の確保が図られるよう推進され

なければならない。 

５ スポーツは、障害者が自主的かつ積極的にスポ

ーツを行うことができるよう、障害の種類及び程

度に応じ必要な配慮をしつつ推進されなければな

らない。 

６ スポーツは、我が国のスポーツ選手(プロスポー

ツの選手を含む。以下同じ｡)が国際競技大会(オリ

ンピック競技大会、パラリンピック競技大会その

他の国際的な規模のスポーツの競技会をいう。以

下同じ。)又は全国的な規模のスポーツの競技会に

おいて優秀な成績を収めることができるよう、ス

ポーツに関する競技水準(以下「競技水準」とい

う。)の向上に資する諸施策相互の有機的な連携を

図りつつ、効果的に推進されなければならない。 

７ スポーツは、スポーツに係る国際的な交流及び

貢献を推進することにより、国際相互理解の増進

及び国際平和に寄与するものとなるよう推進され

なければならない。 

８ スポーツは、スポーツを行う者に対し、不当に

差別的取扱いをせず、また、スポーツに関するあ

らゆる活動を公正かつ適切に実施することを旨と

して、ドーピングの防止の重要性に対する国民の

認識を深めるなど、スポーツに対する国民の幅広

い理解及び支援が得られるよう推進されなければ

ならない。 

(国の責務) 

第三条 国は、前条の基本理念(以下「基本理念」と

いう｡)にのっとり、スポーツに関する施策を総合

的に策定し、及び実施する責務を有する。 

(地方公共団体の責務) 

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、ス

ポーツに関する施策に関し、国との連携を図りつ

つ、自主的かつ主体的に、その地域の特性に応じ

た施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

(スポーツ団体の努力) 

第五条 スポーツ団体は、スポーツの普及及び競技

水準の向上に果たすべき重要な役割に鑑み、基本

理念にのっとり、スポーツを行う者の権利利益の

保護、心身の健康の保持増進及び安全の確保に配
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慮しつつ、スポーツの推進に主体的に取り組むよ

う努めるものとする。 

２ スポーツ団体は、スポーツの振興のための事業

を適正に行うため、その運営の透明性の確保を図

るとともに、その事業活動に関し自らが遵守すべ

き基準を作成するよう努めるものとする。 

３ スポーツ団体は、スポーツに関する紛争につい

て、迅速かつ適正な解決に努めるものとする。 

(国民の参加及び支援の促進) 

第六条 国、地方公共団体及びスポーツ団体は、国

民が健やかで明るく豊かな生活を享受することが

できるよう、スポーツに対する国民の関心と理解

を深め、スポーツへの国民の参加及び支援を促進

するよう努めなければならない。 

(関係者相互の連携及び協働) 

第七条 国、独立行政法人、地方公共団体、学校、

スポーツ団体及び民間事業者その他の関係者は、

基本理念の実現を図るため、相互に連携を図りな

がら協働するよう努めなければならない。 

(法制上の措置等) 

第八条 政府は、スポーツに関する施策を実施する

ため必要な法制上、財政上又は税制上の措置その

他の措置を講じなければならない。 

第二章 スポーツ基本計画等 

(スポーツ基本計画) 

第九条 文部科学大臣は、スポーツに関する施策の

総合的かつ計画的な推進を図るため、スポーツの

推進に関する基本的な計画(以下「スポーツ基本計

画」という｡)を定めなければならない。 

２ 文部科学大臣は、スポーツ基本計画を定め、又

はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、

審議会等(国家行政組織法(昭和二十三年法律第百

二十号)第八条に規定する機関をいう。以下同じ。)

で政令で定めるものの意見を聴かなければならな

い。 

３ 文部科学大臣は、スポーツ基本計画を定め、又

はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、

関係行政機関の施策に係る事項について、第三十

条に規定するスポーツ推進会議において連絡調整

を図るものとする。 

(地方スポーツ推進計画) 

第十条 都道府県及び市(特別区を含む。以下同じ。)

町村の教育委員会(地方教育行政の組織及び運営

に関する法律(昭和三十一年法律第百六十二号)第

二十三条第一項の条例の定めるところによりその

長がスポーツに関する事務(学校における体育に

関する事務を除く｡)を管理し、及び執行すること

とされた地方公共団体(以下「特定地方公共団体」

という｡)にあっては、その長)は、スポーツ基本計

画を参酌して、その地方の実情に即したスポーツ

の推進に関する計画(以下「地方スポーツ推進計画」

という｡)を定めるよう努めるものとする。 

２ 特定地方公共団体の長が地方スポーツ推進計画

を定め、又はこれを変更しようとするときは、あ

らかじめ、当該特定地方公共団体の教育委員会の

意見を聴かなければならない。 

第三章 基本的施策 

第一節 スポーツの推進のための基礎的条

件の整備等 

(指導者等の養成等) 

第十一条 国及び地方公共団体は、スポーツの指導

者その他スポーツの推進に寄与する人材(以下「指

導者等」という｡)の養成及び資質の向上並びにそ

の活用のため、系統的な養成システムの開発又は

利用への支援、研究集会又は講習会(以下「研究集

会等」という｡)の開催その他の必要な施策を講ず

るよう努めなければならない。 

(スポーツ施設の整備等) 

第十二条 国及び地方公共団体は、国民が身近にス

ポーツに親しむことができるようにするとともに、

競技水準の向上を図ることができるよう、スポー

ツ施設(スポーツの設備を含む。以下同じ｡)の整備、

利用者の需要に応じたスポーツ施設の運用の改善、

スポーツ施設への指導者等の配置その他の必要な

施策を講ずるよう努めなければならない。 

２ 前項の規定によりスポーツ施設を整備するに当

たっては、当該スポーツ施設の利用の実態等に応

じて、安全の確保を図るとともに、障害者等の利

便性の向上を図るよう努めるものとする。 

(学校施設の利用) 

第十三条 学校教育法(昭和二十二年法律第二十六

号)第二条第二項に規定する国立学校及び公立学

校並びに国(国立大学法人法(平成十五年法律第百

十二号)第二条第一項に規定する国立大学法人を

含む。)及び地方公共団体(地方独立行政法人法(平

成十五年法律第百十八号)第六十八条第一項に規

定する公立大学法人を含む。)が設置する幼保連携

型認定こども園(就学前の子どもに関する教育、保

育等の総合的な提供の推進に関する法律(平成十

八年法律第七十七号)第二条第七項に規定する幼

保連携型認定こども園をいう。)の設置者は、その

設置する学校の教育に支障のない限り、当該学校

のスポーツ施設を一般のスポーツのための利用に

供するよう努めなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の利用を容易にさ

せるため、又はその利用上の利便性の向上を図る

ため、当該学校のスポーツ施設の改修、照明施設

の設置その他の必要な施策を講ずるよう努めなけ

ればならない。 

(スポーツ事故の防止等) 

第十四条 国及び地方公共団体は、スポーツ事故そ

の他スポーツによって生じる外傷、障害等の防止
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及びこれらの軽減に資するため、指導者等の研修、

スポーツ施設の整備、スポーツにおける心身の健

康の保持増進及び安全の確保に関する知識(スポ

ーツ用具の適切な使用に係る知識を含む。)の普及

その他の必要な措置を講ずるよう努めなければな

らない。 

(スポーツに関する紛争の迅速かつ適正な解決) 

第十五条 国は、スポーツに関する紛争の仲裁又は

調停の中立性及び公正性が確保され、スポーツを

行う者の権利利益の保護が図られるよう、スポー

ツに関する紛争の仲裁又は調停を行う機関への支

援、仲裁人等の資質の向上、紛争解決手続につい

てのスポーツ団体の理解の増進その他のスポーツ

に関する紛争の迅速かつ適正な解決に資するため

に必要な施策を講ずるものとする。 

(スポーツに関する科学的研究の推進等) 

第十六条 国は、医学、歯学、生理学、心理学、力

学等のスポーツに関する諸科学を総合して実際的

及び基礎的な研究を推進し、これらの研究の成果

を活用してスポーツに関する施策の効果的な推進

を図るものとする。この場合において、研究体制

の整備、国、独立行政法人、大学、スポーツ団体、

民間事業者等の間の連携の強化その他の必要な施

策を講ずるものとする。 

２ 国は、我が国のスポーツの推進を図るため、ス

ポーツの実施状況並びに競技水準の向上を図るた

めの調査研究の成果及び取組の状況に関する情報

その他のスポーツに関する国の内外の情報の収集、

整理及び活用について必要な施策を講ずるものと

する。 

(学校における体育の充実) 

第十七条 国及び地方公共団体は、学校における体

育が青少年の心身の健全な発達に資するものであ

り、かつ、スポーツに関する技能及び生涯にわた

ってスポーツに親しむ態度を養う上で重要な役割

を果たすものであることに鑑み、体育に関する指

導の充実、体育館、運動場、水泳プール、武道場

その他のスポーツ施設の整備、体育に関する教員

の資質の向上、地域におけるスポーツの指導者等

の活用その他の必要な施策を講ずるよう努めなけ

ればならない。 

(スポーツ産業の事業者との連携等) 

第十八条 国は、スポーツの普及又は競技水準の向

上を図る上でスポーツ産業の事業者が果たす役割

の重要性に鑑み、スポーツ団体とスポーツ産業の

事業者との連携及び協力の促進その他の必要な施

策を講ずるものとする。 

(スポーツに係る国際的な交流及び貢献の推進) 

第十九条 国及び地方公共団体は、スポーツ選手及

び指導者等の派遣及び招へい、スポーツに関する

国際団体への人材の派遣、国際競技大会及び国際

的な規模のスポーツの研究集会等の開催その他の

スポーツに係る国際的な交流及び貢献を推進する

ために必要な施策を講ずることにより、我が国の

競技水準の向上を図るよう努めるとともに、環境

の保全に留意しつつ、国際相互理解の増進及び国

際平和に寄与するよう努めなければならない。 

(顕彰) 

第二十条 国及び地方公共団体は、スポーツの競技

会において優秀な成績を収めた者及びスポーツの

発展に寄与した者の顕彰に努めなければならない。 

第二節 多様なスポーツの機会の確保のため

の環境の整備 

(地域におけるスポーツの振興のための事業への

支援等) 

第二十一条 国及び地方公共団体は、国民がその興

味又は関心に応じて身近にスポーツに親しむこと

ができるよう、住民が主体的に運営するスポーツ

団体(以下「地域スポーツクラブ」という｡)が行う

地域におけるスポーツの振興のための事業への支

援、住民が安全かつ効果的にスポーツを行うため

の指導者等の配置、住民が快適にスポーツを行い

相互に交流を深めることができるスポーツ施設の

整備その他の必要な施策を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

(スポーツ行事の実施及び奨励) 

第二十二条 地方公共団体は、広く住民が自主的か

つ積極的に参加できるような運動会、競技会、体

力テスト、スポーツ教室等のスポーツ行事を実施

するよう努めるとともに、地域スポーツクラブそ

の他の者がこれらの行事を実施するよう奨励に努

めなければならない。 

２ 国は、地方公共団体に対し、前項の行事の実施

に関し必要な援助を行うものとする。 

(スポーツの日の行事) 

第二十三条 国及び地方公共団体は、国民の祝日に

関する法律(昭和二十三年法律第百七十八号)第二

条に規定するスポーツの日において、国民の間に

広くスポーツについての関心と理解を深め、かつ、

積極的にスポーツを行う意欲を高揚するような行

事を実施するよう努めるとともに、広く国民があ

らゆる地域でそれぞれその生活の実情に即してス

ポーツを行うことができるような行事が実施され

るよう、必要な施策を講じ、及び援助を行うよう

努めなければならない。 

(野外活動及びスポーツ・レクリエーション活動

の普及奨励) 

第二十四条 国及び地方公共団体は、心身の健全な

発達、生きがいのある豊かな生活の実現等のため

に行われるハイキング、サイクリング、キャンプ

活動その他の野外活動及びスポーツとして行われ

るレクリエーション活動(以下この条において「ス
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ポーツ・レクリエーション活動」という｡)を普及

奨励するため、野外活動又はスポーツ・レクリエ

ーション活動に係るスポーツ施設の整備、住民の

交流の場となる行事の実施その他の必要な施策を

講ずるよう努めなければならない。 

第三節 競技水準の向上等 

(優秀なスポーツ選手の育成等) 

第二十五条 国は、優秀なスポーツ選手を確保し、

及び育成するため、スポーツ団体が行う合宿、国

際競技大会又は全国的な規模のスポーツの競技会

へのスポーツ選手及び指導者等の派遣、優れた資

質を有する青少年に対する指導その他の活動への

支援、スポーツ選手の競技技術の向上及びその効

果の十分な発揮を図る上で必要な環境の整備その

他の必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国は、優秀なスポーツ選手及び指導者等が、生

涯にわたりその有する能力を幅広く社会に生かす

ことができるよう、社会の各分野で活躍できる知

識及び技能の習得に対する支援並びに活躍できる

環境の整備の促進その他の必要な施策を講ずるも

のとする。 

(国民スポーツ大会及び全国障害者スポーツ大会) 

第二十六条 国民スポーツ大会は、公益財団法人日

本スポーツ協会(昭和二年八月八日に財団法人大

日本体育協会という名称で設立された法人をいう。

以下同じ｡)、国及び開催地の都道府県が共同して

開催するものとし、これらの開催者が定める方法

により選出された選手が参加して総合的に運動競

技をするものとする。 

２ 全国障害者スポーツ大会は、公益財団法人日本

障がい者スポーツ協会(昭和四十年五月二十四日

に財団法人日本身体障害者スポーツ協会という名

称で設立された法人をいう。以下同じ｡)、国及び

開催地の都道府県が共同して開催するものとし、

これらの開催者が定める方法により選出された選

手が参加して総合的に運動競技をするものとする。 

３ 国は、国民スポーツ大会及び全国障害者スポー

ツ大会の円滑な実施及び運営に資するため、これ

らの開催者である公益財団法人日本スポーツ協会

又は公益財団法人日本障がい者スポーツ協会及び

開催地の都道府県に対し、必要な援助を行うもの

とする。 

(国際競技大会の招致又は開催の支援等) 

第二十七条 国は、国際競技大会の我が国への招致

又はその開催が円滑になされるよう、環境の保全

に留意しつつ、そのための社会的気運の醸成、当

該招致又は開催に必要な資金の確保、国際競技大

会に参加する外国人の受入れ等に必要な特別の措

置を講ずるものとする。 

２ 国は、公益財団法人日本オリンピック委員会(平

成元年八月七日に財団法人日本オリンピック委員

会という名称で設立された法人をいう｡)、公益財

団法人日本障がい者スポーツ協会その他のスポー

ツ団体が行う国際的な規模のスポーツの振興のた

めの事業に関し必要な措置を講ずるに当たっては、

当該スポーツ団体との緊密な連絡を図るものとす

る。 

(企業、大学等によるスポーツへの支援) 

第二十八条 国は、スポーツの普及又は競技水準の

向上を図る上で企業のスポーツチーム等が果たす

役割の重要性に鑑み、企業、大学等によるスポー

ツへの支援に必要な施策を講ずるものとする。 

(ドーピング防止活動の推進) 

第二十九条 国は、スポーツにおけるドーピングの

防止に関する国際規約に従ってドーピングの防止

活動を実施するため、公益財団法人日本アンチ・

ドーピング機構(平成十三年九月十六日に財団法

人日本アンチ・ドーピング機構という名称で設立

された法人をいう｡)と連携を図りつつ、ドーピン

グの検査、ドーピングの防止に関する教育及び啓

発その他のドーピングの防止活動の実施に係る体

制の整備、国際的なドーピングの防止に関する機

関等への支援その他の必要な施策を講ずるものと

する。 

第四章 スポーツの推進に係る体制の整備 

(スポーツ推進会議) 

第三十条 政府は、スポーツに関する施策の総合的、

一体的かつ効果的な推進を図るため、スポーツ推

進会議を設け、文部科学省及び厚生労働省、経済

産業省、国土交通省その他の関係行政機関相互の

連絡調整を行うものとする。 

(都道府県及び市町村のスポーツ推進審議会等) 

第三十一条 都道府県及び市町村に、地方スポーツ

推進計画その他のスポーツの推進に関する重要事

項を調査審議させるため、条例で定めるところに

より、審議会その他の合議制の機関(以下「スポー

ツ推進審議会等」という｡)を置くことができる。 

(スポーツ推進委員) 

第三十二条 市町村の教育委員会(特定地方公共団

体にあっては、その長)は、当該市町村におけるス

ポーツの推進に係る体制の整備を図るため、社会

的信望があり、スポーツに関する深い関心と理解

を有し、及び次項に規定する職務を行うのに必要

な熱意と能力を有する者の中から、スポーツ推進

委員を委嘱するものとする。 

２ スポーツ推進委員は、当該市町村におけるスポ

ーツの推進のため、教育委員会規則(特定地方公共

団体にあっては、地方公共団体の規則)の定めると

ころにより、スポーツの推進のための事業の実施

に係る連絡調整並びに住民に対するスポーツの実

技の指導その他スポーツに関する指導及び助言を

行うものとする。 
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３ スポーツ推進委員は、非常勤とする。 

第五章 国の補助等 

(国の補助) 

第三十三条 国は、地方公共団体に対し、予算の範

囲内において、政令で定めるところにより、次に

掲げる経費について、その一部を補助する。 

一 国民スポーツ大会及び全国障害者スポーツ大

会の実施及び運営に要する経費であって、これ

らの開催地の都道府県において要するもの 

二 その他スポーツの推進のために地方公共団体

が行う事業に要する経費であって特に必要と認

められるもの 

２ 国は、学校法人に対し、その設置する学校のス

ポーツ施設の整備に要する経費について、予算の

範囲内において、その一部を補助することができ

る。この場合においては、私立学校振興助成法(昭

和五十年法律第六十一号)第十一条から第十三条

までの規定の適用があるものとする。 

３ 国は、スポーツ団体であってその行う事業が我

が国のスポーツの振興に重要な意義を有すると認

められるものに対し、当該事業に関し必要な経費

について、予算の範囲内において、その一部を補

助することができる。 

(地方公共団体の補助) 

第三十四条 地方公共団体は、スポーツ団体に対し、

その行うスポーツの振興のための事業に関し必要

な経費について、その一部を補助することができ

る。 

(審議会等への諮問等) 

第三十五条 国又は地方公共団体が第三十三条第三

項又は前条の規定により社会教育関係団体(社会

教育法(昭和二十四年法律第二百七号)第十条に規

定する社会教育関係団体をいう。)であるスポーツ

団体に対し補助金を交付しようとする場合には、

あらかじめ、国にあっては文部科学大臣が第九条

第二項の政令で定める審議会等の、地方公共団体

にあっては教育委員会(特定地方公共団体におけ

るスポーツに関する事務(学校における体育に関

する事務を除く｡)に係る補助金の交付については、

その長)がスポーツ推進審議会等その他の合議制

の機関の意見を聴かなければならない。この意見

を聴いた場合においては、同法第十三条の規定に

よる意見を聴くことを要しない。 

 

生涯学習の振興のための施策の推進

体制等の整備に関する法律（生涯学習

振興法） 

公 布 ： 平成 ２年 ６月 29日 

改 正 ： 平成 14年 ３月 31日 

施 行 ： 平成 14年 ４月 １日 

 

(目的) 

第一条 この法律は、国民が生涯にわたって学習す

る機会があまねく求められている状況にかんがみ、

生涯学習の振興に資するための都道府県の事業に

関しその推進体制の整備その他の必要な事項を定

め、及び特定の地区において生涯学習に係る機会

の総合的な提供を促進するための措置について定

めるとともに、都道府県生涯学習審議会の事務に

ついて定める等の措置を講ずることにより、生涯

学習の振興のための施策の推進体制及び地域にお

ける生涯学習に係る機会の整備を図り、もって生

涯学習の振興に寄与することを目的とする。 

(施策における配慮等) 

第二条 国及び地方公共団体は、この法律に規定す

る生涯学習の振興のための施策を実施するに当た

っては、学習に関する国民の自発的意思を尊重す

るよう配慮するとともに、職業能力の開発及び向

上、社会福祉等に関し生涯学習に資するための別

に講じられる施策と相まって、効果的にこれを行

うよう努めるものとする。 

(生涯学習の振興に資するための都道府県の事業) 

第三条 都道府県の教育委員会は、生涯学習の振興

に資するため、おおむね次の各号に掲げる事業に

ついて、これらを相互に連携させつつ推進するた

めに必要な体制の整備を図りつつ、これらを一体

的かつ効果的に実施するよう努めるものとする。 

一 学校教育及び社会教育に係る学習(体育に係

るものを含む。以下この項において「学習」と

いう。)並びに文化活動の機会に関する情報を収

集し、整理し、及び提供すること。 

二 住民の学習に対する需要及び学習の成果の評

価に関し、調査研究を行うこと。 

三 地域の実情に即した学習の方法の開発を行う

こと。 

四 住民の学習に関する指導者及び助言者に対す

る研修を行うこと。 

五 地域における学校教育、社会教育及び文化に

関する機関及び団体に対し、これらの機関及び

団体相互の連携に関し、照会及び相談に応じ、

並びに助言その他の援助を行うこと。 

六 前各号に掲げるもののほか、社会教育のため

の講座の開設その他の住民の学習の機会の提供

に関し必要な事業を行うこと。 

２ 都道府県の教育委員会は、前項に規定する事業

を行うに当たっては、社会教育関係団体その他の

地域において生涯学習に資する事業を行う機関及

び団体との連携に努めるものとする。 
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(都道府県の事業の推進体制の整備に関する基準) 

第四条 文部科学大臣は、生涯学習の振興に資する

ため、都道府県の教育委員会が行う前条第一項に

規定する体制の整備に関し望ましい基準を定める

ものとする。 

２ 文部科学大臣は、前項の基準を定めようとする

ときは、あらかじめ、審議会等(国家行政組織法(昭

和二十三年法律第百二十号)第八条に規定する機

関をいう。以下同じ｡)で政令で定めるものの意見

を聴かなければならない。これを変更しようとす

るときも、同様とする。 

(地域生涯学習振興基本構想) 

第五条 都道府県は、当該都道府県内の特定の地区

において、当該地区及びその周辺の相当程度広範

囲の地域における住民の生涯学習の振興に資する

ため、社会教育に係る学習(体育に係るものを含

む。)及び文化活動その他の生涯学習に資する諸活

動の多様な機会の総合的な提供を民間事業者の能

力を活用しつつ行うことに関する基本的な構想

(以下「基本構想」という｡)を作成することができ

る。 

２ 基本構想においては、次に掲げる事項について

定めるものとする。 

一 前項に規定する多様な機会(以下「生涯学習に

係る機会」という｡)の総合的な提供の方針に関

する事項 

二 前項に規定する地区の区域に関する事項 

三 総合的な提供を行うべき生涯学習に係る機会

(民間事業者により提供されるものを含む｡)の

種類及び内容に関する基本的な事項 

四 前号に規定する民間事業者に対する資金の融

通の円滑化その他の前項に規定する地区におい

て行われる生涯学習に係る機会の総合的な提供

に必要な業務であって政令で定めるものを行う

者及び当該業務の運営に関する事項 

五 その他生涯学習に係る機会の総合的な提供に

関する重要事項 

３ 都道府県は、基本構想を作成しようとするとき

は、あらかじめ、関係市町村に協議しなければな

らない。 

４ 都道府県は、基本構想を作成しようとするとき

は、前項の規定による協議を経た後、文部科学大

臣及び経済産業大臣に協議することができる。 

５ 文部科学大臣及び経済産業大臣は、前項の規定

による協議を受けたときは、都道府県が作成しよ

うとする基本構想が次の各号に該当するものであ

るかどうかについて判断するものとする。 

一 当該基本構想に係る地区が、生涯学習に係る

機会の提供の程度が著しく高い地域であって政

令で定めるもの以外の地域のうち、交通条件及

び社会的自然的条件からみて生涯学習に係る機

会の総合的な提供を行うことが相当と認められ

る地区であること。 

二 当該基本構想に係る生涯学習に係る機会の総

合的な提供が当該基本構想に係る地区及びその

周辺の相当程度広範囲の地域における住民の生

涯学習に係る機会に対する要請に適切にこたえ

るものであること。 

三 その他文部科学大臣及び経済産業大臣が判断

に当たっての基準として次条の規定により定め

る事項(以下「判断基準」という｡)に適合するも

のであること。 

６ 文部科学大臣及び経済産業大臣は、基本構想に

つき前項の判断をするに当たっては、あらかじめ、

関係行政機関の長に協議するとともに、文部科学

大臣にあっては前条第二項の政令で定める審議会

等の意見を、経済産業大臣にあっては産業構造審

議会の意見をそれぞれ聴くものとし、前項各号に

該当するものであると判断するに至ったときは、

速やかにその旨を当該都道府県に通知するものと

する。 

７ 都道府県は、基本構想を作成したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 

８ 第三項から前項までの規定は、基本構想の変更

(文部科学省令、経済産業省令で定める軽微な変更

を除く｡)について準用する。 

  (判断基準) 

第六条 判断基準においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。 

一 生涯学習に係る機会の総合的な提供に関する

基本的な事項 

二 前条第一項に規定する地区の設定に関する基

本的な事項 

三 総合的な提供を行うべき生涯学習に係る機会

(民間事業者により提供されるものを含む｡)の

種類及び内容に関する基本的な事項 

四 生涯学習に係る機会の総合的な提供に必要な

事業に関する基本的な事項 

五 生涯学習に係る機会の総合的な提供に際し配

慮すべき重要事項 

２ 文部科学大臣及び経済産業大臣は、判断基準を

定めるに当たっては、あらかじめ、総務大臣その

他関係行政機関の長に協議するとともに、文部科

学大臣にあっては第四条第二項の政令で定める審

議会等の意見を、経済産業大臣にあっては産業構

造審議会の意見をそれぞれ聴かなければならない。 

３ 文部科学大臣及び経済産業大臣は、判断基準を

定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。 

４ 前二項の規定は、判断基準の変更について準用

する。 

第七条 削除 
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(基本構想の実施等) 

第八条 都道府県は、関係民間事業者の能力を活用

しつつ、生涯学習に係る機会の総合的な提供を基

本構想に基づいて計画的に行うよう努めなければ

ならない。 

２ 文部科学大臣は、基本構想の円滑な実施の促進

のため必要があると認めるときは、社会教育関係

団体及び文化に関する団体に対し必要な協力を求

めるものとし、かつ、関係地方公共団体及び関係

事業者等の要請に応じ、その所管に属する博物館

資料の貸出しを行うよう努めるものとする。 

３ 経済産業大臣は、基本構想の円滑な実施の促進

のため必要があると認めるときは、商工会議所及

び商工会に対し、これらの団体及びその会員によ

る生涯学習に係る機会の提供その他の必要な協力

を求めるものとする。 

４ 前二項に定めるもののほか、文部科学大臣及び

経済産業大臣は、基本構想の作成及び円滑な実施

の促進のため、関係地方公共団体に対し必要な助

言、指導その他の援助を行うよう努めなければな

らない。 

５ 前三項に定めるもののほか、文部科学大臣、経

済産業大臣、関係行政機関の長、関係地方公共団

体及び関係事業者は、基本構想の円滑な実施が促

進されるよう、相互に連携を図りながら協力しな

ければならない。 

第九条 削除 

(都道府県生涯学習審議会) 

第十条 都道府県に、都道府県生涯学習審議会(以下

「都道府県審議会」という｡)を置くことができる。 

２ 都道府県審議会は、都道府県の教育委員会又は

知事の諮問に応じ、当該都道府県の処理する事務

に関し、生涯学習に資するための施策の総合的な

推進に関する重要事項を調査審議する。 

３ 都道府県審議会は、前項に規定する事項に関し

必要と認める事項を当該都道府県の教育委員会又

は知事に建議することができる。 

４ 前三項に定めるもののほか、都道府県審議会の

組織及び運営に関し必要な事項は、条例で定める。 

(市町村の連携協力体制) 

第十一条 市町村(特別区を含む｡)は、生涯学習の振

興に資するため、関係機関及び関係団体等との連

携協力体制の整備に努めるものとする。 

○日本国憲法第89条 

○著作権法(抄) 

○地方自治法(抄) 

○教育公務員特例法第２条 

○地方公務員法第３条 

○地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律(抄) 

○子どもの読書活動の推進に関する 

法律 

○社会教育主事講習等規程 

○公民館の設置及び運営に関する基準

(文部科学省告示) 

○図書館の設置及び運営上の望ましい

基準(抄) 

○静岡県青少年のための良好な環境整

備に関する条例 

○静岡県家庭教育支援条例 

 

 

日本国憲法第89条 

 
公 布 ： 昭和 21年 11月 ３日 

施 行 ： 昭和 22年 ５月 ３日 

 

第八十九条 公金その他の公の財産は、宗教上の組

織若しくは団体の使用、便益若しくは維持のた

め、又は公の支配に属しない慈善、教育若しくは

博愛の事業に対し、これを支出し、又はその利用

に供してはならない。 
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著作権法(抄) 

 
公 布 ： 明治 32年 ３月 ４日 

全部改正 ： 昭和 45年 ５月 ６日 

改 正 ： 令和 ６年 ６月 19日 

施 行 ： 令和 ７年 ６月 １日 

 

(図書館等における複製等) 

第三十一条 国立国会図書館及び図書、記録その他の資

料を公衆の利用に供することを目的とする図書館そ

の他の施設で政令で定めるもの（以下この条及び第百

四条の十の四第三項において「図書館等」という。）

においては、次に掲げる場合には、その営利を目的と

しない事業として、図書館等の図書、記録その他の資

料（次項及び第六項において「図書館資料」という。）

を用いて著作物を複製することができる。 

一 図書館等の利用者の求めに応じ、その調査研究の

用に供するために、公表された著作物の一部分（国

若しくは地方公共団体の機関、独立行政法人又は地

方独立行政法人が一般に周知させることを目的と

して作成し、その著作の名義の下に公表する広報資

料、調査統計資料、報告書その他これらに類する著

作物（次項及び次条第二項において「国等の周知目

的資料」という。）その他の著作物の全部の複製物

の提供が著作権者の利益を不当に害しないと認め

られる特別な事情があるものとして政令で定める

ものにあつては、その全部）の複製物を一人につき

一部提供する場合 

二 図書館資料の保存のため必要がある場合 

三 他の図書館等の求めに応じ、絶版その他これに

準ずる理由により一般に入手することが困難な図

書館資料(以下この条において「絶版等資料」とい

う｡)の複製物を提供する場合 

２ 特定図書館等においては、その営利を目的としない

事業として、当該特定図書館等の利用者（あらかじめ

当該特定図書館等にその氏名及び連絡先その他文部

科学省令で定める情報（次項第三号及び第八項第一号

において「利用者情報」という。）を登録している者

に限る。第四項及び第百四条の十の四第四項において

同じ。）の求めに応じ、その調査研究の用に供するた

めに、公表された著作物の一部分（国等の周知目的資

料その他の著作物の全部の公衆送信が著作権者の利

益を不当に害しないと認められる特別な事情がある

ものとして政令で定めるものにあつては、その全部）

について、次に掲げる行為を行うことができる。ただ

し、当該著作物の種類（著作権者若しくはその許諾を

得た者又は第七十九条の出版権の設定を受けた者若

しくはその公衆送信許諾を得た者による当該著作物

の公衆送信（放送又は有線放送を除き、自動公衆送信

の場合にあつては送信可能化を含む。以下この条にお

いて同じ。）の実施状況を含む。第百四条の十の四第

四項において同じ。）及び用途並びに当該特定図書館

等が行う公衆送信の態様に照らし著作権者の利益を

不当に害することとなる場合は、この限りでない。 

一 図書館資料を用いて次号の公衆送信のために必

要な複製を行うこと。 

二 図書館資料の原本又は複製物を用いて公衆送信

を行うこと（当該公衆送信を受信して作成された

電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によつては認識することができない方式で作ら

れる記録であつて、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。以下同じ。）による著作

物の提供又は提示を防止し、又は抑止するための

措置として文部科学省令で定める措置を講じて行

うものに限る。）。 

３ 前項に規定する特定図書館等とは、図書館等であつ

て次に掲げる要件を備えるものをいう。 

一 前項の規定による公衆送信に関する業務を適正

に実施するための責任者が置かれていること。 

二 前項の規定による公衆送信に関する業務に従事

する職員に対し、当該業務を適正に実施するため

の研修を行つていること。 

三 利用者情報を適切に管理するために必要な措置

を講じていること。 

四 前項の規定による公衆送信のために作成された

電磁的記録に係る情報が同項に定める目的以外の

目的のために利用されることを防止し、又は抑止

するために必要な措置として文部科学省令で定め

る措置を講じていること。 

五 前各号に掲げるもののほか、前項の規定による公

衆送信に関する業務を適正に実施するために必要

な措置として文部科学省令で定める措置を講じて

いること。 

４ 第二項の規定により公衆送信された著作物を受信

した特定図書館等の利用者は、その調査研究の用に供

するために必要と認められる限度において、当該著作

物を複製することができる。 

５ 第二項の規定により著作物の公衆送信を行う場合

には、第三項に規定する特定図書館等を設置する者は、

相当な額の補償金を当該著作物の著作権者に支払わ

なければならない。 

６～11（略） 

(学校その他の教育機関における複製等) 

第三十五条 学校その他の教育機関(営利を目的として

設置されているものを除く｡)において教育を担任す

る者及び授業を受ける者は、その授業の過程におけ

る利用に供することを目的とする場合には、その必

要と認められる限度において、公表された著作物を

複製し、若しくは公衆送信(自動公衆送信の場合にあ

つては、送信可能化を含む。以下この条において同

じ。)を行い、又は公表された著作物であつて公衆送
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信されるものを受信装置を用いて公に伝達すること

ができる。ただし、当該著作物の種類及び用途並び

に当該複製の部数及び当該複製、公衆送信又は伝達

の態様に照らし著作権者の利益を不当に害すること

となる場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定により公衆送信を行う場合には、同項

の教育機関を設置する者は、相当な額の補償金を著

作権者に支払わなければならない。 

３ 前項の規定は、公表された著作物について、第一

項の教育機関における授業の過程において、当該授

業を直接受ける者に対して当該著作物をその原作品

若しくは複製物を提供し、若しくは提示して利用す

る場合又は当該著作物を第三十八条第一項の規定に

より上演し、演奏し、上映し、若しくは口述して利

用する場合において、当該授業が行われる場所以外

の場所において当該授業を同時に受ける者に対して

公衆送信を行うときには、適用しない。 

 

地方自治法(抄) 

 
公 布 ： 昭和 22年 ４月 17日 

改 正 ： 令和 ７年 ５月 16日 

施 行 ： 令和 ７年 ６月 １日 

 

第一編 総則 

第二条 地方公共団体は、法人とする。 

② 普通地方公共団体は、地域における事務及びそ

の他の事務で法律又はこれに基づく政令により処

理することとされるものを処理する。 

③ 市町村は、基礎的な地方公共団体として、第五

項において都道府県が処理するものとされている

ものを除き、一般的に、前項の事務を処理するも

のとする。 

④ 市町村は、前項の規定にかかわらず、次項に規

定する事務のうち、その規模又は性質において一

般の市町村が処理することが適当でないと認めら

れるものについては、当該市町村の規模及び能力

に応じて、これを処理することができる。 

⑤ 都道府県は、市町村を包括する広域の地方公共

団体として、第二項の事務で、広域にわたるも

の、市町村に関する連絡調整に関するもの及びそ

の規模又は性質において一般の市町村が処理する

ことが適当でないと認められるものを処理するも

のとする。 

⑥ 都道府県及び市町村は、その事務を処理するに

当つては、相互に競合しないようにしなければな

らない。 

⑦ 特別地方公共団体は、この法律の定めるところ

により、その事務を処理する。 

⑧ この法律において「自治事務」とは、地方公共

団体が処理する事務のうち、法定受託事務以外の

ものをいう。 

⑨ この法律において「法定受託事務」とは、次に

掲げる事務をいう。 

一 法律又はこれに基づく政令により都道府県、

市町村又は特別区が処理することとされる事務

のうち、国が本来果たすべき役割に係るもので

あつて、国においてその適正な処理を特に確保

する必要があるものとして法律又はこれに基づ

く政令に特に定めるもの(以下「第一号法定受

託事務」という。) 

二 法律又はこれに基づく政令により市町村又は

特別区が処理することとされる事務のうち、都

道府県が本来果たすべき役割に係るものであつ

て、都道府県においてその適正な処理を特に確

保する必要があるものとして法律又はこれに基

づく政令に特に定めるもの(以下「第二号法定

受託事務」という。) 

⑩ この法律又はこれに基づく政令に規定するもの

のほか、法律に定める法定受託事務は第一号法定

受託事務にあつては別表第一の上欄に掲げる法律

についてそれぞれ同表の下欄に、第二号法定受託

事務にあつては別表第二の上欄に掲げる法律につ

いてそれぞれ同表の下欄に掲げるとおりであり、

政令に定める法定受託事務はこの法律に基づく政

令に示すとおりである。 

⑪ 地方公共団体に関する法令の規定は、地方自治

の本旨に基づき、かつ、国と地方公共団体との適

切な役割分担を踏まえたものでなければならな

い。 

⑫ 地方公共団体に関する法令の規定は、地方自治

の本旨に基づいて、かつ、国と地方公共団体との

適切な役割分担を踏まえて、これを解釈し、及び

運用するようにしなければならない。この場合に

おいて、特別地方公共団体に関する法令の規定

は、この法律に定める特別地方公共団体の特性に

も照応するように、これを解釈し、及び運用しな

ければならない。 

⑬ 法律又はこれに基づく政令により地方公共団体

が処理することとされる事務が自治事務である場

合においては、国は、地方公共団体が地域の特性

に応じて当該事務を処理することができるよう特

に配慮しなければならない。 

⑭ 地方公共団体は、その事務を処理するに当つて

は、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の

経費で最大の効果を挙げるようにしなければなら

ない。 

⑮ 地方公共団体は、常にその組織及び運営の合理

化に努めるとともに、他の地方公共団体に協力を 

求めてその規模の適正化を図らなければならない。 
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⑯ 地方公共団体は、法令に違反してその事務を処

理してはならない。なお、市町村及び特別区は、

当該都道府県の条例に違反してその事務を処理し

てはならない。 

⑰ 前項の規定に違反して行つた地方公共団体の行

為は、これを無効とする。 

第二節 普通地方公共団体の長 

第五款 他の執行機関との関係 

第百八十条の二 普通地方公共団体の長は、その権

限に属する事務の一部を、当該普通地方公共団体

の委員会又は委員と協議して、普通地方公共団体

の委員会、委員会の委員長(教育委員会にあつて

は、教育長)、委員若しくはこれらの執行機関の

事務を補助する職員若しくはこれらの執行機関の

管理に属する機関の職員に委任し、又はこれらの

執行機関の事務を補助する職員若しくはこれらの

執行機関の管理に属する機関の職員をして補助執

行させることができる。ただし、政令で定める普

通地方公共団体の委員会又は委員については、こ

の限りでない。 

第百八十条の三 普通地方公共団体の長は、当該普

通地方公共団体の委員会又は委員と協議して、そ

の補助機関である職員を、当該執行機関の事務を

補助する職員若しくはこれらの執行機関の管理に

属する機関の職員と兼ねさせ、若しくは当該執行

機関の事務を補助する職員若しくはこれらの執行

機関の管理に属する機関の職員に充て、又は当該

執行機関の事務に従事させることができる。 

第三節 委員会及び委員 

第一款 通則 

第百八十条の七 普通地方公共団体の委員会又は委

員は、その権限に属する事務の一部を、当該普通

地方公共団体の長と協議して、普通地方公共団体

の長の補助機関である職員若しくはその管理に属

する支庁若しくは地方事務所、支所若しくは出張

所、第二百二条の四第二項に規定する地域自治区

の事務所、第二百五十二条の十九第一項に規定す

る指定都市の区若しくは総合区の事務所若しくは

その出張所、保健所その他の行政機関の長に委任

し、若しくは普通地方公共団体の長の補助機関で

ある職員若しくはその管理に属する行政機関に属

する職員をして補助執行させ、又は専門委員に委

託して必要な事項を調査させることができる。た

だし、政令で定める事務については、この限りで

はない。 

第二款 教育委員会 

第百八十条の八 教育委員会は、別に法律の定める

ところにより、学校その他の教育機関を管理し、

学校の組織編制、教育課程、教科書その他の教材

の取扱及び教育職員の身分取扱に関する事務を行 

い、並びに社会教育その他教育、学術及び文化に 

関する事務を管理し及びこれを執行する。 

第八章 給与その他の給付 

第二百三条 普通地方公共団体は、その議会の議員

に対し、議員報酬を支給しなければならない。 

② 普通地方公共団体の議会の議員は、職務を行う

ため要する費用の弁償を受けることができる。 

③ 普通地方公共団体は、条例で、その議会の議員

に対し、期末手当を支給することができる。 

④ 議員報酬、費用弁償及び期末手当の額並びにそ

の支給方法は、条例でこれを定めなければならな

い。 

第二百三条の二 普通地方公共団体は、その委員会

の非常勤の委員、非常勤の監査委員、自治紛争処

理委員、審査会、審議会及び調査会等の委員その

他の構成員、専門委員、監査専門委員、投票管理

者、開票管理者、選挙長、投票立会人、開票立会

人及び選挙立会人その他普通地方公共団体の非常

勤の職員(短時間勤務職員及び地方公務員法第二

十二条の二第一項第二号に掲げる職員を除く。)

に対し、報酬を支給しなければならない。 

② 前項の者に対する報酬は、その勤務日数に応じ

てこれを支給する。ただし、条例で特別の定めを

した場合は、この限りでない。 

③ 第一項の者は、職務を行うため要する費用の弁

償を受けることができる。 

④ 普通地方公共団体は、条例で、第一項の者のう

ち地方公務員法第二十二条の二第一項第一号に掲

げる職員に対し、期末手当又は勤勉手当を支給す

ることができる。 

⑤ 報酬、費用弁償、期末手当及び勤勉手当の額並

びにその支給方法は、条例でこれを定めなければ

ならない。 
第十章 公の施設 

(公の施設) 

第二百四十四条 普通地方公共団体は、住民の福祉

を増進する目的をもつてその利用に供するための

施設(これを公の施設という｡)を設けるものとす

る。 

２ 普通地方公共団体(次条第三項に規定する指定

管理者を含む。次項において同じ｡)は、正当な理

由がない限り、住民が公の施設を利用することを

拒んではならない。 

３ 普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用す

ることについて、不当な差別的取扱いをしてはな

らない。 

(公の施設の設置、管理及び廃止) 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又

はこれに基づく政令に特別の定めがあるものを除

くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事

項は、条例でこれを定めなければならない。 

２ 普通地方公共団体は、条例で定める重要な公の 
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施設のうち条例で定める特に重要なものについ

て、これを廃止し、又は条例で定める長期かつ独

占的な利用をさせようとするときは、議会におい

て出席議員の三分の二以上の者の同意を得なけれ

ばならない。 

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を

効果的に達成するため必要があると認めるとき

は、条例の定めるところにより、法人その他の団

体であつて当該普通地方公共団体が指定するもの

(以下本条及び第二百四十四条の四において「指

定管理者」という｡)に、当該公の施設の管理を行

わせることができる。 

４ 前項の条例には、指定管理者の指定の手続、指

定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その他

必要な事項を定めるものとする。 

５ 指定管理者の指定は、期間を定めて行うものと

する。 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしよ

うとするときは、あらかじめ、当該普通地方公共

団体の議会の議決を経なければならない。 

７ 指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公

の施設の管理の業務に関し事業報告書を作成し、

当該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出

しなければならない。 

８ 普通地方公共団体は、適当と認めるときは、指

定管理者にその管理する公の施設の利用に係る料

金(次項において「利用料金」という｡)を当該指

定管理者の収入として収受させることができる。 

９ 前項の場合における利用料金は、公益上必要が

あると認める場合を除くほか、条例の定めるとこ

ろにより、指定管理者が定めるものとする。この

場合において、指定管理者は、あらかじめ当該利

用料金について当該普通地方公共団体の承認を受

けなければならない。 

１０ 普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管

理者の管理する公の施設の管理の適正を期するた

め、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経

理の状況に関し報告を求め、実地について調査

し、又は必要な指示をすることができる。 

１１ 普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指

示に従わないときその他当該指定管理者による管

理を継続することが適当でないと認めるときは、

その指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業

務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

(公の施設の区域外設置及び他の団体の公の施設

の利用) 

第二百四十四条の三 普通地方公共団体は、その区

域外においても、また、関係普通地方公共団体と

の協議により、公の施設を設けることができる。 

２ 普通地方公共団体は、他の普通地方公共団体と

の協議により、当該他の普通地方公共団体の公の

施設を自己の住民の利用に供させることができ

る。 

３ 前二項の協議については、関係普通地方公共団

体の議会の議決を経なければならない。 

(公の施設を利用する権利に関する処分

についての審査請求) 

第二百四十四条の四 普通地方公共団体の長以外の

機関(指定管理者を含む｡)がした公の施設を利用

する権利に関する処分についての審査請求は、普

通地方公共団体の長が当該機関の最上級行政庁で

ない場合においても、当該普通地方公共団体の長

に対してするものとする。 

２ 普通地方公共団体の長は、公の施設を利用する

権利に関する処分についての審査請求がされた場

合には、当該審査請求が不適法であり、却下する

ときを除き、議会に諮問した上、当該審査請求に

対する裁決をしなければならない。 

３ 議会は、前項の規定による諮問を受けた日から

二十日以内に意見を述べなければならない。 

４ 普通地方公共団体の長は、第二項の規定による

諮問をしないで同項の審査請求を却下したときは、

その旨を議会に報告しなければならない。 

 

教育公務員特例法第２条 

 
公 布 ： 昭和 24年 １月 12日 

改 正 ： 令和 ４年 ６月 17日 

施 行 ： 令和 ７年 ６月 １日 

 

（定義） 

第二条 この法律において「教育公務員」とは、地

方公務員のうち、学校（学校教育法（昭和二十二

年法律第二十六号）第一条に規定する学校及び就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七

号）第二条第七項に規定する幼保連携型認定こど

も園（以下「幼保連携型認定こども園」という。）

をいう。以下同じ。）であつて地方公共団体が設置

するもの（以下「公立学校」という。）の学長、校

長（園長を含む。以下同じ。）、教員及び部局長並

びに教育委員会の専門的教育職員をいう。 

２ この法律において「教員」とは、公立学校の教

授、准教授、助教、副校長（副園長を含む。以下

同じ。）、教頭、主幹教諭（幼保連携型認定こども

園の主幹養護教諭及び主幹栄養教諭を含む。以下

同じ。）、指導教諭、教諭、助教諭、養護教諭、養

護助教諭、栄養教諭、主幹保育教諭、指導保育教

諭、保育教諭、助保育教諭及び講師をいう。 

３ この法律で「部局長」とは、大学（公立学校で
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あるものに限る。第二十二条の六第三項、第二十

二条の七第二項第二号及び第二十六条第一項を除

き、以下同じ。）の副学長、学部長その他政令で指

定する部局の長をいう。 

４ この法律で「評議会」とは、大学に置かれる会

議であつて当該大学を設置する地方公共団体の定

めるところにより学長、学部長その他の者で構成

するものをいう。 

５ この法律で「専門的教育職員」とは、指導主事

及び社会教育主事をいう。 

 

地方公務員法第３条 

 
公 布 ： 昭和 25年 12月 13日 

改 正 ： 令和 ６年 12月 25日 

施 行 ： 令和 ７年 ６月 １日 

 

(一般職に属する地方公務員及び特別職に属する

地方公務員) 

第三条 地方公務員(地方公共団体及び特定地方独

立行政法人(地方独立行政法人法(平成十五年法律

第百十八号)第二条第二項に規定する特定地方独

立行政法人をいう。以下同じ｡)の全ての公務員を

いう。以下同じ｡)の職は、一般職と特別職とに分

ける。 

２ 一般職は、特別職に属する職以外の一切の職と

する。 

３ 特別職は、次に掲げる職とする。 

一 就任について公選又は地方公共団体の議会の

選挙、議決若しくは同意によることを必要とす

る職 

一の二 地方公営企業の管理者及び企業団の企業

長の職 

二 法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは

地方公共団体の機関の定める規程により設けら

れた委員及び委員会(審議会その他これに準ず

るものを含む。)の構成員の職で臨時又は非常勤

のもの 

二の二 都道府県労働委員会の委員の職で常勤の

もの 

三 臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託

員及びこれらの者に準ずる者の職(専門的な知

識経験又は識見を有する者が就く職であつて、

当該知識経験又は識見に基づき、助言、調査、

診断その他総務省令で定める事務を行うものに

限る｡) 

三の二 投票管理者、開票管理者、選挙長、選挙

分会長、審査分会長、国民投票分会長、投票立

会人、開票立会人、選挙立会人、審査分会立会

人、国民投票分会立会人その他総務省令で定め

る者の職 

四 地方公共団体の長、議会の議長その他地方公

共団体の機関の長の秘書の職で条例で指定する

もの 

五 非常勤の消防団員及び水防団員の職 

六 特定地方独立行政法人の役員 

 

地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律(抄) 

 
公 布 ： 昭和 31年 ６月 30日 

改 正 ： 令和 ５年 ５月 ８日 

施 行 ： 令和 ７年 ６月 １日 

 

第一章 総則 

(この法律の趣旨) 

第一条 この法律は、教育委員会の設置、学校その

他の教育機関の職員の身分取扱その他地方公共団

体における教育行政の組織及び運営の基本を定め

ることを目的とする。 

(基本理念) 

第一条の二 地方公共団体における教育行政は、教

育基本法(平成十八年法律第百二十号)の趣旨にの

つとり、教育の機会均等、教育水準の維持向上及

び地域の実情に応じた教育の振興が図られるよう、

国との適切な役割分担及び相互の協力の下、公正

かつ適正に行われなければならない。 

(大綱の策定等) 

第一条の三 地方公共団体の長は、教育基本法第十七条

第一項に規定する基本的な方針を参酌し、その地域の

実情に応じ、当該地方公共団体の教育、学術及び文化

の振興に関する総合的な施策の大綱(以下単に「大綱」

という｡)を定めるものとする。 

２ 地方公共団体の長は、大綱を定め、又はこれを変更

しようとするときは、あらかじめ、次条第一項の総合

教育会議において協議するものとする。 

３ 地方公共団体の長は、大綱を定め、又はこれを変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。 

４ 第一項の規定は、地方公共団体の長に対し、第二十

一条に規定する事務を管理し、又は執行する権限を与

えるものと解釈してはならない。 

(総合教育会議) 

第一条の四 地方公共団体の長は、大綱の策定に関する

協議及び次に掲げる事項についての協議並びにこれら

に関する次項各号に掲げる構成員の事務の調整を行う

ため、総合教育会議を設けるものとする。 
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一 教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実

情に応じた教育、学術及び文化の振興を図るため重

点的に講ずべき施策 

二 児童、生徒等の生命又は身体に現に被害が生じ、

又はまさに被害が生ずるおそれがあると見込まれる

場合等の緊急の場合に講ずべき措置 

２ 総合教育会議は、次に掲げる者をもつて構成する。 

一 地方公共団体の長 

二 教育委員会 

３ 総合教育会議は、地方公共団体の長が招集する。 

４ 教育委員会は、その権限に属する事務に関して協議

する必要があると思料するときは、地方公共団体の長

に対し、協議すべき具体的事項を示して、総合教育会

議の招集を求めることができる。 

５ 総合教育会議は、第一項の協議を行うに当たつて必

要があると認めるときは、関係者又は学識経験を有す

る者から、当該協議すべき事項に関して意見を聴くこ

とができる。 

６ 総合教育会議は、公開する。ただし、個人の秘密を

保つため必要があると認めるとき、又は会議の公正が

害されるおそれがあると認めるときその他公益上必要

があると認めるときは、この限りでない。 

７ 地方公共団体の長は、総合教育会議の終了後、遅滞

なく、総合教育会議の定めるところにより、その議事

録を作成し、これを公表するよう努めなければならな

い。 

８ 総合教育会議においてその構成員の事務の調整が行

われた事項については、当該構成員は、その調整の結

果を尊重しなければならない。 

９ 前各項に定めるもののほか、総合教育会議の運営に

関し必要な事項は、総合教育会議が定める。 

第二章 教育委員会の設置及び組織 

第一節 教育委員会の設置、教育長及び委 

員並びに会議 

(教育長) 

第十三条 教育長は、教育委員会の会務を総理し、

教育委員会を代表する。 

２ 教育長に事故があるとき、又は教育長が欠けた

ときは、あらかじめその指名する委員がその職務

を行う。 

(会議) 

第十四条 教育委員会の会議は、教育長が招集する。 

２ 教育長は、委員の定数の三分の一以上の委員か

ら会議に付議すべき事件を示して会議の招集を請

求された場合には、遅滞なく、これを招集しなけ

ればならない。 

３ 教育委員会は、教育長及び在任委員の過半数が

出席しなければ、会議を開き、議決をすることが

できない。ただし、第六項の規定による除斥のた

め過半数に達しないとき、又は同一の事件につき

再度招集しても、なお過半数に達しないときは、

この限りでない。 

４ 教育委員会の会議の議事は、第七項ただし書の

発議に係るものを除き、出席者の過半数で決し、

可否同数のときは、教育長の決するところによる。 

５ 教育長に事故があり、又は教育長が欠けた場合

の前項の規定の適用については、前条第二項の規

定により教育長の職務を行う者は、教育長とみな

す。 

６ 教育委員会の教育長及び委員は、自己、配偶者

若しくは三親等以内の親族の一身上に関する事件

又は自己若しくはこれらの者の従事する業務に直

接の利害関係のある事件については、その議事に

参与することができない。ただし、教育委員会の

同意があるときは、会議に出席し、発言すること

ができる。 

７ 教育委員会の会議は、公開する。ただし、人事

に関する事件その他の事件について、教育長又は

委員の発議により、出席者の三分の二以上の多数

で議決したときは、これを公開しないことができ

る。 

８ 前項ただし書の教育長又は委員の発議は、討論

を行わないでその可否を決しなければならない。 

９ 教育長は、教育委員会の会議の終了後、遅滞な

く、教育委員会規則で定めるところにより、その

議事録を作成し、これを公表するよう努めなけれ

ばならない。 

第二節 事務局 

(事務局) 

第十七条 教育委員会の権限に属する事務を処理さ

せるため、教育委員会に事務局を置く。 

２ 教育委員会の事務局の内部組織は、教育委員会

規則で定める。 

(指導主事その他の職員) 

第十八条 都道府県に置かれる教育委員会(以下「都

道府県委員会」という。)の事務局に、指導主事、

事務職員及び技術職員を置くほか、所要の職員を

置く。 

２ 市町村に置かれる教育委員会(以下「市町村委員

会」という。)の事務局に、前項の規定に準じて指

導主事その他の職員を置く。 

３ 指導主事は、上司の命を受け、学校(学校教育法

(昭和二十二年法律第二十六号)第一条に規定する

学校及び就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律(平成十八年法

律第七十七号)第二条第七項に規定する幼保連携

型認定こども園(以下「幼保連携型認定こども園」

という。)をいう。以下同じ。)における教育課程、

学習指導その他学校教育に関する専門的事項の指

導に関する事務に従事する。 

４ 指導主事は、教育に関し識見を有し、かつ、学

校における教育課程、学習指導その他学校教育に
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関する専門的事項について教養と経験がある者で

なければならない。指導主事は、大学以外の公立

学校(地方公共団体が設置する学校をいう。以下同

じ。)の教員(教育公務員特例法(昭和二十四年法律

第一号)第二条第二項に規定する教員をいう。以下

同じ。)をもつて充てることができる。 

５ 事務職員は、上司の命を受け、事務に従事する。 

６ 技術職員は、上司の命を受け、技術に従事する。 

７ 第一項及び第二項の職員は、教育委員会が任命

する。 

８ 教育委員会は、事務局の職員のうち所掌事務に

係る教育行政に関する相談に関する事務を行う職

員を指定するものとする。 

９ 前各項に定めるもののほか、教育委員会の事務

局に置かれる職員に関し必要な事項は、政令で定

める。 

(事務局職員の定数) 

第十九条 前条第一項及び第二項に規定する事務局

の職員の定数は、当該地方公共団体の条例で定め

る。ただし、臨時又は非常勤の職員については、

この限りでない。 

(事務局職員の身分取扱い) 

第二十条 第十八条第一項及び第二項に規定する事

務局の職員の任免、人事評価、給与、懲戒、服務、

退職管理その他の身分取扱いに関する事項は、こ

の法律及び教育公務員特例法に特別の定めがある

ものを除き、地方公務員法の定めるところによる。 

第三章 教育委員会及び地方公共団体の長

の職務権限 

(教育委員会の職務権限) 

第二十一条 教育委員会は、当該地方公共団体が処

理する教育に関する事務で、次に掲げるものを管

理し、及び執行する。 

一 教育委員会の所管に属する第三十条に規定す

る学校その他の教育機関(以下「学校その他の教

育機関」という｡)の設置、管理及び廃止に関す

ること。 

二 教育委員会の所管に属する学校その他の教育

機関の用に供する財産(以下「教育財産」とい

う｡)の管理に関すること。 

三 教育委員会及び教育委員会の所管に属する学

校その他の教育機関の職員の任免その他の人事

に関すること。 

四 学齢生徒及び学齢児童の就学並びに生徒、児

童及び幼児の入学、転学及び退学に関するこ

と。 

五 教育委員会の所管に属する学校の組織編制、

教育課程、学習指導、生徒指導及び職業指導に

関すること。 

六 教科書その他の教材の取扱いに関すること。 

七 校舎その他の施設及び教具その他の設備の整 

備に関すること。 

八 校長、教員その他の教育関係職員の研修に関

すること。 

九 校長、教員その他の教育関係職員並びに生

徒、児童及び幼児の保健、安全、厚生及び福利

に関すること。 

十 教育委員会の所管に属する学校その他の教育

機関の環境衛生に関すること。 

十一 学校給食に関すること。 

十二 青少年教育、女性教育及び公民館の事業そ

の他社会教育に関すること。 

十三 スポーツに関すること。 

十四 文化財の保護に関すること。 

十五 ユネスコ活動に関すること。 

十六 教育に関する法人に関すること。 

十七 教育に係る調査及び基幹統計その他の統計

に関すること。 

十八 所掌事務に係る広報及び所掌事務に係る教

育行政に関する相談に関すること。 

十九 前各号に掲げるもののほか、当該地方公共

団体の区域内における教育に関する事務に関す

ること。 

(長の職務権限) 

第二十二条 地方公共団体の長は、大綱の策定に関

する事務のほか、次に掲げる教育に関する事務を

管理し、及び執行する。 

一 大学に関すること。 

二 幼保連携型認定こども園に関すること。 

三 私立学校に関すること。 

四 教育財産を取得し、及び処分すること。 

五 教育委員会の所掌に係る事項に関する契約を

結ぶこと。 

六 前号に掲げるもののほか、教育委員会の所掌

に係る事項に関する予算を執行すること。 

(職務権限の特例) 

第二十三条 前二条の規定にかかわらず、地方公共

団体は、前条各号に掲げるもののほか、条例の定

めるところにより、当該地方公共団体の長が、次

の各号に掲げる教育に関する事務のいずれか又は

全てを管理し、及び執行することとすることがで

きる。 

 一 図書館、博物館、公民館その他の社会教育に

関する教育機関のうち当該条例で定めるもの

（以下「特定社会教育機関」という｡)の設置、

管理及び廃止に関すること（第二十一条第七号

から第九号まで及び第十二号に掲げる事務のう

ち、特定社会教育機関のみに係るものを含む｡)。 

二 スポーツに関すること(学校における体育に

関することを除く｡)。 

三 文化に関すること(次号に掲げるものを除

く｡)。 
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四 文化財の保護に関すること。 

２ 地方公共団体の議会は、前項の条例の制定又は

改廃の議決をする前に、当該地方公共団体の教育

委員会の意見を聴かなければならない。 

(事務処理の法令準拠) 

第二十四条 教育委員会及び地方公共団体の長は、

それぞれ前三条の事務を管理し、及び執行するに

当たつては、法令、条例、地方公共団体の規則並

びに地方公共団体の機関の定める規則及び規程に

基づかなければならない。 

(事務の委任等) 

第二十五条 教育委員会は、教育委員会規則で定め

るところにより、その権限に属する事務の一部を

教育長に委任し、又は教育長をして臨時に代理さ

せることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事務は、

教育長に委任することができない。 

一 教育に関する事務の管理及び執行の基本的な

方針に関すること。 

二 教育委員会規則その他教育委員会の定める規

程の制定又は改廃に関すること。 

三 教育委員会の所管に属する学校その他の教育

機関の設置及び廃止に関すること。 

四 教育委員会及び教育委員会の所管に属する学

校その他の教育機関の職員の任免その他の人事

に関すること。 

五 次条の規定による点検及び評価に関すること。 

六 第二十七条及び第二十九条に規定する意見の

申出に関すること。 

３ 教育長は、教育委員会規則で定めるところによ

り、第一項の規定により委任された事務又は臨時

に代理した事務の管理及び執行の状況を教育委員

会に報告しなければならない。 

４ 教育長は、第一項の規定により委任された事務

その他その権限に属する事務の一部を事務局の職

員若しくは教育委員会の所管に属する学校その他

の教育機関の職員(以下この項及び次条第一項に

おいて「事務局職員等」という｡)に委任し、又は

事務局職員等をして臨時に代理させることができ

る。 

(教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検

及び評価等) 

第二十六条 教育委員会は、毎年、その権限に属す

る事務(前条第一項の規定により教育長に委任さ

れた事務その他教育長の権限に属する事務(同条

第四項の規定により事務局職員等に委任された事

務を含む｡)を含む｡)の管理及び執行の状況につい

て点検及び評価を行い、その結果に関する報告書

を作成し、これを議会に提出するとともに、公表

しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当

たつては、教育に関し学識経験を有する者の知見

の活用を図るものとする。 

(幼保連携型認定こども園に関する意見聴取) 

第二十七条 地方公共団体の長は、当該地方公共団

体が設置する幼保連携型認定こども園に関する事

務のうち、幼保連携型認定こども園における教育

課程に関する基本的事項の策定その他の当該地方

公共団体の教育委員会の権限に属する事務と密接

な関連を有するものとして当該地方公共団体の規

則で定めるものの実施に当たつては、当該教育委

員会の意見を聴かなければならない。 

２ 地方公共団体の長は、前項の規則を制定し、又

は改廃しようとするときは、あらかじめ、当該地

方公共団体の教育委員会の意見を聴かなければな

らない。 

(幼保連携型認定こども園に関する意見の陳述) 

第二十七条の二 教育委員会は、当該地方公共団体

が設置する幼保連携型認定こども園に関する事務

の管理及び執行について、その職務に関して必要

と認めるときは、当該地方公共団体の長に対し、

意見を述べることができる。 

(幼保連携型認定こども園に関する資料の提供等) 

第二十七条の三 教育委員会は、前二条の規定によ

る権限を行うため必要があるときは、当該地方公

共団体の長に対し、必要な資料の提供その他の協

力を求めることができる。 

(幼保連携型認定こども園に関する事務に係る教

育委員会の助言又は援助) 

第二十七条の四 地方公共団体の長は、第二十二条

第二号に掲げる幼保連携型認定こども園に関する

事務を管理し、及び執行するに当たり、必要と認

めるときは、当該地方公共団体の教育委員会に対

し、学校教育に関する専門的事項について助言又

は援助を求めることができる。 

(私立学校に関する事務に係る都道府県委員会の

助言又は援助) 

第二十七条の五 都道府県知事は、第二十二条第三

号に掲げる私立学校に関する事務を管理し、及び

執行するに当たり、必要と認めるときは、当該都

道府県委員会に対し、学校教育に関する専門的事

項について助言又は援助を求めることができる。 

(教育財産の管理等) 

第二十八条 教育財産は、地方公共団体の長の総括

の下に、教育委員会が管理するものとする。 

２ 地方公共団体の長は、教育委員会の申出をまつ

て、教育財産の取得を行うものとする。 

３ 地方公共団体の長は、教育財産を取得したとき

は、すみやかに教育委員会に引き継がなければな

らない。 

(教育委員会の意見聴取) 

第二十九条 地方公共団体の長は、歳入歳出予算の 
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うち教育に関する事務に係る部分その他特に教育

に関する事務について定める議会の議決を経るべ

き事件の議案を作成する場合においては、教育委

員会の意見をきかなければならない。 

第四章 教育機関 

第一節 通則 

(教育機関の設置) 

第三十条 地方公共団体は、法律で定めるところに

より、学校、図書館、博物館、公民館その他の教

育機関を設置するほか、条例で、教育に関する専

門的、技術的事項の研究又は教育関係職員の研修、

保健若しくは福利厚生に関する施設その他の必要

な教育機関を設置することができる。 

(教育機関の職員) 

第三十一条 前条に規定する学校に、法律で定める

ところにより、学長、校長、園長、教員、事務職

員、技術職員その他の所要の職員を置く。 

２ 前条に規定する学校以外の教育機関に、法律又

は条例で定めるところにより、事務職員、技術職

員その他の所要の職員を置く。 

３ 前二項に規定する職員の定数は、この法律に特

別の定がある場合を除き、当該地方公共団体の条

例で定めなければならない。ただし、臨時又は非

常勤の職員については、この限りでない。 

(教育機関の所管) 

第三十二条 学校その他の教育機関のうち、大学及

び幼保連携型認定こども園は地方公共団体の長が、

その他のものは教育委員会が所管する。ただし、

特定社会教育機関並びに第二十三条第一項第二号

から第四号までに掲げる事務のうち同項の条例の

定めるところにより地方公共団体の長が管理し、

及び執行することとされたもののみに係る教育機

関は、地方公共団体の長が所管する。 

(学校等の管理) 

第三十三条 教育委員会は、法令又は条例に違反し

ない限りにおいて、その所管に属する学校その他

の教育機関の施設、設備、組織編制、教育課程、

教材の取扱いその他の管理運営の基本的事項につ

いて、必要な教育委員会規則を定めるものとする。

この場合において、当該教育委員会規則で定めよ

うとする事項のうち、その実施のためには新たに

予算を伴うこととなるものについては、教育委員

会は、あらかじめ当該地方公共団体の長に協議し

なければならない。 

２ 前項の場合において、教育委員会は、学校にお

ける教科書以外の教材の使用について、あらかじ

め、教育委員会に届け出させ、又は教育委員会の

承認を受けさせることとする定めを設けるものと

する。 

３ 第二十三条第一項の条例の定めるところにより

同項第一号に掲げる事務を管理し、及び執行する

こととされた地方公共団体の長は、法令又は条例

に違反しない限りにおいて、特定社会教育機関の

施設、設備、組織編制その他の管理運営の基本的

事項について、必要な地方公共団体の規則を定め

るものとする。この場合において、当該規則で定

めようとする事項については、当該地方公共団体

の長は、あらかじめ当該地方公共団体の教育委員

会に協議しなければならない。 

(教育機関の職員の任命) 

第三十四条 教育委員会の所管に属する学校その他

の教育機関の校長、園長、教員、事務職員、技術

職員その他の職員は、この法律に特別の定がある

場合を除き、教育委員会が任命する。 

(職員の身分取扱い) 

第三十五条 第三十一条第一項又は第二項に規定す

る職員の任免、人事評価、給与、懲戒、服務、退

職管理その他の身分取扱いに関する事項は、この

法律及び他の法律に特別の定めがある場合を除き、

地方公務員法の定めるところによる。 

(所属職員の進退に関する意見の申出) 

第三十六条 学校その他の教育機関の長は、この法

律及び教育公務員特例法に特別の定がある場合を

除き、その所属の職員の任免その他の進退に関す

る意見を任命権者に対して申し出ることができる。

この場合において、大学附置の学校の校長にあつ

ては、学長を経由するものとする。 

第四節 学校運営協議会 

第四十七条の五 教育委員会は、教育委員会規則で

定めるところにより、その所管に属する学校ごと

に、当該学校の運営及び当該運営への必要な支援

に関して協議する機関として、学校運営協議会を

置くように努めなければならない。ただし、二以

上の学校の運営に関し相互に密接な連携を図る必

要がある場合として文部科学省令で定める場合に

は、二以上の学校について一の学校運営協議会を

置くことができる。 

２ 学校運営協議会の委員は、次に掲げる者につい

て、教育委員会が任命する。 

一 対象学校(当該学校運営協議会が、その運営及

び当該運営への必要な支援に関して協議する学

校をいう。以下この条において同じ｡)の所在す

る地域の住民 

二 対象学校に在籍する生徒、児童又は幼児の保

護者 

三 社会教育法(昭和二十四年法律第二百七号)第

九条の七第一項に規定する地域学校協働活動推

進員その他の対象学校の運営に資する活動を行

う者 

四 その他当該教育委員会が必要と認める者 

３ 対象学校の校長は、前項の委員の任命に関する

意見を教育委員会に申し出ることができる。 
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４ 対象学校の校長は、当該対象学校の運営に関し

て、教育課程の編成その他教育委員会規則で定め

る事項について基本的な方針を作成し、当該対象

学校の学校運営協議会の承認を得なければならな

い。 

５ 学校運営協議会は、前項に規定する基本的な方

針に基づく対象学校の運営及び当該運営への必要

な支援に関し、対象学校の所在する地域の住民、

対象学校に在籍する生徒、児童又は幼児の保護者

その他の関係者の理解を深めるとともに、対象学

校とこれらの者との連携及び協力の推進に資する

ため、対象学校の運営及び当該運営への必要な支

援に関する協議の結果に関する情報を積極的に提

供するよう努めるものとする。 

６ 学校運営協議会は、対象学校の運営に関する事

項(次項に規定する事項を除く｡)について、教育委

員会又は校長に対して、意見を述べることができ

る。 

７ 学校運営協議会は、対象学校の職員の採用その

他の任用に関して教育委員会規則で定める事項に

ついて、当該職員の任命権者に対して意見を述べ

ることができる。この場合において、当該職員が

県費負担教職員(第五十五条第一項又は第六十一

条第一項の規定により市町村委員会がその任用に

関する事務を行う職員を除く｡)であるときは、市

町村委員会を経由するものとする。 

８ 対象学校の職員の任命権者は、当該職員の任用

に当たつては、前項の規定により述べられた意見

を尊重するものとする。 

９ 教育委員会は、学校運営協議会の運営が適正を

欠くことにより、対象学校の運営に現に支障が生

じ、又は生ずるおそれがあると認められる場合に

おいては、当該学校運営協議会の適正な運営を確

保するために必要な措置を講じなければならない。 

10 学校運営協議会の委員の任免の手続及び任期、

学校運営協議会の議事の手続その他学校運営協議

会の運営に関し必要な事項については、教育委員

会規則で定める。 

第五章 文部科学大臣及び教育委員会相互間

の関係等 

(文部科学大臣又は都道府県委員会の指導、助言及

び援助) 

第四十八条 地方自治法第二百四十五条の四第一項

の規定によるほか、文部科学大臣は都道府県又は

市町村に対し、都道府県委員会は市町村に対し、

都道府県又は市町村の教育に関する事務の適正な

処理を図るため、必要な指導、助言又は援助を行

うことができる。 

２ 前項の指導、助言又は援助を例示すると、おお

むね次のとおりである。 

一 学校その他の教育機関の設置及び管理並びに

整備に関し、指導及び助言を与えること。 

二 学校の組織編制、教育課程、学習指導、生徒

指導、職業指導、教科書その他の教材の取扱い

その他学校運営に関し、指導及び助言を与える

こと。 

三 学校における保健及び安全並びに学校給食に

関し、指導及び助言を与えること。 

四 教育委員会の委員及び校長、教員その他の教

育関係職員の研究集会、講習会その他研修に関

し、指導及び助言を与え、又はこれらを主催す

ること。 

五 生徒及び児童の就学に関する事務に関し、指

導及び助言を与えること。 

六 青少年教育、女性教育及び公民館の事業その

他社会教育の振興並びに芸術の普及及び向上に

関し、指導及び助言を与えること。 

七 スポーツの振興に関し、指導及び助言を与え

ること。 

八 指導主事、社会教育主事その他の職員を派遣

すること。 

九 教育及び教育行政に関する資料、手引書等を

作成し、利用に供すること。 

十 教育に係る調査及び統計並びに広報及び教育

行政に関する相談に関し、指導及び助言を与え

ること。 

十一 教育委員会の組織及び運営に関し、指導及

び助言を与えること。 

３ 文部科学大臣は、都道府県委員会に対し、第一

項の規定による市町村に対する指導、助言又は援

助に関し、必要な指示をすることができる。 

４ 地方自治法第二百四十五条の四第三項の規定に

よるほか、都道府県知事又は都道府県委員会は文

部科学大臣に対し、市町村長又は市町村委員会は

文部科学大臣又は都道府県委員会に対し、教育に

関する事務の処理について必要な指導、助言又は

援助を求めることができる。 

(是正の要求の方式) 

第四十九条 文部科学大臣は、都道府県委員会又は

市町村委員会の教育に関する事務の管理及び執行

が法令の規定に違反するものがある場合又は当該

事務の管理及び執行を怠るものがある場合におい

て、児童、生徒等の教育を受ける機会が妨げられ

ていることその他の教育を受ける権利が侵害され

ていることが明らかであるとして地方自治法第二

百四十五条の五第一項若しくは第四項の規定によ

る求め又は同条第二項の指示を行うときは、当該

教育委員会が講ずべき措置の内容を示して行うも

のとする。 

(文部科学大臣の指示) 

第五十条 文部科学大臣は、都道府県委員会又は市

町村委員会の教育に関する事務の管理及び執行が
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法令の規定に違反するものがある場合又は当該事

務の管理及び執行を怠るものがある場合において、

児童、生徒等の生命又は身体に現に被害が生じ、

又はまさに被害が生ずるおそれがあると見込まれ、

その被害の拡大又は発生を防止するため、緊急の

必要があるときは、当該教育委員会に対し、当該

違反を是正し、又は当該怠る事務の管理及び執行

を改めるべきことを指示することができる。ただ

し、他の措置によつては、その是正を図ることが

困難である場合に限る。 

(文部科学大臣の通知) 

第五十条の二 文部科学大臣は、第四十九条に規定

する求め若しくは指示又は前条の規定による指示

を行つたときは、遅滞なく、当該地方公共団体(第

四十九条に規定する指示を行つたときにあつては、

当該指示に係る市町村)の長及び議会に対して、そ

の旨を通知するものとする。 

(文部科学大臣及び教育委員会相互間の関係) 

第五十一条 文部科学大臣は都道府県委員会又は市

町村委員会相互の間の、都道府県委員会は市町村

委員会相互の間の連絡調整を図り、並びに教育委

員会は、相互の間の連絡を密にし、及び文部科学

大臣又は他の教育委員会と協力し、教職員の適正

な配置と円滑な交流及び教職員の勤務能率の増進

を図り、もつてそれぞれその所掌する教育に関す

る事務の適正な執行と管理に努めなければならな

い。 

第五十二条 削除 

(調査) 

第五十三条 文部科学大臣又は都道府県委員会は、

第四十八条第一項及び第五十一条の規定による権

限を行うため必要があるときは、地方公共団体の

長又は教育委員会が管理し、及び執行する教育に

関する事務について、必要な調査を行うことがで

きる。 

２ 文部科学大臣は、前項の調査に関し、都道府県

委員会に対し、市町村長又は市町村委員会が管理

し、及び執行する教育に関する事務について、そ

の特に指定する事項の調査を行うよう指示をする

ことができる。 

(資料及び報告) 

第五十四条 教育行政機関は、的確な調査、統計そ

の他の資料に基いて、その所掌する事務の適切か

つ合理的な処理に努めなければならない。 

２ 文部科学大臣は地方公共団体の長又は教育委員

会に対し、都道府県委員会は市町村長又は市町村

委員会に対し、それぞれ都道府県又は市町村の区

域内の教育に関する事務に関し、必要な調査、統

計その他の資料又は報告の提出を求めることがで

きる。 

(幼保連携型認定こども園に係る事務の処理に関す 

る指導、助言及び援助等) 

第五十四条の二 地方公共団体の長が管理し、及び執

行する当該地方公共団体が設置する幼保連携型認定

こども園に関する事務に係る第四十八条から第五十

条の二まで、第五十三条及び前条第二項の規定の適

用については、これらの規定(第四十八条第四項を

除く｡)中「都道府県委員会」とあるのは「都道府県

知事」と、第四十八条第四項中「都道府県委員会

に」とあるのは「都道府県知事に」と、第四十九条

及び第五十条中「市町村委員会」とあるのは「市町

村長」と、「当該教育委員会」とあるのは「当該地

方公共団体の長」と、第五十条の二中「長及び議

会」とあるのは「議会」と、第五十三条第一項中

「第四十八条第一項及び第五十一条」とあるのは

「第四十八条第一項」と、「地方公共団体の長又は

教育委員会」とあるのは「地方公共団体の長」と、

同条第二項中「市町村長又は市町村委員会」とある

のは「市町村長」と、前条第二項中「地方公共団体

の長又は教育委員会」とあるのは「地方公共団体の

長」と、「市町村長又は市町村委員会」とあるのは

「市町村長」とする。 

(職務権限の特例に係る事務の処理に関する指導、

助言及び援助等) 

第五十四条の三 第二十三条第一項の条例の定める

ところにより都道府県知事が管理し、及び執行す

る事務に係る第四十八条、第五十三条及び第五十

四条第二項の規定の適用については、これらの規

定(第四十八条第四項を除く｡)中「都道府県委員会」

とあるのは「都道府県知事」と、第四十八条第四

項中「都道府県委員会に」とあるのは「都道府県

知事に」と、第五十三条第一項中「第四十八条第

一項及び第五十一条」とあるのは「第四十八条第

一項」とする。 

(条例による事務処理の特例) 

第五十五条 都道府県は、都道府県委員会の権限に

属する事務の一部を、条例の定めるところにより、

市町村が処理することとすることができる。この

場合においては、当該市町村が処理することとさ

れた事務は、当該市町村の教育委員会が管理し及

び執行するものとする。 

２ 前項の条例を制定し又は改廃する場合において

は、都道府県知事は、あらかじめ、当該都道府県

委員会の権限に属する事務の一部を処理し又は処

理することとなる市町村の長に協議しなければな

らない。 

３ 市町村長は、前項の規定による協議を受けたと

きは、当該市町村委員会に通知するとともに、そ

の意見を踏まえて当該協議に応じなければならな

い。ただし、第二十三条第一項の条例の定めると

ころにより、当該市町村委員会が、当該市町村が

処理し又は処理することとする事務の全てを管理
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し、及び執行しない場合は、この限りでない。 

４ 都道府県の議会は、第一項の条例の制定又は改

廃の議決をする前に、当該都道府県委員会の意見

を聴かなければならない。 

５ 第一項の規定により都道府県委員会の権限に属

する事務(都道府県の教育委員会規則に基づくも

のに限る｡)の一部を市町村が処理し又は処理する

こととする場合であつて、同項の条例の定めると

ころにより教育委員会規則に委任して当該事務の

範囲を定める場合には、都道府県委員会は、当該

教育委員会規則を制定し又は改廃しようとすると

きは、あらかじめ、当該事務を処理し又は処理す

ることとなる市町村委員会に協議しなければなら

ない。この場合において、当該事務が第二十三条

第一項の条例の定めるところにより当該市町村の

長が処理し又は処理することとなるものであると

きは、当該協議を受けた市町村委員会は、当該市

町村長に通知するとともに、その意見を踏まえて

当該協議に応じなければならない。 

６ 市町村の長は、その議会の議決を経て、都道府

県知事に対し、第一項の規定により当該都道府県

委員会の権限に属する事務の一部を当該市町村が

処理することとするよう要請することができる。 

７ 前項の規定による要請があつたときは、都道府

県知事は、速やかに、当該都道府県委員会に通知

するとともに、その意見を踏まえて当該市町村の

長と協議しなければならない。 

８ 市町村の議会は、第六項の議決をする前に、当

該市町村委員会の意見を聴かなければならない。

ただし、第二十三条第一項の条例の定めるところ

により、当該市町村委員会が、第六項の要請に係

る事務の全てを管理し、及び執行しない場合は、

この限りでない。 

９ 地方自治法第二百五十二条の十七の三並びに第

二百五十二条の十七の四第一項及び第三項から第

七項までの規定は、第一項の条例の定めるところ

により、都道府県委員会の権限に属する事務の一

部を市町村が処理する場合について準用する。こ

の場合において、これらの規定中「規則」とある

のは「教育委員会規則」と、「都道府県知事」とあ

るのは「都道府県教育委員会」と、「市町村長」と

あるのは「市町村教育委員会(地方教育行政の組織

及び運営に関する法律(昭和三十一年法律第百六

十二号)第二十三条第一項の条例の定めるところ

により当該市町村の長が管理し、及び執行する事

務については、市町村長)」と読み替えるものとす

る。 

１０ 第二十三条第一項の条例の定めるところによ

り都道府県知事が管理し、及び執行する事務につ

いては、当該事務を都道府県委員会が管理し、及

び執行する事務とみなして、第一項から第三項ま

で及び第六項から前項までの規定を適用する。こ

の場合において、第七項中「速やかに、当該都道

府県委員会に通知するとともに、その意見を踏ま

えて」とあるのは「速やかに、」と、前項中「これ

らの規定中「規則」とあるのは「教育委員会規則」

と、「都道府県知事」とあるのは「都道府県教育委

員会」と、」とあるのは「同条第四項中」とする。 

(市町村の教育行政の体制の整備及び充実) 

第五十五条の二 市町村は、近隣の市町村と協力し

て地域における教育の振興を図るため、地方自治

法第二百五十二条の七第一項の規定による教育委

員会の共同設置その他の連携を進め、地域におけ

る教育行政の体制の整備及び充実に努めるものと

する。 

２ 文部科学大臣及び都道府県委員会は、市町村の

教育行政の体制の整備及び充実に資するため、必

要な助言、情報の提供その他の援助を行うよう努

めなければならない。 

 

子どもの読書活動の推進に関する法律 

 
公 布 ： 平成 13年 12月 12日 

施 行 ： 平成 13年 12月 12日 

 

 (目的) 

第一条 この法律は、子どもの読書活動の推進に関

し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体

の責務等を明らかにするとともに、子どもの読書

活動の推進に関する必要な事項を定めることによ

り、子どもの読書活動の推進に関する施策を総合

的かつ計画的に推進し、もって子どもの健やかな

成長に資することを目的とする。 

(基本理念) 

第二条 子ども(おおむね十八歳以下の者をいう。

以下同じ｡)の読書活動は、子どもが、言葉を学

び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊かな

ものにし、人生をより深く生きる力を身に付けて

いく上で欠くことのできないものであることにか

んがみ、すべての子どもがあらゆる機会とあらゆ

る場所において自主的に読書活動を行うことがで

きるよう、積極的にそのための環境の整備が推進

されなければならない。 

(国の責務) 

第三条 国は、前条の基本理念(以下「基本理念」

という｡)にのっとり、子どもの読書活動の推進に

関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務

を有する。 

(地方公共団体の責務) 

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国 
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との連携を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、

子どもの読書活動の推進に関する施策を策定し、

及び実施する責務を有する。 

(事業者の努力) 

第五条 事業者は、その事業活動を行うに当たって

は、基本理念にのっとり、子どもの読書活動が推

進されるよう、子どもの健やかな成長に資する書

籍等の提供に努めるものとする。 

(保護者の役割) 

第六条 父母その他の保護者は、子どもの読書活動

の機会の充実及び読書活動の習慣化に積極的な役

割を果たすものとする。 

(関係機関等との連携強化) 

第七条 国及び地方公共団体は、子どもの読書活動

の推進に関する施策が円滑に実施されるよう、学

校、図書館その他の関係機関及び民間団体との連

携の強化その他必要な体制の整備に努めるものと

する。 

(子ども読書活動推進基本計画) 

第八条 政府は、子どもの読書活動の推進に関する

施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、子ど

もの読書活動の推進に関する基本的な計画(以下

「子ども読書活動推進基本計画」という｡)を策定

しなければならない。 

２ 政府は、子ども読書活動推進基本計画を策定し

たときは、遅滞なく、これを国会に報告するとと

もに、公表しなければならない。 

３ 前項の規定は、子ども読書活動推進基本計画の

変更について準用する。 

(都道府県子ども読書活動推進計画等) 

第九条 都道府県は、子ども読書活動推進基本計画

を基本とするとともに、当該都道府県における子

どもの読書活動の推進の状況等を踏まえ、当該都

道府県における子どもの読書活動の推進に関する

施策についての計画(以下「都道府県子ども読書

活動推進計画」という｡)を策定するよう努めなけ

ればならない。 

２ 市町村は、子ども読書活動推進基本計画(都道

府県子ども読書活動推進計画が策定されていると

きは、子ども読書活動推進基本計画及び都道府県

子ども読書活動推進計画)を基本とするととも

に、当該市町村における子どもの読書活動の推進

の状況等を踏まえ、当該市町村における子どもの

読書活動の推進に関する施策についての計画(以

下「市町村子ども読書活動推進計画」という｡)を

策定するよう努めなければならない。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県子ども読書活

動推進計画又は市町村子ども読書活動推進計画を

策定したときは、これを公表しなければならな

い。 

４ 前項の規定は、都道府県子ども読書活動推進計 

画又は市町村子ども読書活動推進計画の変更につ

いて準用する。 

(子ども読書の日) 

第十条 国民の間に広く子どもの読書活動について

の関心と理解を深めるとともに、子どもが積極的

に読書活動を行う意欲を高めるため、子ども読書

の日を設ける。 

２ 子ども読書の日は、四月二十三日とする。 

３ 国及び地方公共団体は、子ども読書の日の趣旨

にふさわしい事業を実施するよう努めなければな

らない。 

(財政上の措置等) 

第十一条 国及び地方公共団体は、子どもの読書活

動の推進に関する施策を実施するため必要な財政

上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものと

する。 

 

社会教育主事講習等規程 

 
公 布 ： 昭和 26年 ６月 21日 

改 正 ： 令和 ４年 ９月 30日 

施 行 ： 令和 ４年 10月 １日 

 

第一章 社会教育主事の講習 

(趣旨) 

第一条 社会教育法(昭和二十四年法律第二百七号。

以下「法」という。)第九条の五に規定する社会教

育主事の講習(この章中以下「講習」という。)に

ついては、この章の定めるところによる。 

(講習の受講資格者) 

第二条 講習を受けることができる者は、次の各号

のいずれかに該当するものとする。 

一 大学に二年以上在学して六十二単位以上を修

得した者、高等専門学校を卒業した者又は社会

教育法の一部を改正する法律(昭和二十六年法

律第十七号。以下「改正法」という｡)附則第二

項の規定に該当する者 

二 教育職員の普通免許状を有する者 

三 二年以上法第九条の四第一号イ及びロに規定

する職にあつた者又は同号ハに規定する業務に

従事した者 

四 四年以上法第九条の四第二号に規定する職に

あつた者 

五 その他文部科学大臣が前各号に掲げる者と同

等以上の資格を有すると認めた者 

(受講申込) 

第二条の二 講習を受講しようとする者は、講習を

実施する大学その他の教育機関に申込書を提出し

なければならない。 
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(科目の単位) 

第三条 社会教育主事となる資格を得ようとする者

は、講習において次の表に掲げるすべての科目の

単位を修得しなければならない。 

科目 単位数 

生涯学習概論 二 

生涯学習支援論 二 

社会教育経営論 二 

社会教育演習 二 

第四条及び第五条 削除 

(単位の計算方法) 

第六条 講習における単位の計算方法は、大学設置

基準(昭和三十一年文部省令第二十八号)第二十一

条第二項及び大学通信教育設置基準(昭和五十六

年文部省令第三十三号)第五条第一項に定める基

準によるものとする。 

(単位修得の認定) 

第七条 単位修得の認定は、講習を行う大学その他

の教育機関が試験、論文、報告書その他による成

績審査に合格した受講者に対して行う。 

２ 講習を行う大学その他の教育機関は、受講者が

すでに大学において第三条の規定により受講者が

修得すべき科目に相当する科目の単位を修得して

いる場合には、その単位修得をもつて同条の規定

により受講者が修得すべき科目の単位を修得した

ものと認定することができる。 

３ 講習を行う大学その他の教育機関は、受講者が、

文部科学大臣が別に定める学修で、第三条に規定

する科目の履修に相当するものを行つている場合

には、当該学修を当該科目の履修とみなし、当該

科目の単位の認定をすることができる。 

(修了証書の授与) 

第八条 講習を行う大学その他の教育機関の長は、

第三条の規定により八単位以上の単位を修得した

者に対して、講習の修了証書を与えるものとする。 

２ 講習を行う大学その他の教育機関の長は、前項

の規定により修了証書を与えたときは、修了者の

氏名等を文部科学大臣に報告しなければならない。 

３ 第一項に規定する修了証書を授与された者は、

社会教育士(講習)と称することができる。 

(講習の委嘱) 

第八条の二 法第九条の五第一項の規定により文部

科学大臣が大学その他の教育機関に講習を委嘱す

る場合には、その職員組織、施設及び設備の状況

並びに受講者に係る地域の状況等を勘案し、講習

を委嘱するのに適当と認められるものについて、

講習の科目、期間その他必要な事項を指定して行

うものとする。 

(実施細目) 

第九条 受講者の人数、選定の方法並びに講習を行

う大学その他の教育機関、講習の期間その他講習

実施の細目については、毎年インターネットの利

用その他の適切な方法により公示する。 

第二章 準ずる学校 

第十条 改正法附則第二項の規定において、文部科

学省令で定めるべきものとされている学校は、次

の各号に掲げるものとする。 

一 大正七年文部省令第三号第二条第二号により

指定した学校 

二 旧臨時教員養成所官制(明治三十五年勅令第

百号)の規定による臨時教員養成所 

三 その他文部科学大臣が短期大学と同程度以上

と認めた学校 

第三章 社会教育に関する科目の単位 

第十一条 法第九条の四第三号の規定により大学に

おいて修得すべき社会教育主事の養成に係る社会

教育に関する科目の単位は、次の表に掲げるもの

とする。 

科目 単位数 

生涯学習概論 四 

生涯学習支援論 四 

社会教育経営論 四 

社会教育特講 八 

社会教育実習 一 

社会教育演習、社会教育実習又は社会
教育課題研究のうち一以上の科目 三 

２ 前項の規定により修得すべき科目の単位のうち、

すでに大学において修得した科目の単位は、これ

をもつて、前項の規定により修得すべき科目の単

位に替えることができる。 

３ 第一項の規定により修得すべき科目の単位を全

て修得した者は、社会教育士(養成課程)と称する

ことができる。 

 

公民館の設置及び運営に関する基準 

 
公 布 ： 昭和 34年 12月 28日 

全部改正 ： 平成 15年 ６月 ６日 

施 行 ： 平成 15年 ６月 ６日 

 

(趣旨) 

第一条 この基準は、社会教育法(昭和二十四年法律

第二百七号)第二十三条の二第一項の規定に基づ

く公民館の設置及び運営上必要な基準であり、公

民館の健全な発達を図ることを目的とする。 

２ 公民館及びその設置者は、この基準に基づき、
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公民館の水準の維持及び向上に努めるものとする。 

(対象区域) 

第二条 公民館を設置する市(特別区を含む。以下同

じ｡)町村は、公民館活動の効果を高めるため、人

口密度、地形、交通条件、日常生活圏、社会教育

関係団体の活動状況等を勘案して、当該市町村の

区域内において、公民館の事業の主たる対象とな

る区域(第六条第二項において「対象区域」とい

う｡)を定めるものとする。 

(地域の学習拠点としての機能の発揮) 

第三条 公民館は、講座の開設、講習会の開催等を

自ら行うとともに、必要に応じて学校、社会教育

施設、社会教育関係団体、NPO(特定非営利活動促

進法(平成十年法律第七号)第二条第二項に規定す

る特定非営利活動法人をいう｡)その他の民間団体、

関係行政機関等と共同してこれらを行う等の方法

により、多様な学習機会の提供に努めるものとす

る。 

２ 公民館は、地域住民の学習活動に資するよう、

インターネットその他の高度情報通信ネットワー

クの活用等の方法により、学習情報の提供の充実

に努めるものとする。 

(地域の家庭教育支援拠点としての機能の発揮) 

第四条 公民館は、家庭教育に関する学習機会及び

学習情報の提供、相談及び助言の実施、交流機会

の提供等の方法により、家庭教育への支援の充実

に努めるものとする。 

(奉仕活動・体験活動の推進) 

第五条 公民館は、ボランティアの養成のための研

修会を開催する等の方法により、奉仕活動・体験

活動に関する学習機会及び学習情報の提供の充実

に努めるものとする。 

(学校、家庭及び地域社会との連携等) 

第六条 公民館は、事業を実施するに当たっては、

関係機関及び関係団体との緊密な連絡、協力等の

方法により、学校、家庭及び地域社会との連携の

推進に努めるものとする。 

２ 公民館は、その対象区域内に公民館に類似する

施設がある場合には、必要な協力及び支援に努め

るものとする。 

３ 公民館は、その実施する事業への青少年、高齢

者、障害者、乳幼児の保護者等の参加を促進する

よう努めるものとする。 

４ 公民館は、その実施する事業において、地域住

民等の学習の成果並びに知識及び技能を生かすこ

とができるよう努めるものとする。 

(地域の実情を踏まえた運営) 

第七条 公民館の設置者は、社会教育法第二十九条

第一項に規定する公民館運営審議会を置く等の方

法により、地域の実情に応じ、地域住民の意向を

適切に反映した公民館の運営がなされるよう努め

るものとする。 

２ 公民館は、開館日及び開館時間の設定に当たっ

ては、地域の実情を勘案し、夜間開館の実施等の

方法により、地域住民の利用の便宜を図るよう努

めるものとする。 

(職員) 

第八条 公民館に館長を置き、公民館の規模及び活

動状況に応じて主事その他必要な職員を置くよう

努めるものとする。 

２ 公民館の館長及び主事には、社会教育に関する

識見と経験を有し、かつ公民館の事業に関する専

門的な知識及び技術を有する者をもって充てるよ

う努めるものとする。 

３ 公民館の設置者は、館長、主事その他職員の資

質及び能力の向上を図るため、研修の機会の充実

に努めるものとする。 

(施設及び設備) 

第九条 公民館は、その目的を達成するため、地域

の実情に応じて、必要な施設及び設備を備えるも

のとする。 

２ 公民館は、青少年、高齢者、障害者、乳幼児の

保護者等の利用の促進を図るため必要な施設及び

設備を備えるよう努めるものとする。 

(事業の自己評価等) 

第十条 公民館は、事業の水準の向上を図り、当該

公民館の目的を達成するため、各年度の事業の状

況について、公民館運営審議会等の協力を得つつ、

自ら点検及び評価を行い、その結果を地域住民に

対して公表するよう努めるものとする。 

 

図書館の設置及び運営上の望ましい

基準(抄) 

公 布 ： 平成 13年 ７月 18日 

全部改正 ： 平成 24年 12月 19日 

施 行 ： 平成 24年 12月 19日 

 

第一 総則 

一 趣旨 

① この基準は、図書館法(昭和二十五年法律第

百十八号。以下「法」という｡)第七条の二の

規定に基づく図書館の設置及び運営上の望ま

しい基準であり、図書館の健全な発展に資す

ることを目的とする。 

② 図書館は、この基準を踏まえ、法第三条に

掲げる事項等の図書館サービスの実施に努め

なければならない。 

二 設置の基本 

① 市(特別区を含む。以下同じ｡)町村は、住民 

- 75 -



 

 

に対して適切な図書館サービスを行うことが

できるよう、住民の生活圏、図書館の利用圏

等を十分に考慮し、市町村立図書館及び分館

等の設置に努めるとともに、必要に応じ移動

図書館の活用を行うものとする。併せて、市

町村立図書館と公民館図書室等との連携を推

進することにより、当該市町村の全域サービ

ス網の整備に努めるものとする。 

② 都道府県は、都道府県立図書館の拡充に努

め、住民に対して適切な図書館サービスを行

うとともに、図書館未設置の町村が多く存在

することも踏まえ、当該都道府県内の図書館

サービスの全体的な進展を図る観点に立って、

市町村に対して市町村立図書館の設置及び運

営に関する必要な指導・助言等を行うものと

する。 

③ 公立図書館(法第二条第二項に規定する公

立図書館をいう。以下同じ｡)の設置に当たっ

ては、サービス対象地域の人口分布と人口構

成、面積、地形、交通網等を勘案して、適切な

位置及び必要な図書館施設の床面積、蔵書収

蔵能力、職員数等を確保するよう努めるもの

とする。 

三 運営の基本 

① 図書館の設置者は、当該図書館の設置の目

的を適切に達成するため、司書及び司書補の

確保並びに資質・能力の向上に十分留意しつ

つ、必要な管理運営体制の構築に努めるもの

とする。 

② 市町村立図書館は、知識基盤社会における

知識・情報の重要性を踏まえ、資料(電磁的記

録を含む。以下同じ｡)や情報の提供等の利用

者及び住民に対する直接的なサービスの実施

や、読書活動の振興を担う機関として、また、

地域の情報拠点として、利用者及び住民の要

望や社会の要請に応え、地域の実情に即した

運営に努めるものとする。 

③ 都道府県立図書館は、前項に規定する事項

に努めるほか、住民の需要を広域的かつ総合

的に把握して、資料及び情報を体系的に収集、

整理、保存及び提供すること等を通じて、市町

村立図書館に対する円滑な図書館運営の確保

のための援助に努めるとともに、当該都道府

県内の図書館間の連絡調整等の推進に努める

ものとする。 

④ 私立図書館(法第二条第二項に規定する私

立図書館をいう。以下同じ｡)は、当該図書館

を設置する法人の目的及び当該図書館の設置

の目的に基づき、広く公益に資するよう運営

を行うことが望ましい。 

⑤ 図書館の設置者は、当該図書館の管理を他 

の者に行わせる場合には、当該図書館の事業

の継続的かつ安定的な実施の確保、事業の水

準の維持及び向上、司書及び司書補の確保並

びに資質・能力の向上等が図られるよう、当該

管理者との緊密な連携の下に、この基準に定

められた事項が確実に実施されるよう努める

ものとする。 

四 連携・協力 

① 図書館は、高度化・多様化する利用者及び

住民の要望に対応するとともに、利用者及び

住民の学習活動を支援する機能の充実を図る

ため、資料や情報の相互利用などの他の施設・

団体等との協力を積極的に推進するよう努め

るものとする。 

② 図書館は、前項の活動の実施に当たっては、

図書館相互の連携のみならず、国立国会図書

館、地方公共団体の議会に附置する図書室、学

校図書館及び大学図書館等の図書施設、学校、

博物館及び公民館等の社会教育施設、関係行

政機関並びに民間の調査研究施設及び民間団

体等との連携にも努めるものとする。 

五 著作権等の権利の保護 

   図書館は、その運営に当たって、職員や利用

者が著作権法(昭和四十五年法律第四十八号)そ

の他の法令に規定する権利を侵害することのな

いよう努めるものとする。 

六 危機管理 

① 図書館は、事故、災害その他非常の事態に

よる被害を防止するため、当該図書館の特性

を考慮しつつ、想定される事態に係る危機管

理に関する手引書の作成、関係機関と連携し

た危機管理に関する訓練の定期的な実施その

他の十分な措置を講じるものとする。 

② 図書館は、利用者の安全の確保のため、防

災上及び衛生上必要な設備を備えるものとす 

る。 

第二 公立図書館 

一 市町村立図書館 

１ 管理運営 

(一)基本的運営方針及び事業計画 

① 市町村立図書館は、その設置の目的を

踏まえ、社会の変化や地域の実情に応じ、

当該図書館の事業の実施等に関する基本

的な運営の方針(以下「基本的運営方針」

という｡)を策定し、公表するよう努める

ものとする。 

② 市町村立図書館は、基本的運営方針を

踏まえ、図書館サービスその他図書館の

運営に関する適切な指標を選定し、これ

らに係る目標を設定するとともに、事業 

年度ごとに、当該事業年度の事業計画を 
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策定し、公表するよう努めるものとする。 

③ 市町村立図書館は、基本的運営方針並

びに前項の指標、目標及び事業計画の策

定に当たっては、利用者及び住民の要望

並びに社会の要請に十分留意するものと

する。 

(二)運営の状況に関する点検及び評価等 

① 市町村立図書館は、基本的運営方針に

基づいた運営がなされることを確保し、

その事業の水準の向上を図るため、各年

度の図書館サービスその他図書館の運営

の状況について、(一)の②の目標及び事

業計画の達成状況等に関し自ら点検及び

評価を行うよう努めなければならない。 

② 市町村立図書館は、前項の点検及び評

価のほか、当該図書館の運営体制の整備

の状況に応じ、図書館協議会(法第十四条

第一項に規定する図書館協議会をいう。

以下同じ｡)の活用その他の方法により、

学校教育又は社会教育の関係者、家庭教

育の向上に資する活動を行う者、図書館

の事業に関して学識経験のある者、図書

館の利用者、住民その他の関係者・第三

者による評価を行うよう努めるものとす

る。 

③ 市町村立図書館は、前二項の点検及び

評価の結果に基づき、当該図書館の運営

の改善を図るため必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

④ 市町村立図書館は、第一項及び第二項

の点検及び評価の結果並びに前項の措置

の内容について、インターネットその他

の高度情報通信ネットワーク(以下「イン

ターネット等」という｡)をはじめとした

多様な媒体を活用すること等により、積

極的に公表するよう努めなければならな

い。 

(三)広報活動及び情報公開 

市町村立図書館は、当該図書館に対する

住民の理解と関心を高め、利用者の拡大を

図るため、広報紙等の定期的な刊行やイン

ターネット等を活用した情報発信等、積極

的かつ計画的な広報活動及び情報公開に努

めるものとする。 

(四)開館日時等 

市町村立図書館は、利用者及び住民の利

用を促進するため、開館日・開館時間の設

定に当たっては、地域の実情や利用者及び

住民の多様な生活時間等に配慮するものと

する。また、移動図書館を運行する場合は、 

適切な周期による運行等に努めるものとす 

る。 

(五)図書館協議会 

① 市町村教育委員会(法第八条に規定する

特定地方公共団体である市町村の長がその

設置、管理及び廃止に関する事務を管理し、

及び執行することとされた図書館にあって

は、当該市町村の長。以下同じ｡)は、図書

館協議会を設置し、地域の実情を踏まえ、

利用者及び住民の要望を十分に反映した図

書館の運営がなされるよう努めるものとす

る。 

② 図書館協議会の委員には、法第十六条の

規定により条例で定める委員の任命の基準

に従いつつ、地域の実情に応じ、多様な人

材の参画を得るよう努めるものとする。 

(六)施設・設備 

① 市町村立図書館は、この基準に示す図書

館サービスの水準を達成するため、図書館

資料の開架・閲覧、保存、視聴覚資料の視

聴、情報の検索・レファレンスサービス、

集会・展示、事務管理等に必要な施設・設

備を確保するよう努めるものとする。 

② 市町村立図書館は、高齢者、障害者、乳

幼児とその保護者及び外国人その他特に配

慮を必要とする者が図書館施設を円滑に利

用できるよう、傾斜路や対面朗読室等の施

設の整備、拡大読書器等資料の利用に必要

な機器の整備、点字及び外国語による表示

の充実等に努めるとともに、児童・青少年

の利用を促進するため、専用スペースの確

保等に努めるものとする。 

２ 図書館資料 

(一)図書館資料の収集等 

① 市町村立図書館は、利用者及び住民の

要望、社会の要請並びに地域の実情に十

分留意しつつ、図書館資料の収集に関す

る方針を定め、公表するよう努めるもの

とする。 

② 市町村立図書館は、前項の方針を踏ま

え、充実した図書館サービスを実施する

上で必要となる十分な量の図書館資料を

計画的に整備するよう努めるものとする。

その際、郷土資料及び地方行政資料、新

聞の全国紙及び主要な地方紙並びに視聴

覚資料等多様な資料の整備にも努めるも

のとする。また、郷土資料及び地方行政

資料の電子化に努めるものとする。 

(二)図書館資料の組織化 

市町村立図書館は、利用者の利便性の向

上を図るため、図書館資料の分類、配架、

目録・索引の整備等による組織化に十分配
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慮するとともに、書誌データの整備に努め

るものとする。 

３ 図書館サービス 

(一)貸出サービス等 

市町村立図書館は、貸出サービスの充実

を図るとともに、予約制度や複写サービス

等の運用により利用者の多様な資料要求に

的確に応えるよう努めるものとする。 

(二)情報サービス 

① 市町村立図書館は、インターネット等

や商用データベース等の活用にも留意し

つつ、利用者の求めに応じ、資料の提供・

紹介及び情報の提示等を行うレファレン

スサービスの充実・高度化に努めるもの

とする。 

② 市町村立図書館は、図書館の利用案内、

テーマ別の資料案内、資料検索システム

の供用等のサービスの充実に努めるもの

とする。 

③ 市町村立図書館は、利用者がインター

ネット等の利用により外部の情報にアク

セスできる環境の提供、利用者の求めに

応じ、求める資料・情報にアクセスでき

る地域内外の機関等を紹介するレフェラ

ルサービスの実施に努めるものとする。 

(三)地域の課題に対応したサービス 

市町村立図書館は、利用者及び住民の生

活や仕事に関する課題や地域の課題の解決

に向けた活動を支援するため、利用者及び

住民の要望並びに地域の実情を踏まえ、次

に掲げる事項その他のサービスの実施に努

めるものとする。 

ア 就職・転職、起業、職業能力開発、日

常の仕事等に関する資料及び情報の整

備・提供 

イ 子育て、教育、若者の自立支援、健康・

医療、福祉、法律・司法手続等に関する

資料及び情報の整備・提供 

ウ 地方公共団体の政策決定、行政事務の

執行・改善及びこれらに関する理解に必

要な資料及び情報の整備・提供 

(四)利用者に対応したサービス 

市町村立図書館は、多様な利用者及び住

民の利用を促進するため、関係機関・団体

と連携を図りながら、次に掲げる事項その

他のサービスの充実に努めるものとする。 

ア (児童・青少年に対するサービス) 児

童・青少年用図書の整備・提供、児童・

青少年の読書活動を促進するための読み

聞かせ等の実施、その保護者等を対象と

した講座・展示会の実施、学校等の教育

施設等との連携 

イ (高齢者に対するサービス) 大活字本、

録音資料等の整備・提供、図書館利用の

際の介助、図書館資料等の代読サービス

の実施 

ウ (障害者に対するサービス) 点字資料、

大活字本、録音資料、手話や字幕入りの

映像資料等の整備・提供、手話・筆談等

によるコミュニケーションの確保、図書

館利用の際の介助、図書館資料等の代読

サービスの実施 

エ (乳幼児とその保護者に対するサービ

ス)乳幼児向けの図書及び関連する資料・

情報の整備・提供、読み聞かせの支援、

講座・展示会の実施、託児サービスの実

施 

オ (外国人等に対するサービス) 外国語

による利用案内の作成・頒布、外国語資

料や各国事情に関する資料の整備・提供 

カ (図書館への来館が困難な者に対する

サービス) 宅配サービスの実施 

(五)多様な学習機会の提供 

① 市町村立図書館は、利用者及び住民の

自主的・自発的な学習活動を支援するた

め、講座、相談会、資料展示会等を主催

し、又は関係行政機関、学校、他の社会

教育施設、民間の関係団体等と共催して

多様な学習機会の提供に努めるとともに、

学習活動のための施設・設備の供用、資

料の提供等を通じ、その活動環境の整備

に努めるものとする。 

② 市町村立図書館は、利用者及び住民の

情報活用能力の向上を支援するため、必

要な学習機会の提供に努めるものとする。 

(六)ボランティア活動等の促進 

① 市町村立図書館は、図書館におけるボ

ランティア活動が、住民等が学習の成果

を活用する場であるとともに、図書館サ

ービスの充実にも資するものであること

にかんがみ、読み聞かせ、代読サービス

等の多様なボランティア活動等の機会や

場所を提供するよう努めるものとする。 

② 市町村立図書館は、前項の活動への参

加を希望する者に対し、当該活動の機会

や場所に関する情報の提供や当該活動を

円滑に行うための研修等を実施するよう

努めるものとする。 

４ 職員 

(一)職員の配置等 
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① 市町村教育委員会は、市町村立図書館

の館長として、その職責にかんがみ、図

書館サービスその他の図書館の運営及び

行政に必要な知識・経験とともに、司書

となる資格を有する者を任命することが

望ましい。 

② 市町村教育委員会は、市町村立図書館

が専門的なサービスを実施するために必

要な数の司書及び司書補を確保するよう、

その積極的な採用及び処遇改善に努める

とともに、これら職員の職務の重要性に

かんがみ、その資質・能力の向上を図る

観点から、第一の四の②に規定する関係

機関等との計画的な人事交流(複数の市

町村又は都道府県の機関等との広域的な

人事交流を含む｡)に努めるものとする。 

③ 市町村立図書館には、前項の司書及び

司書補のほか、必要な数の職員を置くも

のとする。 

④ 市町村立図書館は、専門的分野に係る

図書館サービスの充実を図るため、必要

に応じ、外部の専門的知識・技術を有す

る者の協力を得るよう努めるものとする。 

(二)職員の研修 

① 市町村立図書館は、司書及び司書補そ

の他の職員の資質・能力の向上を図るた

め、情報化・国際化の進展等に留意しつ

つ、これらの職員に対する継続的・計画

的な研修の実施等に努めるものとする。 

② 市町村教育委員会は、市町村立図書館

の館長その他の職員の資質・能力の向上

を図るため、各種研修機会の拡充に努め

るとともに、文部科学大臣及び都道府県

教育委員会等が主催する研修その他必要

な研修にこれら職員を参加させるよう努

めるものとする。 

二 都道府県立図書館 

１ 域内の図書館への支援 

① 都道府県立図書館は、次に掲げる事項に

ついて、当該都道府県内の図書館の求めに

応じて、それらの図書館への支援に努める

ものとする。 

ア 資料の紹介、提供に関すること 

イ 情報サービスに関すること 

ウ 図書館資料の保存に関すること 

エ 郷土資料及び地方行政資料の電子化に

関すること 

オ 図書館の職員の研修に関すること 

カ その他図書館運営に関すること 

② 都道府県立図書館は、当該都道府県内の

図書館の状況に応じ、それらの図書館との

間における情報通信技術を活用した情報の

円滑な流通や、それらの図書館への資料の

貸出のための円滑な搬送の確保に努めるも

のとする。 

③ 都道府県立図書館は、当該都道府県内の

図書館の相互協力の促進等に資するため、

当該都道府県内の図書館で構成する団体等

を活用して、図書館間の連絡調整の推進に

努めるものとする。 

２ 施設・設備 

  都道府県立図書館は、第二の二の6により

準用する第二の一の1の(六)に定める施設・

設備のほか、次に掲げる機能に必要な施設・

設備の確保に努めるものとする。 

ア 研修 

イ 調査研究 

ウ 市町村立図書館の求めに応じた資料保存    

等 

３ 調査研究 

   都道府県立図書館は、図書館サービスを効

果的・効率的に行うための調査研究に努める

ものとする。その際、特に、図書館に対する

利用者及び住民の要望、図書館運営にかかわ

る地域の諸条件、利用者及び住民の利用促進

に向けた新たなサービス等に関する調査研究

に努めるものとする。 

４ 図書館資料 

    都道府県立図書館は、第二の二の6により

準用する第二の一の２に定める事項のほか、

次に掲げる事項の実施に努めるものとする。 

ア 市町村立図書館等の要求に十分に応える

ための資料の整備 

イ 高度化・多様化する図書館サービスへの

要請に対応するための、郷土資料その他の

特定分野に関する資料の目録・索引等の整

備及び配布 

５ 職員 

① 都道府県教育委員会(法第八条に規定す

る特定地方公共団体である都道府県の長が

その設置、管理及び廃止に関する事務を管

理し、及び執行することとされた図書館に

あっては、当該都道府県の長｡)は、都道府

県立図書館において第二の二の６により準

用する第二の一の４の(一)に定める職員の

ほか、第二の二の１、３及び４に掲げる機

能を果たすために必要な職員を確保するよ

う努めるものとする。 

② 都道府県教育委員会は、当該都道府県内

の図書館の職員の資質・能力の向上を図る

ため、それらの職員を対象に、必要な研修

を行うよう努めるものとする。 
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６ 準用 

    第二の一に定める市町村立図書館に係る基

準は、都道府県立図書館に準用する。 

第三 私立図書館 

一 管理運営 

１ 運営の状況に関する点検及び評価等 

① 私立図書館は、その運営が適切に行われ

るよう、図書館サービスその他図書館の運

営に関する適切な指標を選定し、これらに

係る目標を設定した上で、その目標の達成

状況等に関し自ら点検及び評価を行うよう

努めるものとする。 

② 私立図書館は、前項の点検及び評価のほ

か、当該図書館の運営体制の整備の状況に

応じ、図書館の事業に関して学識経験のあ

る者、当該図書館の利用者その他の関係者・

第三者による評価を行うことが望ましい。 

③ 私立図書館は、前二項の点検及び評価の

結果に基づき、当該図書館の運営の改善を

図るため必要な措置を講ずるよう努めるも

のとする。 

④ 私立図書館は、第一項及び第二項の点検

及び評価の結果並びに前項の措置の内容に

ついて、積極的に公表するよう努めるもの

とする。 

２ 広報活動及び情報公開 

    私立図書館は、積極的かつ計画的な広報活

動及び情報公開を行うことが望ましい。 

３ 開館日時 

    私立図書館は、開館日・開館時間の設定に

当たっては、多様な利用者に配慮することが

望ましい。 

４ 施設・設備 

    私立図書館は、その設置の目的に基づく図

書館サービスの水準を達成するため、多様な

利用者に配慮しつつ、必要な施設・設備を確

保することが望ましい。 

二 図書館資料 

   私立図書館は、当該図書館が対象とする専門

分野に応じて、図書館資料を計画的かつ継続的

に収集・組織化・保存し、利用に供することが

望ましい。 

三 図書館サービス 

   私立図書館は、当該図書館における資料及び

情報の整備状況、多様な利用者の要望等に配慮

して、閲覧・貸出・レファレンスサービス等の

サービスを適切に提供することが望ましい。 

四 職員 

① 私立図書館には、専門的なサービスを実施

するために必要な数の司書及び司書補その他

職員を置くことが望ましい。 

② 私立図書館は、その職員の資質・能力の向

上を図るため、当該職員に対する研修の機会

を確保することが望ましい。 

 

静岡県青少年のための良好な環境整

備に関する条例 

 
公 布 ： 昭和 36年 10月 ４日 

改 正 ： 令和 ６年 10月 25日 

施 行 ： 令和 ７年 ６月 １日 

 

 (目的) 

第 1条 この条例は、青少年の健全な育成を図るた

め、良好な環境を整備することを目的とする。 

(適用上の注意) 

第 2条 この条例を適用するに当つては、県民の権

利及び自由を不当に制限しないよう留意しなけれ

ばならない。 

(定義) 

第 3条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 青少年 満18歳に達するまでの者をいう。 

(2) 保護者 親権を行う者、後見人その他の者

で、青少年を現に監護するものをいう。 

(3) 興行 映画、演劇、音楽、演芸、紙芝居、

見せ物その他これらに類するものを公衆に見

せ、又は聴かせることをいう。 

(4) 図書類 書籍、雑誌その他の刊行物、絵画、

写真、映写用の映画フィルム及びスライドフ

ィルム並びにビデオディスク、録画テープ、

録音盤、録音テープ、フロッピーディスク、

シー・ディー・ロム、ディー・ブイ・ディー

その他の電磁的方法(電子的方法、磁気的方法

その他の人の知覚によつては認識することが

できない方法をいう。以下同じ。)による記録

に係る記録媒体をいう。 

(5) 自動販売機 物品の販売に従事する者と客

とが直接対面することなく、当該販売をする

ことができる機器(電気通信設備を用いて送

信された画像によりモニター画面を通して販

売をすることができるものを含む。)をいう。 

(6) 自動貸出機 物品の貸付けに従事する者と

客とが直接対面することなく、当該貸付けを

することができる機器(電気通信設備を用い

て送信された画像によりモニター画面を通し

て貸付けをすることができるものを含む。)を

いう。 

(7) 玩具類等 玩具類及び刃物その他の器具類 
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 (銃砲刀剣類所持等取締法(昭和 33 年法律第 6

号)第2条第1項に規定する銃砲、同条第2項

に規定する刀剣類及び同法第3条第1項に規

定するクロスボウを除く。)をいう。 

(8) 広告物 屋外又は屋内で公衆に表示される

ものであつて、看板、立看板、貼り紙及び貼

り札並びに広告塔、広告板、建物その他の工

作物等に掲出され、又は表示されるもの並び

にこれらに類するものをいう。 

(9) テレホンクラブ等営業 店舗型電話異性紹

介営業(風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律(昭和23年法律第122号)第2

条第 9項に規定する店舗型電話異性紹介営業

をいう。)及び無店舗型電話異性紹介営業(同

条第 10 項に規定する無店舗型電話異性紹介

営業をいう。以下同じ。)をいう。 

(10) 利用カード テレホンクラブ等営業を営

む者の提供する役務を利用するために必要な

電話番号、会員番号、暗証番号等の情報が記

載されているカードその他の物品であつて、

提供される役務の数量に応ずる対価を得て発

行されるものをいう。 

(県民の責務) 

第 4条 すべて県民は、青少年の健全な育成を図る

ため、常に良好な環境を整備するように努め、こ

れを阻害するおそれのある環境から青少年を保護

しなければならない。 

(保護者の役割) 

第 5条 保護者は、その監護する青少年を正しくあ

たたかい環境で心身ともに健やかに育成するよう

努めなければならない。 

(県の任務) 

第 6条 県は、青少年のための施設の整備を図る等

青少年の健全な育成のための施策を行うものとす

る。 

2 県は、青少年の健全な育成のための事業を行う市

町及び団体に対し、必要な援助をするよう努める

ものとする。 

(市町の協力) 

第 6 条の 2 市町は、県が行う青少年の健全な育成

に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

(優良興行及び優良図書類の推奨) 

第 7条 知事は、興行又は図書類の内容が青少年の

健全な育成のために特に有益であると認めるとき

は、これを推奨することができる。 

2 知事は、前項の規定による推奨をしたときは、そ

の旨を県の公報で公示しなければならない。 

(優良環境の推奨) 

第 8条 知事は、自然環境又は社会環境で青少年の

健全な育成のために特に有益なものであると認め

るときは、これを推奨することができる。 

2 前項の場合には、前条第 2 項の規定を準用する。 

(有害興行を行う興行場への入場の制限及び有害

図書類の販売等の禁止) 

第 9条 知事は、興行又は図書類の内容が著しく性

的感情を刺激し、著しく粗暴性若しくは残虐性を

助長し、著しく犯罪若しくは自殺を誘発し、若し

くは助長し、又は著しく道義心を傷つけるため、

これを青少年に観覧させ、又は閲覧させ、視聴さ

せ、若しくは聴取させることがその健全な育成を

阻害すると認めるときは、当該興行又は図書類を

有害な興行又は有害な図書類として指定すること

ができる。 

2 知事は、前項の規定による指定をするときは、そ

の旨及び理由を県の公報で公示しなければならな

い。ただし、緊急を要するときは、当該興行を行

う興行場を経営する者若しくは当該興行を主催す

る者又は当該図書類の販売若しくは貸付けを業と

する者に通知することによつて公示に代えること

ができる。 

3 第1項の規定による指定は、前項の規定による公

示又は通知によつてその効力を生ずる。 

4 第1項の規定にかかわらず、興行を製作し、又は

主催する者で構成する団体で知事の指定を受けた

ものが審査し、青少年の観覧を不適当と認めたも

のであつて、当該団体が定める方法によりその旨

が表示されているものは、有害な興行とする。 

5 第 1 項の規定にかかわらず、次に掲げるものは、

有害な図書類とする。 

(1) 書籍又は雑誌であつて、別表に掲げる姿態若

しくは行為を、被写体とした写真(陰部を覆い、

ぼかし、又は塗りつぶしているものを含む。以

下同じ。)若しくはその複製物又は描写した絵を

掲載するページ(表紙を含む。以下この号におい

て同じ。)の数が、20ページ以上であるもの又は

当該書籍若しくは雑誌のページの総数(第 10項

又は第 10 条の 7 第 1 項若しくは第 2 項の規定

による規制を免れる目的で、既に発行されてい

る書籍又は雑誌に他の印刷物又は白紙を合わせ

て編てつしていると認められる場合は、当該印

刷物又は白紙のページの数を除くものとする。)

の5分の1以上を占めるもの 

(2) ビデオディスク、録画テープ、ディー・ブイ・

ディーその他の電磁的方法による記録に係る記

録媒体であつて、別表に掲げる姿態又は行為の

場面の描写(陰部を覆い、ぼかし、又は塗りつぶ

しているものを含む。)の時間が合わせて3分間

を超えるもの 

(3) 図書類の製作又は販売を行う者で構成する

団体で知事の指定を受けたものが審査し、青少

年の閲覧、視聴又は聴取を不適当と認めたもの

であつて、当該団体が定める方法によりその旨 
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が表示されているもの 

6 知事は、第4項又は前項第3号の指定をするとき

は、当該団体の名称及び当該団体が青少年の観覧

又は閲覧、視聴若しくは聴取を不適当と認めた興

行又は図書類を表示する方法を県の公報で公示し

なければならない。 

7 第 4 項又は第 5 項第 3 号の指定は、前項の規定

による公示によつてその効力を生ずる。 

8 興行場を経営する者又は興行を主催する者(以下

「興行場経営者等」という。)は、第1項の規定に

より指定された有害な興行又は第4項に規定する

有害な興行(以下これらを「有害興行」という。)

を行つている場所に青少年を入場させてはならな

い。 

9 興行場経営者等は、有害興行を行うときは、規則

で定めるところにより、入場しようとする者が見

やすい箇所に有害興行である旨及び青少年の入場

を禁ずる旨を掲示しなければならない。 

10 図書類の販売又は貸付けを業とする者は、第 1

項の規定により指定された有害な図書類又は第 5

項に規定する有害な図書類(以下これらを「有害図

書類」という。)を青少年に販売し、頒布し、若し

くは貸し付け、又は閲覧させ、視聴させ、若しく

は聴取させてはならない。 

11 何人も、青少年に対し、有害興行又は有害図書

類を観覧させ、又は閲覧させ、視聴させ、若しく

は聴取させてはならない。 

(有害図書類の陳列場所の区分等) 

第 9 条の 2 図書類の販売又は貸付けを業とする者

は、有害図書類を陳列するときは、規則で定める

ところにより、当該有害図書類を他の図書類と区

分し、店内の容易に監視することができる場所に

置かなければならない。 

2 図書類の販売又は貸付けを業とする者は、有害図

書類の陳列場所に、当該有害図書類を青少年が購

入し、若しくは借り受け、又は閲覧し、視聴し、

若しくは聴取することができない旨の掲示をしな

ければならない。 

3 前 2 項の規定は、次に掲げる場所(以下「青少年

入場禁止場所」という。)において図書類の販売又

は貸付けを行う場合は、適用しない。 

(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す

る法律第 2 条第 1 項に規定する風俗営業(同項

第5号の営業を除く。)に係る営業所 

(2) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す

る法律第2条第6項に規定する店舗型性風俗特

殊営業に係る営業所 

(3) テレホンクラブ等営業(無店舗型電話異性紹

介営業を除く。)に係る営業所 

(4) 有害興行を行つている場所 

4 知事は、第1項又は第2項の規定に違反している

者に対し、有害図書類の陳列場所を変更し、若し

くは陳列方法を改善し、又は同項の掲示をすべき

ことを勧告することができる。 

5 知事は、前項の規定による勧告を受けた者がその

勧告に従わないときは、その者に対し、期限を定

めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ず

ることができる。 

(不健全図書類の販売等の自主規制) 

第 9 条の 3 図書類の販売又は貸付けを業とする者

は、青少年の健全な育成を阻害するおそれのある

図書類(有害図書類を除く。以下「不健全図書類」

という。)を青少年に販売し、頒布し、若しくは貸

し付け、又は閲覧させ、視聴させ、若しくは聴取

させないよう努めなければならない。 

2 図書類の販売又は貸付けを業とする者は、不健全

図書類を陳列するときは、当該不健全図書類を他

の図書類(有害図書類を除く。)と区分し、店内の

容易に監視することができる場所に置くよう努め

なければならない。 

3 図書類の販売又は貸付けを業とする者は、前2項

に規定する措置をとつたときは、不健全図書類の

陳列場所に、当該不健全図書類を青少年が購入し、

若しくは借り受け、又は閲覧し、視聴し、若しく

は聴取することができない旨の掲示をするよう努

めなければならない。 

(有害がん具類等の販売等の禁止) 

第10条 知事は、がん具類等の構造及び機能が著し

く性的感情を刺激し、又は人体若しくは財産に危

害を及ぼすおそれがあるため、青少年に所持させ

ることがその健全な育成を阻害すると認めるとき

は、当該がん具類等を有害ながん具類等として指

定することができる。 

2 知事は、前項の規定による指定をするときは、そ

の旨及び理由を県の公報で公示しなければならな

い。 

3 第1項の規定による指定は、前項の規定による公

示によつてその効力を生ずる。 

4 がん具類等の販売又は貸付けを業とする者は、第

1 項の規定により指定された有害ながん具類等

(以下「有害がん具類等」という。)を青少年に販

売し、又は貸し付けてはならない。 

5 何人も、青少年に対し、業務その他正当な理由が

ある場合を除き、有害がん具類等を所持させては

ならない。 

(有害がん具類等の陳列場所の区分等) 

第10条の2 がん具類等の販売又は貸付けを業とす

る者は、有害がん具類等を陳列するときは、当該

有害がん具類等を他のがん具類等と区分し、店内

の容易に監視することができる場所に置かなけれ

ばならない。 

2 がん具類等の販売又は貸付けを業とする者は、有
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害がん具類等の陳列場所に、当該有害がん具類等

を青少年が購入し、又は借り受けることができな

い旨の掲示をしなければならない。 

3 前2項の規定は、青少年入場禁止場所においてが

ん具類等の販売又は貸付けを行う場合は、適用し

ない。 

4 知事は、第1項又は第2項の規定に違反している

者に対し、期限を定めて、有害がん具類等の陳列

場所を変更し、若しくは陳列方法を改善し、又は

同項の掲示をすべきことを勧告することができる。 

(不健全がん具類等の販売等の自主規制) 

第10条の3 がん具類等の販売又は貸付けを業とす

る者は、青少年の健全な育成を阻害するおそれの

あるがん具類等(有害がん具類等を除く。以下「不

健全がん具類等」という。)を青少年に販売し、又

は貸し付けないよう努めなければならない。 

2 がん具類等の販売又は貸付けを業とする者は、不

健全がん具類等を陳列するときは、当該不健全が

ん具類等を他のがん具類等(有害がん具類等を除

く。)と区分し、店内の容易に監視することができ

る場所に置くよう努めなければならない。 

3 がん具類等の販売又は貸付けを業とする者は、前

2 項に規定する措置をとつたときは、不健全がん

具類等の陳列場所に、当該不健全がん具類等を青

少年が購入し、又は借り受けることができない旨

の掲示をするよう努めなければならない。 

(自動販売機等による物品の販売等の自主規制) 

第 10 条の 4 自動販売機又は自動貸出機(以下「自

動販売機等」という。)による物品の販売又は貸付

けの業を行う者は、青少年の健全な育成を阻害す

るおそれがないよう自動販売機等に収納する物品

及び自動販売機等による販売又は貸付けの方法に

ついて、適切な配慮をするように努めなければな

らない。 

2 図書類又は玩具類等の販売又は貸付けを業とす

る者は、次に掲げる施設の敷地の周囲200メートル

の区域内においては、不健全図書類又は不健全玩具

類等を収納する自動販売機等を設置しないよう努め

なければならない。 

(1) 学校教育法(昭和22年法律第26号)第1条に

規定する学校(大学を除く。)及び同法第124条

に規定する専修学校(高等課程又は一般課程を

置くものに限る。) 

(2) 児童福祉法(昭和 22年法律第 164 号)第 7 条

第1項に規定する児童福祉施設 

(3) 社会教育法(昭和24年法律第207号)第21条

に規定する公民館 

(4) 図書館法(昭和25年法律第118号)第2条第1

項に規定する図書館 

(5) 博物館法(昭和26年法律第285号)第2条第1

項に規定する博物館及び同法第 31 条第 2 項に

規定する指定施設 

(6) 都市公園法(昭和31年法律第79号)第2条第

1項に規定する都市公園 

(7) 前各号に掲げるもののほか、多数の青少年の

利用に供される施設で規則で定めるもの 

(自動販売機等による図書類又はがん具類等の販

売等の届出) 

第10条の5 自動販売機等による図書類又はがん具

類等(性的感情を刺激するがん具類等で、性具その

他の性的な行為の用に供するがん具類等及び性器

を模したがん具類等に限る。)の販売又は貸付けの

業を行おうとする者は、あらかじめ、自動販売機

等ごとに、規則で定めるところにより、次に掲げ

る事項を知事に届け出なければならない。 

(1) 住所及び氏名又は名称並びに法人にあつては、

その代表者の氏名 

(2) 自動販売機等の機種及び製造番号 

(3) 自動販売機等の設置場所 

(4) 次条第1項に規定する自動販売機等管理者の

住所及び氏名 

(5) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事        

項 

2 前項の規定による届出をした者は、同項各号(第

2 号を除く。)に掲げる事項に変更があつたとき、

又は当該届出に係る自動販売機等の使用を廃止し

たときは、当該変更又は廃止の日から 10 日以内

に、規則で定めるところにより、変更又は廃止に

係る事項を知事に届け出なければならない。 

(自動販売機等管理者の設置) 

第10条の6 自動販売機等による図書類又は玩具類

等の販売又は貸付けの業を行う者(以下「自動販売

等業者」という。)は、自動販売機等ごとに、当該

自動販売機等の管理を行う者(以下「自動販売機等

管理者」という。)を置かなければならない。 

2 自動販売機等管理者は、次に掲げる要件のいずれ

にも該当する者でなければならない。 

(1) 満18歳に達していること。 

(2) 自動販売機等の設置場所が属する市町の区域

内に住所を有していること。 

(3) 自動販売機等から図書類又は玩具類等を撤去

することができること。 

(有害図書類等の自動販売機等への収納の制限等) 

第10条の7 図書類又はがん具類等の販売又は貸付

けを業とする者は、有害図書類又は有害がん具類

等を自動販売機等に収納してはならない。 

2 自動販売等業者又は自動販売機等管理者は、その

使用し、又は管理する自動販売機等に収納されて

いる図書類又はがん具類等が第9条第1項の規定

により有害な図書類として指定され、又は第10条

第1項の規定により有害ながん具類等として指定

されたときは、当該指定があつた日から起算して
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5 日以内に当該図書類又はがん具類等を自動販売

機等から撤去しなければならない。 

3 自動販売等業者は、その使用する自動販売機等の

見やすい箇所に、自己の住所、氏名(法人にあつて

は、その名称及び代表者の氏名)及び連絡先その他

規則で定める事項を表示しなければならない。 

4 知事は、第1項又は第2項の規定に違反して自動

販売機等に有害図書類又は有害がん具類等を収納

している自動販売等業者又は当該自動販売機等の

自動販売機等管理者に対し、期限を定めて、当該

有害図書類又は有害がん具類等の撤去その他必要

な措置をとるべきことを命ずることができる。 

(自動販売機等に係る規制の適用除外) 

第10条の8 前3条の規定は、青少年入場禁止場所

に設置されている自動販売機等については、適用

しない。 

(推奨及び指定の取消し) 

第11条 知事は、第7条第1項若しくは第8条第1

項の推奨又は第9条第1項、第4項若しくは第5

項第 3号、第 10 条第 1 項若しくは次条第 1 項の

指定をした場合において、当該推奨又は指定をし

た理由がなくなつたと認めるときは、これを取り

消すことができる。 

2 前項の場合には、第7条第1項又は第8条第1項

の推奨にあつては第7条第2項の規定を、第9条

第1項の指定にあつては同条第2項及び第3項の

規定を、同条第4項又は第5項第3号の指定にあ

つては同条第6項及び第7項の規定を、第10条第

1 項の指定にあつては同条第 2項及び第 3項の規

定を、次条第1項の指定にあつては同条第2項及

び第3項の規定を準用する。 

(有害広告物の表示の禁止) 

第12条 知事は、屋外又は屋内で公衆に表示された

広告物の内容が著しく性的感情を刺激し、著しく

粗暴性若しくは残虐性を助長し、又は著しく道義

心を傷つけるため、青少年の健全な育成を阻害す

ると認めるときは、当該内容の広告物を有害な広

告物として指定することができる。 

2 知事は、前項の規定による指定をするときは、そ

の旨及び理由を県の公報で公示しなければならな

い。ただし、緊急を要するときは、当該広告物の

広告主又は管理者に通知することによつて公示に

代えることができる。 

3 第1項の規定による指定は、前項の規定による公

示又は通知によつてその効力を生ずる。 

4 広告主又は広告物の管理者は、第1項の規定によ

り指定された有害な広告物(以下「有害広告物」と

いう。)を公衆に表示してはならない。 

(有害広告ビラの頒布の制限) 

第12条の2 図書類又はがん具類等の販売又は貸付

けを業とする者は、青少年に対し、図書類又はが

ん具類等に係る広告を目的とするビラその他これ

に類するものであつて、別表に掲げる姿態若しく

は行為を被写体とした写真又はその複製物を掲載

するもの(以下「有害広告ビラ」という。)を頒布

し、又は頒布させてはならない。 

2 前項の規定によるほか、図書類又はがん具類等の

販売又は貸付けを業とする者は、有害広告ビラを

頒布し、又は頒布させるに当たつては、その内容

を青少年が容易に知ることができない措置を講じ

なければならない。 

3 職員(知事の指定した者に限る。)又は警察官は、

青少年に対して有害広告ビラを頒布している者が

あるときは、その者に対し、当該頒布行為の中止

を命ずることができる。 

4 前項に規定する職員は、その身分を示す証明書を

携帯し、関係者の請求があるときは、これを提示

しなければならない。 

(県民の努力義務) 

第13条 すべて県民は、青少年がテレホンクラブ

等営業を営む者の提供する役務を利用するためテレ

ホンクラブ等営業を営む者に電話をかけ、又はテレ

ホンクラブ等営業(無店舗型電話異性紹介営業を除

く。)に係る営業所に立ち入らないよう努めなければ

ならない。 

(利用カード等の販売等の制限) 

第13条の2 何人も、青少年に対し、利用カードを

販売し、頒布し、又は貸し付けてはならない。 

2 何人も、前項の規定によるほか、青少年に対し、

テレホンクラブ等営業を営む者が提供する役務で

対価を得て提供するものを利用するために必要な

電話番号、会員番号及び暗証番号その他これに類

する情報を提供してはならない。 

3 何人も、自動販売機に利用カードを収納し、又は

自動販売機により利用カードを発行してはならな

い。ただし、青少年入場禁止場所に設置されてい

る自動販売機については、この限りでない。 

(自動販売機による利用カードの販売の届出) 

第13条の3 青少年入場禁止場所において自動販売

機による利用カードの販売の業を行おうとする者

(自動販売機による利用カードの販売を自ら行お

うとするテレホンクラブ等営業を営む者を含む。)

は、あらかじめ、自動販売機ごとに、規則で定め

るところにより、次に掲げる事項を知事に届け出

なければならない。 

(1) 住所及び氏名又は名称並びに法人にあつては、

その代表者の氏名 

(2) 自動販売機の機種及び製造番号 

(3) 自動販売機の設置場所 

(4) 前 3号に掲げるもののほか、規則で定める事      

項 

2 前項の規定による届出をした者は、同項各号(第
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2 号を除く。)に掲げる事項に変更があつたとき、

又は当該届出に係る自動販売機による利用カード

の販売を廃止したときは、当該変更又は廃止の日

から10日以内に、規則で定めるところにより、変

更又は廃止に係る事項を知事に届け出なければな

らない。 

3 自動販売機による利用カードの販売の業を行う

者(自動販売機による利用カードの販売を自ら行

うテレホンクラブ等営業を営む者を含む。)は、そ

の使用する自動販売機の見やすい箇所に、自己の

住所、氏名(法人にあつては、その名称及び代表者

の氏名)及び連絡先その他規則で定める事項を表

示しなければならない。 

(質物の受入れ及び古物等の買受けの制限) 

第14条 質屋(質屋営業法(昭和25年法律第158号)

第1条第2項に規定する質屋をいう。以下同じ。)

又は古物商(古物営業法(昭和24年法律第108号)

第 2 条第 3 項に規定する古物商をいう。以下同

じ。)若しくは金属くず商等(静岡県金属くず営業

条例(昭和32年静岡県条例第51号)第2条第2項

及び第3項に規定する金属くず商及び金属くず行

商をいう。以下同じ。)は、青少年から物品若しく

は有価証券を質に取つて金銭を貸し付け、又は古

物若しくは金属くずを買い受けてはならない。た

だし、当該青少年が保護者の委託を受け、又は同

意を得たと認められる場合は、この限りでない。 

(淫行及びわいせつ行為の禁止) 

第14条の2 何人も、青少年に対し、淫行又はわい

せつ行為をしてはならない。 

2 何人も、青少年に対し、前項の行為を教え、又は

見せてはならない。 

(入れ墨の禁止) 

第14条の3 何人も、青少年に対し、入れ墨をして

はならない。 

2 何人も、青少年に対し、前項の行為を勧誘し、又

は周旋してはならない。 

(着用済み下着等の譲受け等の禁止) 

第14条の4 何人も、次に掲げる行為をしてはなら

ない。 

(1) 青少年に対し、対償を供与し、又はその供与

の約束をして、当該青少年から着用済み下着等

(青少年が着用した下着又は青少年のだ液若し

くはふん尿をいい、青少年がこれらに該当する

と称したものを含む。以下この条において同

じ。)を譲り受けること。 

(2) 青少年から着用済み下着等の売却の委託を受

けること。 

(3) 青少年に着用済み下着等の売却の相手方を紹

介すること。 

(4) 青少年に着用済み下着等を売却するように勧

誘すること。 

 （児童ポルノ等の提供を求める行為の禁止） 

第14条の5 何人も、青少年に対し、当該青少年に

係る児童ポルノ等（児童買春、児童ポルノに係る

行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関す

る法律（平成11年法律第52号）第2条第3項に

規定する児童ポルノ及び同項各号のいずれかに掲

げる児童の姿態を視覚により認識することができ

る方法により描写した情報を記録した電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつ

ては認識することができない方式で作られる記録

であつて、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。以下同じ。）その他の記録をいう。

以下同じ。）の提供を求めてはならない。 

(場所の提供及び周旋の禁止) 

第15条 何人も、次に掲げる行為が青少年に対して

され、又は青少年がこれらの行為をすることを知

つて、その場所の提供又は周旋をしてはならない。 

(1) 淫行又はわいせつ行為 

(2) 入れ墨 

(3) 第 14条の 4第 1号から第3号までに規定す

る行為 

(4) 飲酒又は喫煙 

(5) 暴力行為 

(6) とばく行為 

(7) 麻薬、覚せい剤又は大麻を使用する行為 

(8) 前号に掲げるもののほか、催眠、興奮、幻覚、

麻酔等の作用を有する薬品及びこれを含有する

物で、規則で定めるものをみだりに使用する行

為 

(深夜外出の制限等) 

第 16条 保護者は、その監護する青少年を深夜(午

後11時から翌日の午前4時までの時間をいう。以

下同じ。)に外出させないように努めなければなら

ない。ただし、通勤、通学その他正当な理由があ

る場合は、この限りでない。 

2 何人も、保護者の委託を受けず、又はその承諾を

得ないで、深夜に青少年を同行して外出してはな

らない。ただし、正当な理由がある場合は、この

限りでない。 

3 次に掲げる施設を経営する者及び興行場経営者

等は、深夜において、当該施設又は興行を行う場

所に青少年を入場させてはならない。 

(1) 個室を設けて当該個室において客に専用装置

による伴奏音楽に合わせて歌唱を行わせる施設 

(2) 設備を設けて客に主にインターネットの利用

又は図書類の閲覧若しくは観覧を行わせる施設 

(3) 設備を設けて客にボウリングを行わせる施   

設 

(4) スロットマシン、テレビゲーム機その他の遊

技設備により客に遊技をさせる施設(風俗営業

等の規制及び業務の適正化等に関する法律第 2
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条第1項第4号及び第5号に規定する営業を行

う施設並びに風俗営業等の規制及び業務の適正

化等に関する法律施行令(昭和 59 年政令第 319

号)第1条に規定する施設(同条第2号に掲げる

施設を除く。)を除く。) 

4 前項各号に掲げる施設を経営する者及び興行場

経営者等は、規則で定めるところにより、入場し

ようとする者が見やすい箇所に、深夜において青

少年の入場を禁ずる旨を掲示しなければならない。 

5 深夜に営業を営む者及びその代理人、使用人その

他の従業者は、深夜に当該営業に係る施設内又は

敷地内にいる青少年(保護者が同行しているもの

及び保護者の委託を受け、又はその承諾を得た者

が同行しているものを除く。)に対し、帰宅を促す

よう努めなければならない。 

(射幸心をそそる遊技場への入場に係る保護者の

努力義務) 

第16条の2 保護者は、その監護する青少年がぱち

んこ屋、スマートボール場、射的場、まあじやん

屋その他の遊技場で設備を設けて客に射幸心をそ

そるおそれのある遊技をさせるものに入場させな

いように努めなければならない。 

(インターネット上の情報利用等に係る保護者、事

業者等の努力義務) 

第16条の3 保護者並びに学校及び青少年の職場の

関係者は、インターネットの利用に伴う危険性、

過度の利用による弊害等について自ら理解を深め、

インターネットの利用により得られる情報で、そ

の内容の全部又は一部が青少年の健全な育成を阻

害すると認められるもの(以下「阻害情報」とい

う。)に対する青少年の判断能力の育成に努めなけ

ればならない。 

2 インターネットを利用することができる端末設

備(以下単に「端末設備」という。)を青少年の利

用に供する者は、青少年がインターネットを利用

するに当たつては、フィルタリング(インターネッ

トを利用して得られる情報について一定の条件に

より受信するかどうかを選択することをいう。以

下同じ。)の機能を有するソフトウェアの利用その

他の適切な方法により、阻害情報を青少年が閲覧

し、又は視聴することを防止するよう努めなけれ

ばならない。 

3 端末設備の販売又は貸付けを業とする者及び特

定電気通信役務提供者(特定電気通信役務提供者

の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関

する法律(平成 13 年法律第 137 号)第 2 条第 3 号

に規定する特定電気通信役務提供者をいう。)は、

その事業活動を行うに当たつては、フィルタリン

グの機能を有するソフトウェアに関する情報その

他の青少年がインターネットの利用により阻害情

報を閲覧し、又は視聴することを防止するために

必要な情報を提供するよう努めなければならない。 

(携帯電話端末等による有害情報の閲覧防止措置) 

第16条の4 保護者は、その監護する青少年が携帯電

話インターネット接続役務(青少年が安全に安心

してインターネットを利用できる環境の整備等に

関する法律(平成20年法律第79号。以下「整備法」

という。)第2条第7項に規定する携帯電話インター

ネット接続役務をいう。以下同じ。)の提供を受け

る場合には、フィルタリングサービス(同条第10項

に規定する青少年有害情報フィルタリングサービ

スをいう。以下同じ。)を利用させるとともに、当

該青少年が特定携帯電話端末等(整備法第16条に

規定する特定携帯電話端末等をいう。以下同じ。)

を使用する場合には、フィルタリング有効化措置

(同条に規定する青少年有害情報フィルタリング

有効化措置をいう。以下同じ。)が講ぜられた特定

携帯電話端末等を使用させるように努めなければ

ならない。 

2 携帯電話インターネット接続役務提供事業者等

(整備法第13条第1項に規定する携帯電話インター

ネット接続役務提供事業者等をいう。以下同じ。)

は、整備法第14条の規定により青少年又はその保

護者に対し同条に規定する事項を説明するときは、

併せて、青少年がインターネットを不適切に利用

することにより犯罪に巻き込まれるおそれがある

ことその他規則で定める事項を説明するとともに、

これらの事項を記載し、又は記録した説明書又は

電磁的記録を交付し、又は提供しなければならな

い。 

3 保護者は、整備法第 15 条ただし書の規定により

フィルタリングサービスを利用しない旨の申出を

するときは、当該青少年が就労しており、フィル

タリングサービスを利用することで当該青少年の

業務に著しい支障を生ずることその他の規則で定

める理由その他規則で定める事項を記載し、又は

記録した書面又は電磁的記録を携帯電話インター

ネット接続役務提供事業者(整備法第 2 条第 8 項

に規定する携帯電話インターネット接続役務提供

事業者をいう。以下同じ。)に提出し、又は提供し

なければならない。 

4 携帯電話インターネット接続役務提供事業者は、

前項の書面又は電磁的記録の提出又は提供を受け

た場合に限り、フィルタリングサービスを利用し

ない携帯電話インターネット接続役務を提供する

ことができる。この場合において、当該携帯電話

インターネット接続役務提供事業者は、当該役務

の提供に関する契約が終了する日又は当該役務の

提供を受ける青少年が満 18 歳に達する日のいず

れか早い日までの間、同項の書面若しくは当該書

面に係る電磁的記録又は同項の電磁的記録を保存

しなければならない。 
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5 保護者は、整備法第16条ただし書の規定によりフ

ィルタリング有効化措置を講ずることを希望しな

い旨の申出をするときは、保護者が当該青少年の

携帯電話インターネット接続役務の利用状況を適

切に把握することにより当該青少年が有害情報を

閲覧することがないようにすることその他の規則

で定める理由その他規則で定める事項を記載し、

又は記録した書面又は電磁的記録を携帯電話イン

ターネット接続役務提供事業者等に提出し、又は

提供しなければならない。 

6 携帯電話インターネット接続役務提供事業者等

は、前項の書面又は電磁的記録の提出又は提供を

受けた場合に限り、フィルタリング有効化措置を

講ずることなく特定携帯電話端末等を販売するこ

とができる。この場合において、当該携帯電話イ

ンターネット接続役務提供事業者等は、当該特定

携帯電話端末等に係る携帯電話インターネット接

続役務の提供に関する契約が終了する日又は当該

役務の提供を受ける青少年が満18歳に達する日の

いずれか早い日までの間、同項の書面若しくは当

該書面に係る電磁的記録又は同項の電磁的記録を

保存しなければならない。 

7 知事は、第2項、第3項及び第5項の規定の施行

に必要な限度において、保護者に対し、これらの

規定による措置の実施状況その他必要な事項につ

いて、報告をさせることができる。 

8 知事は、携帯電話インターネット接続役務提供事

業者等が第2項、第4項又は第6項の規定に違反

していると認めるときは、当該携帯電話インター

ネット接続役務提供事業者等に対し、必要な措置

を講ずるよう勧告することができる。 

9 知事は、前項の規定による勧告を受けた携帯電話

インターネット接続役務提供事業者等が当該勧告

に従わないときは、その旨及び当該勧告の内容を

公表することができる。 

(報告及び立入調査等) 

第17条 知事は、この条例の施行に必要な限度にお

いて、次に掲げる者に対し、その業務に関し報告

又は資料の提出を求めることができる。 

(1) 興行場経営者等 

(2) 図書類の販売又は貸付けを業とする者 

(3) がん具類等の販売又は貸付けを業とする者 

(4) 有害広告物の広告主又は管理者 

(5) 自動販売機による利用カードの販売の業を行

う者 

(6) 質屋又は古物商若しくは金属くず商等 

(7) 第 16 条第 3 項各号に掲げる施設を経営する              

者 

(8) 携帯電話インターネット接続役務提供事業者

等 

2 知事は、この条例の施行に必要な限度において、

その指定した職員又は警察官に、営業時間内にお

いて、前項各号に掲げる者の営業所又は同項第 2

号、第3号若しくは第5号に掲げる者の使用する

自動販売機等の設置場所に立ち入り、調査させ、

関係者に質問させ、又は関係者から資料の提出を

求めさせることができる。 

3 前項の規定により立入調査等をする職員又は警

察官は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者

に提示しなければならない。 

4 第2項の規定による権限は、犯罪捜査のために認

められたものと解してはならない。 

(審議会への諮問等) 

第18条 知事は、次に掲げる場合においては、静岡

県附属機関設置条例(昭和 27 年静岡県条例第 60

号)第 1 条の規定により設置された静岡県青少年

環境整備審議会(以下「審議会」という。)の意見

を聴かなければならない。ただし、緊急を要する

ときは、この限りでない。 

(1) 第 7条第1項又は第8条第1項の規定による

推奨をしようとするとき。 

(2) 第9条第1項、第4項若しくは第5項第3号、

第10条第1項又は第12条第1項の規定による

指定をしようとするとき。 

(3) 第 11 条第 1 項の規定による取消しをしよう

とするとき。 

2 知事は、前項ただし書の規定により、審議会の意

見を聴かないで推奨、指定又は取消しをしたとき

は、速やかに、審議会に報告しなければならない。 

(一般からの申出) 

第19条 何人も、第7条第1項若しくは第8条第1

項の推奨、第9条第1項、第10条第1項若しくは

第12条第1項の指定又は第11条第1項（第9条

第4項及び第5項第3号に係る部分を除く。）の取

消しをすることが適当であると認めるときは、知

事に対し、その旨を要請することができる。 

第20条 削除 

(罰則) 

第21条 第14条の2第1項の規定に違反した者は、

2 年以下の拘禁刑又は 100 万円以下の罰金に処す

る。 

2 第 14 条の 3 の規定に違反した者は、1 年以下の

拘禁刑又は50万円以下の罰金に処する。 

3 第 10 条の 7第 1項の規定に違反した者は、6 月

以下の拘禁刑又は50万円以下の罰金に処する。 

4 次の各号のいずれかに該当する者は、30 万円以

下の罰金に処する。 

(1) 第9条第10項の規定に違反した者 

(2) 第10条第4項の規定に違反した者 

(3) 第 10 条の 5第 1項の規定に違反して届出を

せず、又は虚偽の届出をした者 

(4) 第10条の7第2項の規定に違反した者 
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(5) 第 10 条の 7第 4項の規定による命令に従わ

なかつた者 

(6) 第12条第4項の規定に違反した者 

(7) 第12条の2第1項の規定に違反した者 

(8) 第 12 条の 2第 3項の規定による命令に従わ

なかつた者 

(9) 第13条の2の規定に違反した者 

(10) 第14条の2第2項の規定に違反した者 

(11) 第14条の4の規定に違反した者 

(12) 第14条の5の規定に違反した者であつて、次

のいずれかに該当するもの 

   ア 青少年に拒まれたにもかかわらず、当該青

少年に係る児童ポルノ等の提供を求めた者  

イ 青少年を威迫し、欺き、若しくは困惑させ

、又は青少年に対し、対償を供与し、若しく

はその供与の約束をする方法により、当該青

少年に係る児童ポルノ等の提供を求めた者 

(13) 第15条の規定に違反した者 

5 次の各号のいずれかに該当する者は、20 万円以

下の罰金に処する。 

(1) 第9条第8項の規定に違反した者 

(2) 第 9条の2第5項の規定による命令に従わな

かつた者 

(3) 第 10 条の 5第 2項の規定に違反して届出を

せず、又は虚偽の届出をした者 

(4) 第 13 条の 3第 1項の規定に違反して届出を

せず、又は虚偽の届出をした者 

(5) 第16条第3項の規定に違反した者 

6 次の各号のいずれかに該当する者は、10 万円以

下の罰金に処する。 

(1) 第 13 条の 3第 2項の規定に違反して届出を

せず、又は虚偽の届出をした者 

(2) 第14条の規定に違反した者 

(3) 第16条第2項の規定に違反した者 

(4) 第 17条第1項の規定に違反して報告をせず、

若しくは資料を提出せず、若しくは虚偽の報告

をし、若しくは虚偽の資料を提出し、又は同条

第2項の規定による立入り、調査、質問若しく

は資料の提出を拒み、妨げ、若しくは忌避し、

質問に対して虚偽の陳述をし、若しくは虚偽の

資料を提出した者 

7 次の各号のいずれかに該当する者は、5万円以下

の罰金に処する。 

(1) 第9条第9項の規定に違反した者 

(2) 第9条の2第2項の規定に違反した者 

(3) 第16条第4項の規定に違反した者 

8 第 14 条の 2 から第 15 条までに規定する行為を

した者は、青少年の年齢を知らないことを理由と

して、第 1 項、第 2 項及び第 4 項第 10 号から第

13 号までの規定による処罰を免れることができ

ない。ただし、過失のないときは、この限りでな

い。 

(両罰規定) 

第 22 条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理

人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の

業務に関して前条の違反行為をしたときは、行為

者を罰するほか、その法人又は人に対しても、同

条の罰金刑を科する。 

(罰則の適用除外) 

第23条 この条例の罰則は、青少年に対しては適用

しない。この条例に違反する行為をした時におい

て青少年であつた者についても同様とする。 

(委任) 

第24条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。 

 

静岡県家庭教育支援条例 

 
公 布 ： 平成 26年 10月 28日 

改 正 ： 令和 27年 ３月 20日 

現在施行 ： 令和 27年 ４月 １日 

 

家庭は、子どもの心のよりどころとなる場所であ

るとともに、全ての教育の出発点であります。 

家庭教育は、教育の原点であり、保護者と子ども

の愛情によるきずなのもとに、家庭での団らんや共

同体験を通じて行われてきました。特に乳幼児期か

ら思春期にかけての家庭教育は、社会との関わり方

や人生観など、人間形成に大きな影響を与えること

から、保護者の役割は極めて重要であると言えます。 

東西に広い静岡県では、それぞれの地域で特徴の

ある伝統・文化・習慣を後世に伝えながら、子ども

の育ちを家庭と地域社会等が一体となって支えてき

ました。 

しかしながら近年では、家族形態の多様化や地域

社会とのつながりの希薄化など、家庭を取り巻く環

境が大きく変化し、過保護や過干渉、放任や虐待な

ど、家庭の教育力の低下が指摘されています。また、

子育ての不安を抱える親や孤立化する親、社会性や

自立心の形成に課題のある子どもなど、様々な問題

を抱える家庭が増えています。 

本県は、個人として自立し、人との関わり合いを

大切にしながら、よりよい社会づくりに参画し行動

する「有徳の人」の育成に向けて、子どもが基本的

な生活習慣や倫理観、自立心や自制心を身に付けら

れるよう、保護者はもとより社会全体で家庭教育の

充実に取り組んできましたが、こうした家庭と社会

の変化を踏まえ、より一層の支援をしていくことが

求められています。私たちは家庭教育の意義を見つ

め直し、家庭教育に対する各家庭の責任を改めて認
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識するとともに、家庭を取り巻く学校等、地域住民、

地域活動団体、事業者、行政等社会全体が、家庭教

育の自主性を尊重し、それぞれ適切な役割分担を果

たしつつ、一体となって家庭教育を支援する必要が

あります。 

ここに、子どもたちが地域の宝として社会全体か

ら愛情を受け、健やかに成長する静岡を目指して、

この条例を制定します。 

(目的) 

第 1条 この条例は、家庭教育が子どもの健全な成

長に果たす役割の重要性に鑑み、本県の家庭教育

への支援についての基本理念及びその実現を図る

ために必要な事項を定め、家庭教育への支援に関

する施策を総合的に推進することにより、子ども

の健全な成長のために必要な生活習慣の確立並び

に子どもの自立心の育成及び心身の調和のとれた

発達を図り、もって子どもたちが地域の宝として

社会全体から愛情を受け、健やかに成長する静岡

を実現することを目的とする。 

(定義) 

第 2条 この条例において「家庭教育」とは、保護

者(親権を行う者、未成年後見人その他の者で、子

どもを現に監護する者をいう。以下同じ。)が子ど

もに対して行う教育をいう。 

2 この条例において「子ども」とは、おおむね18歳

以下の者をいう。 

3 この条例において「学校等」とは、学校教育法(昭

和22年法律第26号)第1条に規定する学校(大学

を除く。)、児童福祉法(昭和22年法律第164号)

第 39 条第 1 項に規定する保育所及び就学前の子

どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律(平成18年法律第77号)第 2条第6

項に規定する認定こども園をいう。 

4 この条例において「地域活動団体」とは、社会教

育法(昭和24年法律第207号)第 10条に規定する

社会教育関係団体、地方自治法(昭和 22年法律第

67号)第 260 条の 2第 1項に規定する地縁による

団体その他の団体で地域的な活動を行うものをい

う。 

(基本理念) 

第 3条 家庭教育への支援は、保護者が子どもの教

育について第一義的責任を有するという基本的認

識の下に、行政、学校等、地域住民、地域活動団

体、事業者その他の社会の全ての構成員が、家庭

教育の自主性を尊重しつつ、各々の役割を果たす

とともに、社会全体が一体となって取り組むこと

を旨として行われなければならない。 

(県の責務) 

第4条 県は、前条に定める基本理念(以下「基本理

念」という。)にのっとり、家庭教育の支援を目的

とした体制を整備するとともに、家庭教育を支援

するための施策を総合的に策定し、及び実施する

責務を有する。 

2 県は、前項の規定により施策を策定し、及び実施

しようとするときは、保護者及び市町、学校等、

地域住民、地域活動団体、事業者その他の関係者

と連携して取り組むものとする。 

3 県は、第1項の規定により施策を策定し、及び実

施しようとするときは、様々な家庭状況に配慮す

るものとする。 

(市町への支援) 

第 5条 県は、市町が家庭教育を支援するための施

策を策定し、及び実施しようとするときは、市町

に対して情報の提供、助言その他の必要な支援を

行うものとする。 

(保護者の責任と役割) 

第6条 保護者は、教育基本法(平成18年法律第120

号)第10条第1項の規定の趣旨にのっとり、子ど

もの教育について第一義的責任を有することを自

覚しなければならない。 

2 保護者は、子どもに愛情をもって接し、子どもの

健全な成長のために必要な生活習慣の確立並びに

子どもの自立心の育成及び心身の調和のとれた発

達を図るように努めるとともに、自らも成長して

いくよう努めるものとする。 

(学校等の役割) 

第 7条 学校等は、基本理念にのっとり、保護者と

連携して、子どもの健全な成長のために必要な生

活習慣を身に付けさせるとともに、子どもの自立

心を育成し、心身の調和のとれた発達を図ること

により、家庭教育の支援に努めるものとする。 

2 学校等は、県及び市町が実施する家庭教育を支援

するための施策に協力するよう努めるものとする。 

(地域住民等の役割) 

第 8条 地域住民は、基本理念にのっとり、保護者

と連携して、地域の歴史、伝統、文化、行事等を

通じ、子どもの健全な育成に努めるとともに、保

護者が家庭教育を行うのに良好な地域環境の整備

に努めるものとする。 

2 地域活動団体は、基本理念にのっとり、保護者と

連携して、家庭教育を支援するための取組を行う

よう努めるものとする。 

3 地域住民及び地域活動団体は、県及び市町が実施

する家庭教育を支援するための施策に協力するよ

う努めるものとする。 

(事業者の役割) 

第 9条 事業者は、基本理念にのっとり、家庭教育

における保護者の役割の重要性に鑑み、従業員の

仕事と家庭生活との両立が図られるよう必要な就

業環境の整備等に努めるものとする。 

2 事業者は、県及び市町が実施する家庭教育を支援

するための施策に協力するよう努めるものとする。 
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(親としての学びの支援) 

第 10条 県は、親としての学び(保護者が、子ども

の発達段階に応じて大切にしたい家庭教育に関す

る知識、子育ての知識その他の親として成長する

ために必要なことを学ぶことをいう。次項におい

て同じ。)を支援する学習方法の開発及びその普及

並びに学習内容の充実を図るものとする。 

2 県は、市町、地域活動団体その他の関係者が、親

としての学びを支援する学習の機会を提供するこ

とを支援するものとする。 

(親になるための学びの支援) 

第 11条 県は、親になるための学び(将来親になる

ために必要となる保護者の役割、子育ての意義等

について学ぶことをいう。次項において同じ。)に

関する学習方法の開発及びその普及並びに学習内

容の充実を図るものとする。 

2 県は、学校等、地域活動団体その他の関係者が、

親になるための学びに関する学習の機会を提供す

ることを支援するものとする。 

(家庭教育の支援活動に対する支援) 

第12条 県は、家庭教育の支援を行う関係者が取り

組む家庭教育の支援に係る活動を支援するものと

する。 

(学び合い、支え合う環境の整備等) 

第 13 条 県は、保護者が家庭教育について学び合

い、支え合う環境の整備を図るものとする。 

2 県は、前項に規定する環境の整備に当たっては、

子育て経験のある県民等多様な世代の県民の参加

が図られるよう配慮するものとする。 

(人材養成等) 

第14条 県は、家庭教育の支援を行う人材の養成及

び資質の向上に努めるとともに、家庭教育の支援

を行う関係者のネットワークを構築し、それを広

めるものとする。 

(相談体制の整備・充実等) 

第15条 県は、家庭教育及び子育てに関する相談に

応ずるため、相談体制の整備及び充実、相談窓口

の周知その他の必要な施策を行うものとする。 

(県民の理解の増進等) 

第16条 県は、家庭教育に関する情報の収集、整理、

分析及び提供を行うものとする。 

2 県は、家庭教育における保護者の果たす役割及び

社会の全ての構成員が家庭教育を支援することの

重要性について、県民の理解を深めるよう必要な

施策を行うものとする。 

(財政上の措置) 

第17条 県は、家庭教育を支援するための施策を推

進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努

めるものとする。 

(年次報告) 

第18条 知事は、家庭教育を支援するための施策の

実施状況について、毎年度、議会に報告するとと

もに、公表するものとする。 
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